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①最低限のルール・基準が確立していない

・維持修繕・更新に関するルール・基準が未確立

・技術的に問題のある点検基準を定めている

・記録・保存が徹底されず、計画的になっていない

②メンテナンスサイクルを回す仕組みがない

・厳しい財政、技術者が居ない

・発注・監督が困難

・技術的に高度な対応が必要な修繕・更新ができない

状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ 予防保全段階
構造物の機能に支障が生じていないが、
予防保全の観点から措置を講ずることが望
ましい状態

Ⅲ 早期措置段階
構造物の機能に支障が生じる可能性があ
り、早期に措置を講ずべき状態

Ⅳ 緊急措置段階
構造物の機能に支障が生じている、または
生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講
ずべき状態

区分

老朽化した道路橋点検に関する地方公共団体支援について 
 
 

北陸地方整備局企画部施工企画課 小泉 倫彦 
長岡国道事務所調査課 岡田 英治 

○北陸技術事務所維持管理技術課 若 月  大 
 
１．はじめに 

我が国の道路橋は、1950年代中頃～1970年代中頃の高度経済成長期に集中的に整備され、今後老朽化した橋

梁が急激に増えることが予想されるため、国土交通省では，５年に一度の頻度で定期点検を実施し、重大損傷

が生じる前に計画的に補修を実施することで、橋梁の長寿命化に取り組んでいる。 

 全国には約70万の橋梁が存在し、市町村管理橋梁はその約68％と多数を占めている（直轄管理橋梁は約

４％）。一方で，市町村の橋梁に関する技術者が不足するなど、膨大な数の市町村管理橋梁をいかに管理して

いくかが今後の課題となっている。 

 このような背景のもと、市町村職員への点検技術支援として、橋梁点検現地講習会を開催し、橋梁点検時の

留意点や、損傷が発生しやすい箇所などを現地で説明した。本論文では，これらの支援について報告する。  

 

２. 「最後の警告」 

２．１. 「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」 

 平成26年４月14日，社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会において、「道路の老朽化対策の本格実施

に関する提言」がとりまとめられ、国土交通大臣に手交された。 

 この「提言」では「最後の警告－今すぐ本格的なメンテナンスに舵を切れ」として「道路メンテナンス総力

戦」体制を構築するよう、強い論調で提言がされている。 

 ここで老朽化対策の課題として①「全国の町の約５割，村の約７割で橋梁保全業務に携わっている土木技術

者が存在しない」②「地方公共団体の橋梁点検要領では遠望目視によるものも多い（都道府県・政令市の約８

割）」などが挙げられている。 

 地方公共団体には、これら「予算不足，人不足，技術力不足」が原因となって、次の２つの根本的課題が存

在すると指摘されている。 

これらの課題に対し「メンテナンスサイクルを確定

する」「メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築す

る」ことが国土交通省の目指すべき方向性である。 
 

 

 

 

 

 

 

２．２. 道路法改正によるメンテナンスサイクルの構築 

 提言に先立つ平成25年６月に道路法が改正された。これ

により橋梁・トンネル等は国が定める統一的な基準により

「５年に１度」「近接目視」により「全数点検」を実施す

ることとなった。また，統一的な尺度で健全度の判定区分

を設定することとしており、これについては平成26年３月

31日に省令が改正され、７月１日から施行される。 

この背景としては、「提言」でも触れられているとおり

地方公共団体の点検要領が「遠望目視」によるものが多く、

また点検間隔もバラバラで、交通量によっては１０年以上

の点検間隔となっていたケースもあった。 

表-1 根本的課題 

表-2 健全度の判定区分 
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図-1 技術相談の様子 

図-2 技術講習会の開催状況 

種別 内容 場所
実施
回数

参加
自治体数

技術相談 橋梁の不具合相談 粟島浦村 1 1自治体

技術相談 橋梁の不具合相談 新潟県 1 1自治体

技術講習会
橋梁保全に関する
技術講習会

富山県・石川県 2 11自治体

新潟県内 4 28自治体

富山県内 4 20自治体

石川県内 2 9自治体

現地講習会 橋梁点検現地講習

 点検・診断・措置・記録に対する道路管理者の義務を明確化することによって、メンテナンスサイクルを確

定させるのがこの省令改正の趣旨である。 

 一方で、地方公共団体は予算不足や技術者不足に悩まされており，確定させたメンテナンスサイクルをいか

に持続して回していくかが今後の課題となってくる。 

 

３. これまで実施した地方公共団体支援 

３．１. 北陸地方整備局による地方公共団体支援の取り組み 

北陸地方整備局による地方公共団体支援の取り組

みでは、これまで「技術相談」「技術講習会」「現

地実習会」を実施している。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

３．２. 技術相談 

技術相談は地方公共団体の依頼を受けて、整備局の職員が支援を実施するものである。平成24年には新潟県

と粟島浦村で実施している。 

粟島浦村では、「村道17号床版部」について村と合同で点検を実施している。点検により床版を支持してい

るH鋼に著しい腐食が見ら

れることから、床版の補

強方法について検討・提

案した。また、補強工事

が終了するまでは車両の

通行は危険と判断し、車

両通行止めにするよう提

案した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

３．３. 技術講習会 

平成19年度より橋梁の長寿命化に向けた橋梁技術支援に係る

座学による講習会を実施している。講師には整備局・国土技術

政策総合研究所・土木研究所職員等を招いて実施している。 
 

 

 

 

 

表-3 平成24～25年度の開催状況 
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図-5 橋梁点検車を使った点検 

図-3 現地講習会の実施状況 

   （左：磁粉探傷実習） 

   （右：床版下面の損傷を確認） 

図-4 地方公共団体管理橋の調査 

（国総研，土研との合同調査） 

表-4 橋梁点検車をの貸し出し実績 

   （平成２５年は実績なし） 

３．４. 現地講習会 

 現地講習会は，現場での橋梁点検を実際に点検業者とともに実施するもので、平成25年には10回開催してい

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
現地講習会では実際に現況で橋梁点検を体験する以外に

も、鉄筋探査や磁粉探傷などの非破壊検査についても実技

実習を行っている。 
 また現地講習会は、①地方公共団体管理の橋梁を点検す

る際に国交省職員や当該団体以外の職員も参加して意見交

換会を実施する。②直轄管理橋梁を点検する際に地方公共

団体職員も参加して技術指導を実施する、といった形式で

実施している。これらの点検の際は国総研や土研との合同

調査を実施するなどして、さらなる技術力の向上を図って

いる。 
 
 
 
３．５. 橋梁点検車の貸し出し 

 北陸技術事務所では橋梁点検車を３台保有しており，要請

があれば貸し出しを行っている． 
橋梁点検車は建設機械貸付契約書を作成して貸し出しする

もので、運転手や燃料などの運転にかかる費用は使用者負担

となるが、貸付料は無償となっている。 
 直轄橋梁の点検が優先となるが、平成26年度も既に２件の

貸し出しを行っている。今後も可能な限り貸し出しを行って

いきたい。また，技術講習会などを通じて橋梁点検車の貸し

出しについて地方公共団体へアピールを行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

件数 相手先 件数 相手先 件数 相手先

平成24年度 ３件
新潟市、石川県、
石川県道路公社

３件
新潟市、石川県、
石川県道路公社

平成23年度 １件 石川県 １件 石川県

平成22年度 ２件 新潟県、羽咋市 ２件 新潟県、羽咋市

平成21年度 ４件
新潟市、新潟県、
石川県、輪島市

１件 輪島市 ３件
新潟市、新潟県、
石川県

平成20年度 １件 燕市 １件 燕市

合計 １１件

新潟市(2)、新潟県

(2)、石川県(3)、燕市、

輪島市、羽咋市、石川
県道路公社

７件 ４件

合計
BT-400（バケット） 歩廊式
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図-6 富山県道路メンテナンス会議のもよう 

（第1回 5月27日） 

 
４.  これからの地方公共団体支援 

４.  １． 道路メンテナンス会議の設置 

 「メンテナンスサイクルを回す仕組みの構築」には「予算」「体制」「技術」「国民の理解・協働」の項目

があり，この内の「体制」づくりとして、地方公共団

体の課題を克服するために都道府県ごとに「道路メン

テナンス会議」を設置していくこととしている。既に

５月27日には富山県、６月11日には新潟県で道路メンテ

ナンス会議が発足している。石川県についても６月23日

に発足する予定である。 

この「道路メンテナンス会議」は，提言における

「メンテナンスサイクルを回す仕組みの構築」に関わ

るもので，これまで実施してきた地方公共団体の研修

等もこの体制作りの一環となっている． 
 

 

 

 

４.  ２． その他の取り組み 

 これ以外の対策として提言では、「予算」関係では地方公共団体が複数年にわたり集中的に実施する大規模

修繕・更新に対して支援する補助制度の構築や、必要に応じて国や高速会社等が修繕を代行する制度の構築が

うたわれている。 
 また、社会的に影響の大きな路線の施設等について、国の職員等から構成される「道路メンテナンス技術集

団」による「直轄診断」を実施することも提言されている。 
 このような広範な取り組みを通じてもれなくメンテナンスが行われることが，道路インフラの安全安心の確

保につながっていくのである。 
 
５. おわりに 

 老朽化する道路インフラのメンテナンスは喫緊の課題となっているが、これに取り組むには当事者の意識を

高く持つことも重要であるが、やはり一般国民への周知が大事になってくる。修繕予算の確保にあたっては，

国民的な協力を得ることが喫緊の課題である。 
また，メンテナンスの現場を担う建設産業の健全な発展も重要である。点検や修繕工事における適切な積算

基準の設定や技術者確保のための資格制度の制定などが求められている。 
冒頭述べたとおり、道路インフラの維持管理はもはや待ったなしの状況にあり、「道路メンテナンス総力

戦」体制を始動させなければならない。したがって今後も北陸地方整備局・北陸技術事務所と一体となって地

方公共団体支援に最大限取り組んでいきたい。 
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写真－１ 塗装橋梁の高力ボルト継手部の腐食 

 

 

 

 

 
 
 
写真－２ 溶射高力ボルトの締付けによる被膜剥離 

 

 
 

 

 

 

 

写真－３ 二重防錆ボルトの施工手順 

 

めっき下地と金属溶射を用いた二重防錆ボルト 
 

川田工業 ○大野克紀 栗山 浩 米田達則  新免鉄工所 新免僖秀   
シーケー金属 大橋一善  富山県工業技術センター 冨田正吾   

 
１ はじめに 

 近年，道路橋の耐久性については 100 年を目安として照査が行われており，耐久性向上のための種々

の方策が採用されている．鋼橋の場合は，架替えの理由の調査結果 1)によれば，鋼材の腐食が約 50％，

床版の損傷が約 30％を占めており，重防食塗装や金属溶射などの適用，合成床版やＰＣ床版などの高

耐久性床版の採用が進められている．このうち，鋼材の腐

食に関しては，平滑な一般部に比較して，狭隘部や角部が

多い高力ボルト継手部は，写真－１に示すように劣化が著

しく進行する．本研究では，高力ボルト継手部の長寿命化

を可能にするために，まず高力ボルトに溶融亜鉛めっきを

施し，その上にアルミニウム・マグネシウム合金溶射を行

う二重防錆ボルトの開発について述べる．また，二重防錆

ボルトを実橋に適用し，現場で金属溶射を行った施工例に

ついても述べる． 

 
２ 従来の溶射高力ボルトの問題点 

 最近，鋼橋に適用する最も効果の高い防錆方法として，

種々の金属溶射が用いられることが多くなっている．金属

溶射は，工場において施工するフランジやウェブなどの平

坦な一般部については非常に有効であるが，現場において

施工する添接部については多くの課題が残されている．具

体的には，工場で溶射したボルトを現場で締付ける場合に

は，写真－２に示すようにナットの角部が剥離してしまい，

防錆効果が著しく低下してしまう．一方，現場で高力ボル

トを締付けた後に溶射する場合には，現場においてボルト

表面の素地調整のためのブラストが必要になり，作業が煩

雑になるとともに，粉塵や騒音などの現場環境の悪化が懸

念される． 

 
３ 提案する溶射高力ボルトの概要 

 上記の防錆仕様に溶射を適用した場合の高力ボルトに関する課題の解決を目的として，写真－３に

示すような工場で溶融亜鉛めっきしたボルトを現場において締付け，その上に溶射を行うことで，高

溶射皮膜の剥離 
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a) ｱﾙﾐﾆｳﾑ･ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金溶射  

 

 

 
 
 

b) 従来の溶融亜鉛めっき 
写真－５ 複合サイクル試験の結果 

 

表－１ 引張密着強度試験の結果 

 

 

 

 

 

 
 

写真－４ 狭隘溶射ガンの施工状況 

 

 

13 11.97

14 11.59

15 12.04

46 10.80

47 14.68

48 16.21

通常ガン

狭隘ガン

90ﾟ

15ﾟ

325

336

200

222

平均値
ｅめっき
＋溶射

溶射角度

密着強度 (N/mm
2
)

11.87

13.90

膜厚(m m)

125

114

ｅめっき 溶　射 測定位置 測定値

い防錆効果を低下させることなく，現場の施工性を向上す

る工法を提案する．なお，従来の溶融亜鉛めっきでは，そ

の上に溶射を施すと両者の密着力が低く簡単に剥離してし

まうため，十分な密着力が確保できる高機能溶融亜鉛めっ

き（ｅめっき）2)を適用した．このめっきは，蒸留亜鉛地

金から鉛とカドミウムを除去しており，両成分の除去は環

境負荷の軽減にも役立つものである．溶射の方式としては

ガスフレーム溶射を採用し，溶射金属にはアルミニウム・マグネシウム合金を使用している．また，

ボルト周辺の狭隘部に溶射金属が十分に行き届くように，写真－４に示すノズルの先端に角度を持た

せた特殊な狭隘溶射ガンを用い，ノズルと基材との距離を通常より短い 50mm 程度に設定している． 

 
４ 引張密着強度試験（アドヒージョンテスト） 

 溶融亜鉛めっきとアルミニウム・マグネシウム

合金溶射との付着性を確認するために JIS B 7721

に基づき引張密着強度試験を実施した．試験体は

幅 150mm×板厚 6mm×長さ 300mm の鋼板であり，実

際の現場施工の状況を考慮して，めっき後に１０

日間の屋外曝露を行い，その上に溶射を施すものとした．また，溶射については，比較のために通常

ガンと狭隘ガンを用い，溶射粒子の方向と基材の角度である溶射角度をそれぞれ 90°・45°・30°・

15°として施工を行った．試験結果を表－１に示す．ここでは，試験結果のうち一般に用いられる通

常ガンを用いた溶射角度 90°の結果と，狭隘ガンを用いた溶射角度 15°の結果を比較している．溶射

角度が 15°という悪い施工条件にも関わらず，狭隘ガンの結果は通常ガンと同等以上の結果を示して

いる．また，文献 3)に示される密着強度の基準値である 4.5N/mm2の３倍の強度を示している．狭隘ガ

ンによる溶射の密着強度が高い理由としては，上述したように溶射の距離を通常よりも短く設定して

いることが考えられる．以上の結果から，狭隘ガンによる施工により

十分な付着性を有する溶射皮膜が形成されることが明らかになった． 

 

５ 複合サイクル試験 

 次に，溶射の耐食性に着目して JIS H 8502 に基づき複合サイクル試

験を実施した結果を示す．試験体は幅 75mm×板厚 16mm×長さ 145mm

の２枚の添接板を２本の高力ボルトで締付けて一体化したものであり，

添接板と高力ボルトにはめっきを施し，ボルト締付け完了後に全体を

一括して狭隘ガンにより溶射した．複合サイクル試験の 2,000 時間経

過時の試験体の状況を写真－５に示す．提案する溶射方法により施工

した試験体は，ボルトのねじ部とナット・ナットとワッシャー・ワッ

シャーと添接板の境界に白錆が発生しているものの，従来の溶融亜鉛

－6－



 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 
図－１ 対象橋梁の概要および現場溶射施工箇所 

 

 

 
 

 

 

 

 

図－２ 現場溶射作業の流れ 

 

封孔処理

溶射後膜厚測定

溶射前膜厚測定

添接板設置・ボルト本締め

添接板・ボルトのめっき

添接板周りの養生

溶射

めっき試験体に比較すると十分に健全な状態にあると判断できる．白錆については，溶射金属ないし

下地であるめっき部分の犠牲防食作用により発生したものと考えられ，めっきと溶射の二重の防錆効

果を示している．なお，鋼板単体の複合サイクル試験については，現在 5,000 時間に達しているが赤

錆は発生せず健全な状態であり，試験を 6,000 時間まで継続する予定である． 

 
６ 二重防錆ボルトの実橋への適用 

一般的に橋梁本体の防錆仕様として金属溶射が

採用される場合，高力ボルトには溶融亜鉛めっき

ボルト（Ｆ８Ｔ）の採用が多いため，橋梁本体と

高力ボルトの防錆効果が一致しない場合が多くな

っている．上述したように，高力ボルト部は狭隘

部や角部が多く一般部に比べ劣化の進行が早い．

そこで，めっきボルトに現場での金属溶射が可能

であれば，橋梁本体と同等の防錆仕様となり，耐

久性の向上が期待できる．ここでは，高機能溶融

亜鉛めっき(ｅめっき)を施した高力ボルトに現場

で金属溶射（亜鉛・アルミニウム合金溶射）を施

工した実橋での適用例について述べる． 

 
６．１ 対象橋梁の概要 

 添接部の高力ボルトに現場溶射施工を行ったのは，国交省東北地整秋

田河川国道事務所発注の赤石川橋上部工工事である．日本海沿岸から約

２km 程度の距離に位置する本橋の防錆仕様は，金属溶射＋封孔処理＋塗

装である．ただし，高力ボルトの防錆仕様については亜鉛めっきボルト

＋塗装である． 

添接部高力ボルトへの金属溶射施工箇所として，今回着目したのは，

腐食環境の特に厳しい桁端部の端支点横桁の下フランジ添接部である．

図－１に対象橋梁の概要および現場金属溶射の施工箇所を示す． 

 
６．２ 現場金属溶射 

 現場溶射作業の一連の流れを図－２に示す．なお，今回は，ｅめっきボルトへの現場溶射を主たる

目的としたが，現場施工性から添接板と高力ボルトを同時に現場溶射する方法とした．したがって，

添接板についても，高力ボルトと同様のｅめっき下地とした． 

 写真－６に現場での金属溶射作業状況を示す．溶射膜厚については，（溶射後の膜厚－溶射前のめっ

き被膜状態での膜厚）から算出し，最小被膜厚さとして 100μm 以上を確保 4)するよう施工を行った．

写真－７に溶射前後の高力ボルトナット部の状態を示す．今回の溶射作業において，添接板および高

現場溶射施工箇所 
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写真－６ 現場溶射の状況 
 
 
 
 
 
 

溶射前                   溶射後 

写真－７ 現場溶射の状況 

表－２ 表面電位測定結果 

 

 

 
表－３ 引張密着強度試験結果 

 

 

 

 

 対象部位 表面電位（V）

めっき被膜 -1.10

溶射被膜 -1.12

鉄 地 -0.70

 単位：N/mm
2

1 2 3 4 5

No.1 7.58 11.18 8.85 7.61 10.64 9.17

No.2 6.16 6.66 5.96 6.02 5.35 6.03

平均試験体
測定箇所

力ボルトへの現場溶射のみに要した時間は，添接部一箇

所当たり(面積 0.4m2)で 15 分程度であった． 

 
６．３ テストピースによる溶射被膜の品質確認試験 

 現場施工した溶射被膜の品質確認を行うために，実橋

と同条件で溶射施工を行ったテストピースにて，表面電

位測定および引張密着強度試験を行った． 

（１）表面電位測定 

めっき被膜および溶射被膜の表面電位測定を行った．

犠牲防食の観点より，鉄面から順に表面電位が低くなる

ことが必要となる．表－２に示すとおり，表面電位の順

列は，躯体(鉄地)＞ｅめっき被膜＞溶射被膜となってい

ることを確認した． 

（２）引張密着強度試験 

 引張密着強度試験の結果を表－３に示す．２つのテス

トピースにおける値は，現場施工条件等により表－１の値に比

べ多少小さいが，平均値の小さい方でも 6.03N/mm2 であり，文

献 3)に示される密着強度の基準値である 4.5 N/mm2以上の強度

を示していることを確認した． 

 
７ まとめ 

 本研究では，高機能溶融亜鉛めっきの上にアルミニウ

ム・マグネシウム合金溶射を施した二重防錆ボルトを提

案し，その付着性および耐食性に関する性能確認試験を実施した結果，および実橋での適用について

報告したものである．この成果として，腐食による劣化の進行が早い高力ボルト継手部に関して，従

来の仕様を大きく上回る耐食性を有する防錆仕様を開発することができた．また，実橋での施工を通

して，現場での添接部高力ボルトへの金属溶射施工が可能であること，所要の品質を確保しているこ

とが確認できた．以上のことから，本方策は高力ボルト部の防食性向上策のひとつとして有効であり，

さらには橋梁全体の耐久性向上にも繋がる工法であることが確認できた． 

実橋への適用については，国交省東北地整秋田河川国道事務所の皆様のご協力・ご理解を頂き施工

を行うことができました．ここに深く感謝の意を表します． 

＜参考文献＞ 1)国土交通省 国土技術政策総合研究所:橋梁の架替に関する調査結果(Ⅳ),国総研資料 第 444 号，

2008.4 2）シーケー金属株式会社：カドミ無＆鉛無 溶融亜鉛めっき,NETIS 新技術情報提供システム 登録

No.HR-060027-V,2012.1 3)西日本高速道路株式会社：アルミニウム・マグネシウム合金溶射 設計施工管理要領《新

設橋・溶射ボルト編》,2012.9 4)(社)日本道路協会：鋼道路橋塗装・防食便覧,平成 17 年 12 月 5)吉田他：めっき

下地と金属溶射を用いた二重防錆ボルトの開発,土木学会第 68 回年次学術講演会概要集,2013.9 6）大野他：現場溶

射を採用した二重防錆ボルトの実橋への適用,土木学会第 68 回年次学術講演会概要集,2013.9 
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わだち掘れ抑制対策としての遮熱性舗装適用例 
 

株式会社ＮＩＰＰＯ 北信越支店 ○高畑 浩二   

 

１ はじめに 

「わだち掘れ」は、現在の日本における道路破損形態のうち、ひび割れと並んで非常に多い現象で

ある。発生したわだち掘れは、車両の走行性の低下、雨水の滞水によるハイドロプレーニング現象の

発生および歩行者・沿道住居に対する水はねの発生等を誘発する。そのため、わだち掘れは道路保全

上、重要な管理指標の一つとなっている。一般的に、流動によるわだち掘れの抑制対策としては、ポ

リマー改質アスファルトの適用や半たわみ性舗装等の耐流動性に優れた舗装の適用などが考えられる。 

また、わだち掘れは舗装の温度が高くなると起きやすくなると考えられている。そこで、著者らは、

遮熱性舗装の温度上昇抑制効果に着目し、新潟県長岡市内の一般国道において、わだち掘れの抑制の

ために当該舗装を適用した。本報ではその成果について報告する。 

 

２ 対策箇所の概要 

新潟県長岡市内寿地内の一般国道 352 号

線（写真-1）は、周辺に工場が多くあり、

信濃川に架かる蔵王橋に通じる道路である

ため、大型車の交通量が多くなっている。

そのため、密粒度アスファルト混合物（ポ

リマー改質アスファルト II 型）による切削

オーバーレイ舗装を実施しても１年程度で

流動わだち掘れが発生し、同様の補修を繰

り返していた。 

今回も施工後 3 ヶ月で最大 2cm 程度のわ

だち掘れが確認されたことから、切削オー

バーレイ舗装以外のわだち掘れ抑制工法と

して遮熱性舗装を適用したものである。 

 

３ 遮熱性舗装の概要と適用理由 

３．１ 概 要 

遮熱性舗装は、遮熱技術を道路舗装に適用したものである。中空セラミック微粒子や熱反射性に優

れた特殊顔料などを配合した遮熱コートを舗装表面に塗布することで、日射エネルギー量の約半分を

占める近赤外線を高反射して、舗装への蓄熱を防ぎ、路面温度の上昇を抑制する（図-1）。 

機能を発揮させる上で散水作業等は不要であり、遮熱コートが路面に存在することで、安定した路

面温度の上昇抑制効果を持続する。 

写真-1 遮熱性舗装 施工前 
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遮熱性舗装は一般的に、ヒートアイランド現象緩和を目的として都市部の道路での利用や熱中症対

策として歩道に用いられることが多い。 

 

図-1 遮熱性舗装の概念図 

 

３．２ 適用理由 

図-2 は、試験温度と動的安定度の関係の一

例を表したものである 1)。試験温度が 10℃低

くなると、動的安定度は５倍程度大きくなっ

ていることがわかる。 

遮熱性舗装は、路面温度を 10℃以上低減す

ることが可能であるため、舗装体として耐流

動性を向上させることで、わだち掘れを抑制

することを期待した。 

 

４ 適用事例 

４．１ 施 工 

遮熱性舗装は平成 23 年 8 月に施工した。色

調は灰色（N60）とした。 

施工手順は図-3 のとおりである。 

①遮熱コートの付着性が確保できるように、

表面処理として路面の研削・研磨等を行う。 

②遮熱コートの一次コーティングを行う（写

真-2）。一次コーティングは下地舗装面の

確実な隠蔽と次工程のすべり止め骨材の固

定を目的としており、吹付け量は 0.4kg/m2

を標準とする。 

③一次コーティング直後にすべり止め骨材の

 表層

 基層

遮熱コート

遮熱性
舗装

遮熱コート

図-2 試験温度と動的安定度の関係 

図-3 遮熱性舗装の作業手順 

↓

↓

↓ 養生時間は約30分

↓ 養生時間は30分～1時間

①表面処理

②遮熱コートの一次コーティング

　　標準吹付け量：0.4kg/m2

一時散布後、直ちに骨材散布を開始

③すべり止め骨材の散布

　　標準散布量：0.5kg/m2

④遮熱コートの二次コーティング

　　標準吹付け量：0.4kg/m2

⑤交通開放
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散布を行う。すべり止め骨材は路面のすべ

り抵抗性の確保を目的としており、散布量

は 0.5kg/m2を標準とする。 

④すべり止め骨材の散布後、約 30 分間養生し

てから遮熱コートの二次コーティングを実

施する。二次コーティングは所要の色調に

よる仕上げと、すべり止め骨材の固定を目

的としており、吹付け量は 0.4kg/m2を標準

とする。 

⑤二次コーティング後、養生を 30 分～1 時間

程度行い、交通開放を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施工直後の路面の状況は写真-3 に示すとおりである。 

施工直後の路面温度は、一般舗装部で 52.4℃に対し、遮熱性舗装部で 41℃となり、11.4℃の路面温

度上昇抑制効果があることを確認できた。 

 

４．２ 追跡調査 

わだち掘れ量の追

跡調査は、施工直後、

施工 10 ヶ月後、15

ヶ月後、21 ヶ月後お

よび 26 ヶ月後に実

施した。調査位置平

面図は図-4 に示す

とおりである。 

わだち掘れ測定結 図-4 調査位置平面図 

写真-3 遮熱性舗装 施工直後 

写真-2 遮熱コートの一次コーティング状況 

停止線より

【調査項目】

：わだち掘れ量測定

2 1 2 18 20

【調査位置】

-3m -1m 2m 20m 40m

停止線 路肩

① ② ③ ④ ⑤

3.0

外側線

○ ○ センター

進行方向

○ ○ ○消雪パイプ ○ ○

一般舗装区間 遮熱性舗装区間 （単位：m）
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果は表-1に、施工直

後からのわだち掘れ

増加量は表-2および

図-5に示すとおりで

ある。 

 表-2、図-5より、

施工10ヶ月後から15

ヶ月後の期間（1夏目）

のわだち掘れ増加量

は、一般舗装部で

4.7mm、遮熱性舗装部

で1.2mmとなる。また、

施工21ヶ月後から26

ヶ月後の期間（2夏目）

のわだち掘れ増加量

は、一般舗装部で

2.8mm、遮熱性舗装部

で0.9mmとなる。 

したがって、遮熱

性舗装は、一般舗装

に比べて、わだち掘

れ増加量が1夏目で

約1/4、2夏目で約1/3

になっていることか

ら、わだち掘れ抑制

効果を有しているこ

とが確認できた。 

 

５ おわりに 

新潟県長岡市内の一般国道に遮熱性舗装を実施した結果、以下の知見が得られた。 

〇遮熱性舗装は、一般舗装と比較して、1/3～1/4 のわだち掘れ抑制効果を有している。 

 最後に、本工法を施工するにあたりご協力頂きました新潟県長岡地域振興局 地域整備部 維持管理

課の皆様に感謝の意を表します。 

【参考文献】 

1)社団法人日本道路協会：舗装調査・試験法便覧[第 3 分冊],pp.[3]39～56,2007.6 

 

表-2 施工直後からのわだち掘れ増加量 

表-1 わだち掘れ測定結果 

図-5 供用月数とわだち掘れ増加量の関係 
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れ
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加
量

（
m

m
）

供用月数 （月）

一般舗装

遮熱性舗装

夏期（7～9月）冬期(12～3月)

4.7mm

2.8mm

1.2mm

0.9mm

左 右 最大 左 右 最大 左 右 最大 左 右 最大 左 右 最大

一般 ① -3m 4.5 0.0 4.5 6.5 1.5 6.5 10.5 2.0 10.5 11.0 2.0 11.0 14.0 2.5 14.0

舗装部 ② -1m 11.5 1.5 11.5 13.0 2.0 13.0 18.5 3.0 18.5 19.0 3.5 19.0 21.5 4.0 21.5

平 均 － － 8.0 － － 9.8 － － 14.5 － － 15.0 － － 17.8

遮熱性 ③  2m 18.0 2.0 18.0 20.0 2.5 20.0 22.0 2.5 22.0 23.5 3.0 23.5 23.5 3.5 23.5

舗装部 ④ 20m 6.5 3.0 6.5 7.0 3.5 7.0 8.0 3.5 8.0 8.5 4.0 8.5 10.0 4.0 10.0

⑤ 40m 5.0 3.0 5.0 5.0 3.0 5.0 5.5 3.0 5.5 6.0 3.5 6.0 7.0 3.5 7.0

平 均 － － 9.8 － － 10.7 － － 11.8 － － 12.7 － － 13.5

施工26ヶ月後

測　点 わだち掘れ量(mm)

(停止線より) 施工直後 施工10ヶ月後 施工15ヶ月後 施工21ヶ月後

左 右 最大 左 右 最大 左 右 最大 左 右 最大

一般 ① -3m 2.0 1.5 2.0 6.0 2.0 6.0 6.5 2.0 6.5 9.5 2.5 9.5

舗装部 ② -1m 1.5 0.5 1.5 7.0 1.5 7.0 7.5 2.0 7.5 10.0 2.5 10.0

平 均 － － 1.8 － － 6.5 － － 7.0 － － 9.8

遮熱性 ③  2m 2.0 0.5 2.0 4.0 0.5 4.0 5.5 1.0 5.5 5.5 1.5 5.5

舗装部 ④ 20m 0.5 0.5 0.5 1.5 0.5 1.5 2.0 1.0 2.0 3.5 1.0 3.5

⑤ 40m 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.5 1.0 0.5 1.0 2.0 0.5 2.0

平 均 － － 0.8 － － 2.0 － － 2.8 － － 3.7

測　点 わだち掘れ増加量(mm)

(停止線より) 施工10ヶ月後 施工15ヶ月後 施工21ヶ月後 施工26ヶ月後
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ネプラス工法（側溝上部改修工法）の開発 

 

高橋土建株式会社 専務取締役  高橋 和義 

 

１ 開発の背景及び契機 

   従来の側溝改修工事では、古い側溝をすべて取り除き新しいものと入れ替えていたが、その殆どが

側溝上の破損のみで、下部についてはまだ使える状態であった。側溝布設替工事は、周囲を大きく掘

削するため、構造物が隣接するような箇所では掘削による影響が危惧されることが多く、また、歩行

者を始め通行する車両等に対しても交通規制の関係から影響を与えることが多かった。 

   本技術は、まだ使える部分はそのまま使い、かつ短時間に施工できる方法を開発したものである。 

２ 技術の内容 

   破損した側溝上部を専用の側溝横面切断機により切断撤去し、改修用製品を設置する。改修用製品

には４点の既存部との接続を兼用した高さ調整ボルトを備えており、施工性にも優れている。既存側

溝と改修用製品との隙間に流動性の優れた間詰コンクリートを充填し接続部の一体化を図る。速硬性

の間詰コンクリートを使用することにより即日交通開放も可能になる。ネプラス工法では掘削作業の

必要もなく、コンクリート廃材も大幅に削減することができる技術である。 

 

 図－１ ネプラス工法施工手順 

３ 技術の効果 

   従来の側溝布設替工事では１０ｍ当りの施工で４～５日の工事期間を要していたのに対し、ネプラ

ス工法では１日で工事を完了することが可能になるほか、周囲の掘削を必要としないため構造物が接

近した場所でも容易に施工することができ、高さ調整機能を備えた製品を使用するため誰もが一定の

品質で施工することが可能になる。 

４ おわりに 

   ネプラス工法の開発によって、これまで施工困難だった箇所での施工が容易になった。特に工期短

縮による影響は大きく、営業店舗前での工事や交通規制期間の短縮等に特に威力を発揮した。この事

から当技術では直接的コストだけではなく社会的損失削減に大きく貢献できるものと考えられる。 
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重交通などに対応した路面維持工法 ST リペアコート 
 

世紀東急工業株式会社 技術部 片山潤之介 
 

１ はじめに 

 アスファルト舗装の設計期間は、一般的に 10 年とされており、大規模な打換えをするまでの間は、

ひび割れやわだち掘れなどある管理水準を下回った場合、多くは切削オーバーレイで路面の性能を回

復している。道路管理者にとって維持管理に潤沢な予算がない、昨今の厳しい財政の中、切削オーバ

ーレイよりも安価な維持工法が望まれている。この対策として薄層オーバーレイや表面処理を行うこ

ともあるが、これらの工法は耐久性に劣ることがあり、更なる耐久性が高いかつ安価な工法が期待さ

れている。当社では、安価な工法として路上表層再生機を使用した路面維持工法である ST リペアコ

ートを開発した。従来まで ST リペアコートは、軽交通路線を対象とした工法であったが、今回、こ

の工法を重交通路面対応や表面をポーラスタイプにするなどバリエーションを増やしたものを開発し

たので報告する。 

 

２ 路面維持工法 

維持工法は、主に表層に起因する損傷を回復することを目的とした機能的な対策工法である。アス

ファルト舗装の維持工法には、パッチングやマイクロサーフェシング等がある。ST リペアコートは

チップシールやマイクロサーフェシングと同様に表面処理の範疇に属する工法である。従って、既設

舗装の基層以下の損傷を回復する構造的な対策とは異なる。本工法は、主に路面の機能を回復するこ

とを目的とする予防的維持として用いる工法である。 

 

３ ST リペアコート 

３．１ 概要 

ST リペアコートが路面を再生するイメージを図－１に示す。ST リペアコートはアスファルト舗装

における安価なリペーブ方式の維持工法として、舗装表面をロードヒータ車を用いて加熱し、スプリ

ングタインで約 2cm 掻きほぐす。掻きほぐした路面に新規のアスファルト混合物を 2cm 程度敷きな

らし、転圧することで舗装表面の性状を改善するものである。 

 
図－１ イメージ図 
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３．２ 特徴 

 ST リペアコートの特長を以下に示す。 

 ・現位置で施工できる 

 ・切削しないため廃棄物が発生せず、資源を有効利用できる 

 ・切削オーバーレイと比較して低コストで表面性状を回復できる 

 ・ひび割れ箇所では、クラック発生遅延効果が期待できる 

 ・掻きほぐし面と新規混合物は、ホットな状態で締め固めするため乳剤が不要である 

 

３．３ 混合物 

 ST リペアコートは、使用目的により混合物の種別および使用するバインダを選定している。 

混合物種別、使用バインダを表－１、目標とする粒度範囲を表－２に示す。 

 

表－１ 最大粒径およびバインダ 

使用目的 混合物種別 バインダ 備考 

軽交通用 SMA（5） 改質Ⅱ型 交通量区分 N5 まで 

耐摩耗性 細粒（5） 薄層用改質Ⅱ型 主に北海道で適用 

重交通用 密粒（13） 改質Ⅱ型 特殊添加剤散布 

ポーラスタイプ ポーラス（13） 高粘度改質 H 型 特殊添加剤散布 

 

表－２ 粒度範囲 

ふるい目 SMA（5） 細粒（5） 重交通用 ポーラスタイプ 

13.2mm 100 100 95～100 90～100 

4.75mm 85～100 90～100 55～70 11～35 

2.36mm 35～55 50～80 35～50 10～20 

0.6mm 25～40 － 18～30 － 

0.3mm 15～30 15～35 10～21 － 

0.15mm 7～14 － 6～16 － 

0.075mm 5～12 3～12 4～8 3～7 

 

３．４ 施工 

ST リペアコートは表面処理の範疇に属する工法であるため、過度のひび割れおよびわだち掘れが

生じている路面には、適用できない。ひび割れ率 40％、わだち掘れ深さ 30mm 以下を目安とする。

また、極端な曲線部がある場合には施工できない。以下に ST リペアコートの施工について示す。 

３．４．１ 機械編成 

 図－２に ST リペアコートの機械編成を示す。路面ヒータは、路上表層再生工法のヒータ車を改
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造し、掻きほぐし装置であるスプリングタインを機械後方に装備している。その他の舗設機械および

転圧機械は、通常のアスファルト舗装の機械と同一である。ヒータ車から転圧機械までの機械編成延

長は約 50ｍ程度になる。 

 

 
図－２ ST リペアコートの機械編成 

 

３．４．２ 路面加熱 

既設路面を熱風循環加熱式ヒータ車を用いて掻きほぐしできる程度に十分に加熱する。既設路面と

新規混合物の噛み合わせをよくするために、加熱した路面を約 2cm 掻きほぐす。幅員は 2.5～4.0ｍま

での１車線分を加熱および掻きほぐしすることが可能である。 

 

３．４．３ 敷均し、転圧 

 敷きならしおよび転圧は、通常のアスファルト舗装の舗設機械と同様のものを使用する。すなわち

敷きならしはアスファルトフィニッシャ、初期転圧はマカダムローラ、二次転圧はタイヤローラを用

いる。新規混合物は、通常のダンプトラックで搬入するが ST リペアコートは薄層舗装（厚さ約 2ｃ

ｍ）のため温度低下が懸念されるので、ポーラスタイプや外気温が低い時の場合はシートを２重にす

るなどの対策が必要である。混合物の温度が低下しないように敷きならし、転圧は速やかに行う。 

 

４ 重交通などへの適用 

 本工法は、大型車交通量の比較的少ない生活道路など軽交通路路線を対象としたものであったが、

重交通タイプやポーラスタイプと適用範囲を拡大した。 

 いずれのタイプにおいても、掻きほぐした面と新規面との付着が問題となることから、室内検討で

掻きほぐした面と新規面の付着を強めるために特殊な添加剤を選定した。 

 

４．１ 重交通対応 

 重交通路線にも適用できるように、最大粒径を 13mm とし、バインダを改質Ⅱ型、掻きほぐした面

と新規混合物の付着をよくするために舗設直前に特殊添加剤を所定量散布する。 

 

４．２ ポーラスタイプ 

 既設路面を密粒舗装から排水性舗装にするものをポーラスタイプとする。既設路面掻きほぐし深さ

は約 2cm、新規混合物は約 2cm 敷きならす構造である。 
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使用した混合物は、通常のポーラス舗装に用いているものを使用したが、掻きほぐした面と新規混

合物の付着をよくするために舗設直前に特殊な添加剤を所定量散布する。 

 

５ 路面性状調査 

 重交通タイプおよびポーラスタイプを施工した箇所について、路面性状測定を行った。 

図－３に重交通タイプおよび図－４にポーラスタイプの測定結果を示す。 

 

図－３ 重交通タイプの路面性状結果      図－４ ポーラスタイプの路面性状結果 

 

 重交通タイプ、ポーラスタイプのいずれの路面性状は、施工前と比較して回復していることを確認

した。このほかの路面性状として加速度を用いた普通

乗用車の乗り心地の指数である IRI(International 

Roughness Index)を測定したが、施工後は改善されて

いることを確認した。ポーラスタイプに関して、降雨

時に施工箇所の路面を目視観察した結果、良好に排水

していることを確認した。また、図－５に示すように

簡易路面騒音測定車によるタイヤ／路面騒音測定をし

た結果、3ｄB（A）以上の騒音低減効果があった。    図－５ タイヤ／路面騒音測定結果 

施工後、半年経過後の路面性状は特に問題は無かった。今後、追跡調査を継続していく予定である。 

 

６ おわりに 

 厳しい限られた財政の中、より安価な維持工法が望まれている。ST リペアコートは、資源を有効

活用した安価（4cm 切削 OL 比較で約 15％安価）な路面維持工法である。本工法は、傷んだアスファル

ト舗装表面をリフレッシュし路面の性能を回復し、予防的維持として延命化が期待できる工法である。

今回、重交通対応やポーラスタイプの路面維持工法を開発した。今後、道路管理者に広くアピールし、

施工実績を増やしていきたい。 

参考文献 

 1)ST リペアコート技術資料 

 2)ST リペアコート 建設技術報告会 2013 
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ＦＲＰ防護板を用いた橋梁の防食技術 

宮地エンジニアリング 山下 修平・久保 圭吾 

琉球大学 下里 哲弘・有住 康則・矢吹 哲哉 

 

１．まえがき 

 鋼橋における耐久性損失の主な要因の一つは「鋼材の腐食」である．そのため，鋼材を腐食から守

る防食技術の発展がライフサイクルコストの縮減に大きく寄与するものと考えられる．また，鋼橋に

おける腐食部位に着目した場合，鋼桁間の腐食が進行しやすいことが知られている．これは，腐食促

進因子が鋼桁表面に付着した場合，鋼桁間においては雨水による洗浄効果が乏しいことが原因の一つ

であると考えられている．この課題に対して筆者らは，鋼桁間に FRP 製の防護板を敷設することで腐

食促進因子の鋼桁間への侵入を遮断する技術を提案している． 

また，提案している FRP 防護板は，FRP パネルの敷設範囲において自由に歩行が可能となるという

利点も有している．そのため，通常の上部工検査路と比較して広範囲にわたって近接的な点検を実施

することが可能となり，維持管理性能の向上にも寄与することが期待できる． 

本稿では，鋼桁間に FRP 防護板を設置した橋梁における，鋼桁間の環境調査の報告及び今後の展望

について述べる． 

 

 

 

２．FRP 防護板の構造 

 FRP の強化繊維には，ガラス繊維・アラミド繊維・炭素繊維などがある．FRP 防護板の材料には，物

性値や材料コストの観点から強化繊維にガラス繊維を用いた GFRP(Glass Fiber Reinforced Plastic)

材を採用している．GFRP の材料特性を表-1 に示す．GFRP は軟鋼と比較して比重が 1/3 程度と軽く，

腐食耐久性に優れているという特徴を有している．また，アルミニウムと比較しても軽量で高強度の

材料であるという事が言える． 

FRP 防護板を構成するパネルは，引き抜き成形法により成形された材料を使用しており，FRP 合成床

版のパネルとしても広く活用されているものである．FRP パネル同士は接着剤とステンレス製のリベ

ットで接合している．また，FRP 防護板と鋼桁との接合は，主桁の下フランジにスタッドを溶殖し設

置する構造としており,接合部からの飛来塩分の流入を防止するため,下フランジと FRP 防護板間には

シールスポンジを敷設している． 

図-1 FRP 防護板のコンセプト 
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３．鋼桁間の環境調査 

３．１モニタリングテストの概要  

３．１．１ 調査橋梁概要 

 FRP 防護板を採用した橋梁は，沖縄県中部に位置する国頭郡恩納村に新設された「沖縄科学技術大

学院大学」キャンパス内に位置している．架橋地点は海岸線より約 700mの丘陵地帯に位置しており，

桁下から飛来塩分の進入を受けやすい環境と言える．構造形式は橋長 67.4mの単純 2主鋼床版箱桁橋

であり，塗装仕様は外面：C-5 系・内面：D-5 系である．本橋は平成 22 年 10 月に架設されており，FRP

防護板も橋梁新設時に敷設された。 

３．１．２ 調査項目 

 モニタリングテストでは，①温湿度データーロガーを用いた温湿度調査②ドライガーゼ法(JIS Z 

2382)による飛来塩分量の計測③ワッペン式曝露試験による腐食環境調査を実施した． 

 温湿度調査においては，温湿度データーロガーを用いて毎月の温湿度を調査した．使用した温湿度

データーロガーの測定範囲は，温度が-30℃～80℃、湿度が 0％～100％である。測定精度は、温度が

±1℃で湿度が±3.5％である． 

飛来塩分量の計測は JIS Z 2382に準じてドライガーゼ法により行い，毎月の飛来塩分量を計測した． 

ワッペン式暴露試験においては，50×2×50 の耐候性鋼材

（JIS G 3114）の小型試験片を既設橋梁に設置し，毎月の錆厚

を計測しながら腐食状態を観察した． 

これらの機器は，FRP 防護板で塞がれた鋼桁間において，端

部より 0m、10m、30mの位置に設置した．また，箱桁内・外にも

機器を設置し，FRP 防護板における環境改善効果を検証した．

これらの機器の設置個所および設置状況を図-3 に示す． 

モニタリングテストは，2011年 4 月～2012 年 9 月の約 1年間

実施した．なお，測定期間中においては，大型の台風が数回架

橋地点の近傍を通過している． 

３．２モニタリングテストの結果  

３．２．１ 温湿度調査結果 

 図-4,5に温湿度の計測結果を示す．また，図-6には測定された温湿度から算出した毎月の濡れ時間

割合を示す． 

項目 単位 構造用鋼 アルミニウム ＧＦＲＰ

比重 ― 7.8 2.7 1.6～2.0

引張強さ MPa 400～510 150～470 250～550

引張弾性率 GPa 200～230 75 15～30

線膨張率

10

-5

/℃

1.2 2.3 1.1

熱伝導率 W/(m・K) 76 188 0.3

6
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40

6
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1

0
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1

0

6

Tリブ

図-3 環境状況測定箇所および測定状況 

表-1 材料特性の比較表 

図-2 FRP パネル断面 

写真-1 FRP パネル 
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コンクリート舗装上のオーバーレイ層に適用した 
    リフレクションクラックの発生を抑制する舗装 

 
大成ロテック株式会社 技術研究所 課長   ○紺野 路登 
大成ロテック株式会社 技術研究所 課長代理  水野 孝浩   
新潟国道事務所 新発田維持出張所 所長    高崎 洋一 

    

1 はじめに 

コンクリート舗装上のオーバーレイ層に発生するリフレクションクラックに関しては,これまでも

数多くの研究が報告されており,発生を抑制する種々の工法が実用化されている．しかしながら,交通

条件や気象条件によっては施工後比較的早期にリフレクションクラックが発生する場合がある. 

筆者らは，オーバーレイ層自体にたわみ性の高い混合物を適用することで,発生を抑制する効果が高

められると考え，応力緩和性や変形性に富む特殊改質アスファルトを用いたＳＭＡ混合物を開発した. 

平成 15 年に新潟県関川村の国道 113 号で開発したＳＭＡ混合物の試験施工を行い，リフレクション

クラックの発生抑制効果を検証してきた．その結果，供用開始後 10 年が経過した時点においても，開

発したＳＭＡ混合物はリフレクションクラックの発生を抑制する効果は持続しており，また供用状況

に関しても問題は見受けられないことを確認した． 

本稿では，開発したＳＭＡ混合物の性状を紹介するとともに，供用 10 年における「供用性に関する

追跡調査結果」および「リフレクションクラックの発生抑制効果の状況」ついて報告する． 

  

2 開発したＳＭＡ混合物の概要  

開発したＳＭＡ混合物（以下,特殊改質ＳＭＡ）は感温性や応力緩和性を大幅に改良した特殊改質ア 

スファルトを用いたものである．特殊改質アスファルトは一般的に改質材として用いられるＳＢＳ樹

脂のほか，特殊な添加剤を添加したポリマー改質アスファルトであり，以下の特長を有する． 

①感温性が低く, 低温域から常温域の幅広い温度領域で応力緩和性やたわみ性を有する. 

②流動変形に対する抵抗性を有する. 

③通常の改質アスファルトと同様な製造・施工が可能である. 

2.1 特殊改質アスファルトの性状 

特殊改質アスファルトのバインダ性状例を，ポリマー

改質アスファルトⅡ型（以下，改質Ⅱ型アス）を比較と

して表-1 に併記する．特殊改質アスファルトは, 低温域

における変形能力等の低下を抑えるために,感温性（PI）

を低下（針入度が大きく,軟化点が高い）させている. 

また，改質Ⅱ型アスと比較して低温伸度（4℃）が大き

く，フラース脆化点が低いなどの特長があり低温領域におけるたわみ性が優れている.  

 

表-1 バインダ性状例 
特殊改質
アスファルト

改質Ⅱ型アス

針入度（25℃） （1/10mm) 174 55
軟化点 (℃) 71.5 61.5
PI 5.96 1.57
伸度試験（4℃） (cm) 69 54
フラース脆化点 (℃) -28 -11
60℃粘度 (Pa・s) 8,620 1,480

試験項目
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2.2 特殊改質ＳＭＡの性状 

特殊改質ＳＭＡの性状として，静的曲げ試験, 曲げ疲労試験およびリフレクションクラック促進試

験（以下，クラック貫通試験）の結果を，ポリマー改質アスファルトⅡ型を用いたＳＭＡ混合物（以

下，改質Ⅱ型ＳＭＡ）と比較して示す．なお，試験に用いた混合物の骨材最大粒径は13mmである． 

2.2.1 静的曲げ試験結果 

静的曲げ試験条件を表-2に示し,静的曲げ試験の曲

げ強度結果を図-1，曲げひずみ結果を図-2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1より，特殊改質ＳＭＡの脆化温度は-10℃程度で改質Ⅱ型ＳＭＡの脆化温度5℃より15℃程度マ

イナス側へ移動していることが確認された．また,図-2の結果より，特殊改質ＳＭＡの破断ひずみは改

質Ⅱ型ＳＭＡと比較して2～5倍程度大きいことが確認された．このことから,特殊改質ＳＭＡは低温域

において高いたわみ性を有していることが確認された． 

2.2.2 曲げ疲労試験結果 

曲げ疲労試験（ひずみ制御：試験温度5℃,ひずみ700μ,周波数5Hz）を行った結果，特殊改質ＳＭＡ

の破壊回数は200,000回程度と，改質Ⅱ型ＳＭＡの破壊回数15,000回程度と比較して10倍以上大きくな

り，疲労抵抗性が高く，リフレクションクラックの発生抑制に効果的であることが確認された． 

2.2.3 クラック貫通試験結果 

クラック貫通試験は，旧建設省土木研究所が考案した試験法1)を参考に実施した．具体的には，写

真-1に示すように一定荷重の車輪をオーバーレイ混合物上で往復走行させ，オーバーレイ混合物の中

央部下面（スリットの直上）に発生したクラックが成長して貫通するまでの時間（クラック貫通時間）

を評価した．クラック貫通試験条件を表-3，試験結果を図-1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

図-1より,特殊改質ＳＭＡのクラック貫通時間は165分で改質Ⅱ型ＳＭＡの107分と比較して1.5倍程

オーバーレイ混合物 幅80×長さ300×厚さ20(mm)

試験温度 25℃

トラッキング速度 42回/分

荷重 110ｋｇ

ゴム板 30（JIS硬度）　　厚さ50mm

表-3 クラック貫通試験条件 

写真-1 クラック貫通試験状況

ゴム支床

コンクリート版

オーバーレイ混合物
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（t=3mｍ）
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図-1 静的曲げ試験結果（曲げ強度） 
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図-2 静的曲げ試験結果（曲げひずみ） 

載荷方法 ２点支持中央載荷

供試体寸法 50×50×300mm（スパン長200mm）

ひずみ速度 6.25×10
-3
（1/ｓ）

表-2 静的曲げ試験条件
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度長く，特殊改質ＳＭＡはリフレクションクラックの発

生を抑制する効果が高いことが確認された． 

 

3 試験施工 

3.1 概要 

平成15年8月に新潟県岩船郡関川村の一般国道113号で

関川舗装修繕工事の一部区間で試験施工を実施した. 試

験施工の断面および設計断面（一般部）を図-4に示す． 

当該舗装工事の設計断面（一般部）は,褥層（加熱型高

ゴム化アスファルト+砕石の3層構造）を厚さ3cmで施工し，

表層に改質Ⅱ型密粒混合物（13F）（以下，改質Ⅱ型密粒

（13F））を施工するものであった．その一部区間で特殊

改質ＳＭＡの試験施工を行った．試験施工で用いた混合

物のアスファルト量および骨材粒度を表-4に示す．  

3.2 施工 

試験施工は,施工の簡素化,工程の短縮を目

的として，マルチアスファルトペーバー（Ｍ

ＡＰ）による2層の同時施工とし，転圧には水

平振動ローラ（R2）および振動タイヤローラ

（GW750）を用いた．施工状況を写真-2に示す． 

 

4 追跡調査 

 供用開始後 10 年目となる平成 25 年 5 月に目視観察お

よび路面性状の追跡調査を実施し，「供用性に関する追跡

調査」および「リフレクションクラックの発生抑制効果

の状況」を確認した． 

4.2 供用性に関する追跡調査結果 

供用性に関する追跡調査結果を表-5に，目視観察結果を表-6に示す． 

 

 

 

 

 

表-5より,特殊改質ＳＭＡのクラック率は供用10年で0.9％と極めて小さく，リフレクションクラッ

クの発生頻度が小さいことが確認された．また，わだち掘れ量と平坦性は9.4mmと2.08mmで,設計断面

（褥層を適用した工区）の12.9mmと2.65mmと比べて同程度以下であり,供用性は問題ないと判断できる． 

写真-2 施工状況 

0 30 60 90 120 150 180

クラック貫通時間（分）

特殊改質
SMA

改質Ⅱ型
SMA

165(分)

107(分)

図-1 クラック貫通試験結果 

表-4 アスファルト量および骨材粒度

19mm 13.2 4.75 2.36 0.3 0.075

特殊改質
SMA（13） 6.0 100 97.6 39.6 27.2 13.3 8.7

改質Ⅱ型
SMA（5） 7.9 100 100 94.2 41.7 15.5 10.3

骨材合成粒度（重量％）
混合物の種類

アス量
(%)

表-5 供用性に関する追跡調査結果 

特殊改質
SMA（13）

改質Ⅱ型
SMA(5) 0.1 0.2 0.9 4.8 5.9 9.4 1.14 1.35 2.08

改質Ⅱ型
密粒(13F)

褥　層 2.8 12.4 18.1 5.0 9.5 12.9 1.14 1.77 2.65

クラック率（%） わだち掘れ量（mm）

供用6年供用2年 供用10年 供用2年 供用6年 供用10年
断　　面

供用6年

平坦性（mm）

供用10年供用2年

図-4 舗装断面 

試験施工の断面 設計断面（一般部）

既設コンクリート舗装

改質Ⅱ型SMA(5)　t=2cm
褥層

　t=3cm

特殊改質SMA（13）
t=4cm

改質Ⅱ型密粒(13F)
t=3cm
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表-6に示すように,設計断面（褥層を適用した工区）が供用後6ヶ月目には多数のリフレクションク

ラックが再発したのに対し，特殊改質ＳＭＡは供用4年で微小なクラックが一部で発生したものの，そ

の後のクラックの増加・成長の速度が遅いことが確認された． 

4.1 リフレクションクラックの発生抑制効果の状況 

 供用 10年の特殊改質ＳＭＡの路面状況を写真-3,設計断面の路面状況を写真-4に示す．設計断面（褥

層を適用した工区）は発生したリフレクションクラック箇所の部分補修が行われていた. 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 まとめ 

得られた知見を以下にまとめる． 

1）特殊改質ＳＭＡのクラック率は供用 10 年においても 0.9%と極めて小さく,リフレクションクラッ

クの発生抑制効果を持続していることが確認された． 

2）特殊改質ＳＭＡのわだち掘れ量と平坦性は設計断面（褥層を適用した工区）と比べて同程度以下で 

あり,供用性にも問題はないことが確認できた． 

3）供用 10 年で設計断面（褥層を適用した工区）は発生したリフレクションクラック箇所の部分補修 

が行われていたが,特殊改質ＳＭＡは良好な状況を維持していた. 

 

6 おわりに 

新潟県関川村における試験施工の供用 10 年における追跡調査の結果，特殊改質ＳＭＡのリフレクシ

ョンクラックの発生抑制効果の長期持続性と供用性にも問題がないことが確認された．今後はコンク

リート舗装上のオーバーレイ舗装への適用の他，積雪寒冷地のサーマルクラック抑制舗装としての適

用も図っていきたい．  

 

【参考文献】1）安崎ほか；「ひび割れ防止材の室内試験による評価」,第 17 回日本道路会議論文集,PP584～585, 

（社）日本道路協会,（昭和 62 年） 

表-6 目視観察結果 

供用6ヶ月 供用2年 供用4年 供用6年 供用10年

特殊改質
SMA（13）

改質Ⅱ型
SMA(5)

一部に微小な
クラック発生

クラックの
若干数増加

クラックの
増加・成長

改質Ⅱ型
密粒(13F)

褥　層
多数の

クラック発生
クラックの増加

クラックの増加・
亀甲状への成長

クラックの増加・
亀甲状への成長

クラック箇所の
部分補修

目視観察結果
断　面

変状なし

写真-3 供用 10 年状況（特殊改質ＳＭＡ） 写真-4 供用 10 年状況（設計断面）
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中島閘門 放水路水門 補修工事について 
 

     富山県富山土木センター 伊藤 彰規  

 

１ はじめに 

 

富岩運河は、富山駅北の富岩運河環水公園と富山港を結ぶ延長約５km の運河であり、そのほぼ中

間に上流と下流の水位差を調整する中島閘門があり、平成 10 年に「富岩運河水閘施設（中島閘門）」

として昭和の土木構造物では全国ではじめて国の重要文化財に指定されています。 

その一施設である放水路水門は、設置後

70 年以上が経過し老朽化が著しく、集中豪

雨時に迅速で必要な放流ができない状態と

なっていました。  

本稿では、これらに対応するための水門 

補修工事について報告します。 

 

２ 中島閘門 放水路水門について 

２．１ 建設当時の姿 

中島閘門放水路水門は、建設当初の昭和 10 年にはスライドゲートが

7 門設置されており、左岸側に電動機を１基設け、操作室内の操作盤

から操作可能でした。 

各水門は、電動機につながり回転するシャフトと歯車を介して接続

することで、連動して開閉操作できる仕組みとなっていました。 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

形   式 鋼製ｽﾗｲﾄﾞｹﾞｰﾄ 

数   量 7 門 

純 径 間 2.000ｍ 

扉   高 1.540ｍ 

設 計 水 深 1.530ｍ 

開閉装置形式 電動スピンドル式 

放水路水門 

(全 7 門) 

電動機 

写真−１ 運河上流側より望む（補修前） 

図−１ 正面図（下流側より）※建設当時 

写真−2 連結ｼｬﾌﾄ、歯車部 

中島閘門 

操作室 

ｼｬﾌﾄ 歯車 

写真−3 電動機、連結ｼｬﾌﾄ 

図−2 平面・断面図 

写真−4 建設当時の姿 
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２．２ 補修前の状況 及び 問題点 

老朽化で建設当時の開閉装置は機能せず全 7門中１門（中央部の No.3）のみ開閉操作可能な状態で、

集中豪雨時には至急現地へ駆けつけ人力で開閉ﾊﾝﾄﾞﾙを回す必要があり、放流可能な流量も 22.0m3/s

と 10 年確立の運河流入量 27.4 m3/s を下回り、ｹﾞﾘﾗ的な集中豪雨に対応できなくなっていました。 

また、老朽化が進み鋼材断面が欠損し、部材の取換えや補強が必要となっていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 補修工事について 

３．１ 目的 

①放流施設として構造上の安全性を確保する。 

 ②必要な放流量（洪水時）を確保する。  

③迅速な操作を行うため、水門操作の自動制御化をはかる。 

３．２ 制約 

 ①重要文化財として 

   建設当時の外観形状を極力変えない。 

    → 開閉装置は「スピンドル式」のまま変更しない。 

    → 扉体高（H=1.54m 天端高 EL+2.71m）を変更しない。 

    → 新設する多数の電力・通信ｹｰﾌﾞﾙ類を目立たせない。 

No.7 No.6 No.5 No.4 No.3 No.2 No.1 

操作可能 全開固定＋堰板 全開固定＋堰板 全閉固定 

写真−5 水門下流側より望む（開閉操作可能な水門は中央「No.3」、１門のみ） 

写真−6 下流側より扉体を近視 写真−7 側面より戸当りを近視 

(鋼材の断面欠損→取替必要)  （鋼材の断面欠損→取替必要） 

（常時越流） （手動） （常時越流） 

写真−8 門柱を近視 
（孔食が進行→補強必要） 
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 ②水位設定 

   運河緑地 親水スペースとして  

   ・遊歩道（EL3.00m）を冠水させない。→運河水位 EL 2.90ｍ未満 

   ・親水性を確保。→平常時水位 EL 2.40ｍ以上     

   船舶の運航等  

・水上ライン運行上の必要水深を確保。→運河水位 EL 2.40ｍ以上  

・利水者（沿岸の工場）の取水を確保。→運河水位 EL 1.90ｍ以上 

３．３ 工事の内容 

①非出水期に仮締め切りを行い、Ⅰ期施工にて右岸側の３門分、Ⅱ期施工にて残り４門分及を施工。 

②老朽化が著しい「扉体・戸当り・開閉装置・点検歩廊」を新規製作し取替。  

③補修可能な「門構躯体」は金属パテ等で孔食部を補修し塗装塗替。 

※ 鋼材の断面が欠損した「門柱」は両側に鋼板をあて挟み込んで補強。 

⑤水門操作を自動制御化。（水位計・操作盤・操作室を新設） 

  ※ 新設する多数の電力・通信ｹｰﾌﾞﾙは、点検歩廊に内蔵し目立たないよう配慮。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制限水位 
  

警戒水位 EL 2.90ｍ 

管理水位 

上限 EL 2.70ｍ 

下限 EL 2.40ｍ 

図−3 平面図 背面図（施工範囲） 

※青色：Ⅰ期施工、赤色：Ⅱ期施工  

写真−9 施工状況(全景) 写真−10 施工状況(門柱補修) 写真−11 施工状況(門柱補強) 

図−4 一般図（施工範囲） 

※青色：補修･補強、赤色：取替  

平面図 

背面図 
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３．４ 水門操作の自動制御化 

次のとおり「流入量」に応じた各水門の「開度パターン」を設定し、常時、水位に応じて自動制御

で「開度パターン」を選択し、運河水位を調整するようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ おわりに 

 中島閘門周辺においては遊歩道等の整備が進み、また富岩水上ラインの乗降場も設けられ、以前と

比べ賑わいをみせています。来年度には北陸新幹線の開業にあわせ水上ラインに新艇が就航するとの

ことであり、今後とも益々この中島閘門周辺が賑わっていくことを願い、またこれまでの関係者の方々

へ心より感謝申し上げ、一担当としての報告とさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

水門操作水位（自動操作） 

7 門全開 EL 2.90ｍ 

5 門全開 EL 2.75ｍ 

自動復帰 EL 2.70ｍ 

開操作開始 EL 2.55ｍ 

閉操作開始 EL 2.45ｍ 

写真−15 中島閘門及び 写真−14 水門補修工事完成後 

写真−12 操作設備（旧設備→新設備） 写真−13 開度パターン設定画面 

※建設当時は閘門と同じ操作盤で操作 

写真−16 富岩水上ﾗｲﾝ新艇 
(下流側より) 富岩水上ﾗｲﾝ「SOLA」 (H26 就航予定) 

－29－



空港エプロン舗装等における接着剤塗布型付着オーバレイ工法に 

適応させた接着剤塗布機械の開発について 

 

                          鹿島道路㈱生産技術本部技術部 ○伊藤清志 

                 鹿島道路㈱生産技術本部機械部  木下洋一 

                 鹿島道路㈱北陸支店技術試験所  冨澤 健  
 

1.はじめに 

空港の駐機スポットや港湾のエプロン舗装にはコンクリート舗装が一般的に用いられ，供用後に空

港では海上埋め立てや高盛土工に起因する不同沈下，港湾では地震や吸出し等による沈下が発生する

事例がある．この沈下に対する補修工法には既設コンクリート舗装版の取壊しを伴う打替工法と，既

設コンクリート舗装版の上面を切削後にコンクリートを打継ぐ付着オーバレイ工法がある．更に付着

オーバレイ工法にはウォータージェットを用いて既設エプロン表面に凹凸面を形成後にショットブラ

ストによる研掃を実施してからオーバレイコンクリートを打込む工法と，付着界面をショットブラス

トによる研掃処理後に打継用の接着剤を塗布してからオーバレイコンクリートを打込む工法(以下，接

着剤塗布型付着オーバレイ)があるが，国土技術政策総合研究所と民間 3 社による共同研究(平成 16

年～)1)において検証が行われ，何れの工法についても付着性の確保が確認され，空港舗装工事の技術

資料 2)にも二つの工法が併記されている．本稿では接着剤塗布型付着オーバレイ工法を大規模維持補

修工事に適用するために必要となる接着剤塗布システムの機械開発と試験施工結果について報告する． 

2.接着剤塗布型付着オーバレイ工法に用いる塗布機械の開発 

2.1 接着剤塗布システムの概要 

 接着剤塗布システムはエポキシ樹脂系接着剤(主剤＋硬化剤)をそれぞれ定量供給する「ポンプユニ

ット」と，供給された主剤，硬化剤を混合して路面に均一に塗布する「塗布ユニット」から構成され

る．接着剤塗布システムの施工時系統を図－1 に，塗布システムに要求された項目を以下に記す． 

・ 均一な塗布ができること(温度管理、混合比管理、塗布量の安定化など) 

・ 塗布面にダレやムラがないこと(ポンプ脈動防止、完全混合、閉塞回避など) 

・ 自動制御と連続施工が可能なこと(ポンプ耐久性、確実な機器制御など) 

2.2 耐久性のあるポンプユニットの製作 

2.2.1 ポンプの機種選定 

 ポンプの選定は，各メーカーのカタログ仕様から大規模補修を想定した施工能力(吐出能力)と耐久

性の観点より 2 台の定容積型フルストロークプランジャポンプを候補とし．更にこの 2 台のポンプの

耐久性の検証として，本工法用に専用に開発した接着剤を用いた 72 時間連続循環運転を行い，稼働時

のポンプの挙動観察と，終了後の分解点検による耐摩耗性の確認を行った．この検証の結果，候補と

した 1 台のポンプは構造的に負荷に耐えられず，またシリンダー内部のパッキンの摩耗・変形も認め

られたことから除外とし，適用可能な候補を 1 台に絞り込んだ．その後，この定容積型フルストロー

クプランジャポンプの改良品として同じ材質・機構で電子制御式可変ストロークエアレスダブルプラ

－30－



ンジャポンプが開発され，これをメインポ

ンプとして採用した．この電子制御可変式

の特徴は，定型の 2 個のプランジャポンプ

が電子制御により主剤と硬化剤が適切な配

合比となるように，個別に往復運動を行う

機構である．また，移送用ポンプにはダイ

ヤフラムポンプとエアレスシングルプラン

ジャポンプを併用とした．なお，ポンプユ

ニットに積載される材料には接着剤と共に

有機溶剤(エポキシシンナー)も含まれるの

で，防爆の観点から一連のポンプをすべて

エア式駆動とした． 

2.2.2 ポンプユニット構成と仕様 

ポンプユニットは、現場で調達(リース)した 4t

車に搭載できる様に鋼製枠(1.8m×1.8m×2.1m(高

さ))を 2 個連結させた中に組込んだ．各鋼製枠は

材料(接着剤)の加温･攪拌を行う一次タンク・二次

タンクと供給・循環を担う各ポンプで構成される

材料ブロックと，最終温度調整される三次タンク

と自走式塗布ユニットに材料(接着剤)を設定比率

で圧送供給するメインポンプで構成されるポンプ

ブロックに分かれている．材料ブロックは接着剤

の主剤・硬化剤の供給ドラム缶(一次タンク)に攪

拌加熱ドラム(二次タンク)への移送ポンプ(エア

レス･シングルプランジャポンプ），攪拌加熱ドラ

ム缶(二次タンク)は加熱装置(バンドヒータとビ

スコンヒータ)と攪拌装置(ピストン式エアアジテ

ータ），攪拌加熱ドラム缶(二次タンク)の循環や最

終温度調整タンク(三次タンク)への移送を行うポ

ンプ(ダイヤフラム式ポンプ)で構成されている．一方，自走式塗布ユニットに材料(接着剤)を圧送す

るメインポンプブロックは，保温用の温水が隔壁内を循環する構造をもつ最終温度調整タンク(三次タ

ンク)と保温用温水ポンプ(ダイヤフラムポンプ)，最終加熱を担うビスコンヒータと攪拌装置(ピスト

ン式エアアジテータ），更に電子制御式可変ストロークエアレスダブルプランジャポンプとシンナー洗

浄用ポンプで構成されている．動力は三相 200V と圧縮空気による稼働とし，各々は 2ｔ車に搭載させ

る計画とした．ポンプユニットの外観を写真－1 に，その仕様を表-1 に示す． 

2.3 材料(接着剤)供給ホースとミキサ・マニホールド 

 

図－1 接着剤塗布システムの施工時系統 

自走式塗布ユニット

 

写真－1 ポンプユニット 

表－1 ポンプユニット仕様 

 

項目 仕様 備考 
全長 (㎜) 3,600 

鋼製型枠 
全幅 (㎜) 1,800 
全高 (㎜) 2,200 
重量 (ｔ) 2 

ポンプ最大圧力 (Mpa) 35 － 
吐出流量 (ﾘｯﾄﾙ／分) 1.0～10.0 － 

タンク容量 (ﾘｯﾄﾙ) 
主剤 470 70?+200?+200? 
硬化剤 350 70?+150?+150? 

ヒータ容量 (kw) 13 (主剤・硬化剤)加熱用 
動力 (kw) 15 三相 200V 外部供給 

コンプレッサ (PS) 50 ドライコンプレッサー(外部供給) 
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ポンプユニット～塗布ユニット間は，主剤・硬化剤の送り側に電気ヒータを内蔵した加温ホース，

戻り側には熱放散の少ない保温ホースを採用した．また，この各々のホースは中間部に継手を設置し

た 15ｍのホースが 2 本連結して延長が 30ｍとなる仕様とした．これにより，現場施工において不慮の

部分損傷が発生に対して破損個所のあるホースだけの交換により対応が可能とした．  

2.4 塗布ユニットの構成と仕様 

塗布ユニットは「ポンプユニット」より供給さ

れた主剤・硬化剤を混合し，規定量を塗布するた

めの電動自走式ユニットである．外観を写真－2

に，その仕様を表－2 示す．塗布ユニットは最大

塗布幅 8.5m においても安定した稼働が出来るよ

うに車体剛性の検討を行い，設計・製作した．各

部位の構成は，前後移動のためのゴム製クローラ

を装備した車体と横行レール，そして横行する塗

布フードから構成され，この動力はポンプユニッ

トに電源を供給する発電機より三相 200V で受電

し，塗布ノズルやミキサ・マニホールドの作動用

は塗布ユニットに搭載した小型コンプレッサから

供給される圧縮空気を用いた．ポンプユニットか

ら接着剤(主剤・硬化剤)が供給される電気ヒータ

付き保温ホースが接続されるミキサ・マニホール

ドには，塗布と循環の切り替えバルブが設置され，

塗布停止時にノズルガンが閉まると同時に循環に

切り替わり，戻りの保温ホース(15m×2 本)を経由

して三次タンクに送られ，循環となる制御システム

とした．塗布時の接着剤の混合は，切り替えバルブ

を通った主剤・硬化剤をミキシングチャンバで一次

混合され，更に横行レールを往復移動する塗布フー

ドの動きに追随するようにスィングアームに添架し

た耐圧ホースを経由してからスタテック・ミキサ(12

エレメント×3)で二次混合され，全自動ガンに圧送

される．また，塗布施工の終了時には洗浄ポンプよ

り圧送された洗浄液(エポキシシンナー)を通過させ

ることで、混合された接着剤が経路内で固化しない

ように洗浄が出来る構造とした．塗布量の制御については，ノズル･チップの種類と設置される全自動

ガン先の塗布面までの高さ(スタンド・オフ)から決定される吹き幅(スプレー幅)と塗付形状から塗り

重ね幅を決定し，横行速度で塗布量が適正となるようにキャリブレーションを実施して設定値を決定

 
写真－2 塗布ユニット 

表－2 塗布ユニット仕様 

 

項目 仕様 備考 
全長 (㎜) 2,650 施工時 
全幅 (㎜) 3,000 最小施工幅 (最大 8,500) 
全高 (㎜) 2,430 － 
重量 (ｔ) 1.8 － 

走行モータ (kw) 1.5×２基 インバータ制御 
動力 (kw) 5 三相 200V 外部供給 

作業レール幅 (㎜) 
3,000 本体のみ 
4,500 本体＋750 ㎜×2 本装着 
8,500 本体＋(750＋2,000)×2 本装着 

コンプレッサ (kw) 0.4 電動式小型コンプレッサー(車載) 
ミストコレクタ (KW) 1.5 電動式小型吸引機(車載) 

 

 
写真－3 ノズル選定検証状況 
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した．なお，全自動ガンに装着するノズル・チップの種類選定とノズル・チップ先端から塗布面まで

の高さについては，塗布ユニット製作前に手作業において組合せの検証を行い，塗布ユニットの設計

に反映させた．ノズル・チップ選定検証状況を

写真－3 に示す． 

3.試験施工による確認 

 本施工を模擬した試験施工を自社機械センタ

ー構内において実施した．試験施工は既設エプ

ロンを模擬したコンクリート舗装版(t=150mm)

を構築し，切削機を用いて表面を切削(t=10mm)

した後にショットブラストによる研掃を実施し

た箇所と，研掃のみを実施した二工区を設定し，

接着剤塗布システムによる塗布面の仕上がりの

確認を行った．塗布状況を写真－4 に，試験結

果を表－3 に示す．接着剤塗布面は，ダレやム

ラのない均一な塗布面を形成し，塗布量のバラ

ツキが非常に小さいものであり，本接着剤塗布

システムが十分な塗布性能を有していることが

確認された．  

4.まとめ 

 本報告では，大規模補修工事において接着剤塗布型付着オーバレイの適用を想定し，専用に開発し

た接着剤(機械塗布用高耐久型エポキシ系接着剤)を塗布する機械の開発経緯と仕様，ならびに試験施

工の結果について報告した．この接着剤塗布システムを用いた付着オーバレイ工法は，昨年度の秋季

～冬季に至る寒中施工と，本年度の夏季における暑中施工の環境下において施工を行い，付着の確保

に必要とされる最適な塗布量を均一に且つ誤差なく実施できた．特に寒中施工では低温環境における

エポキシ樹脂の粘度増大により人力による塗布は困難となるが，塗布システムの適切な温度制御と塗

布性能により品質の確保が図れたことを確認した．また各々の施工条件・環境で生じた課題に対する

改良・改善を行い，現在も保守管理の改良や省力化となる改造の検討を引き続き進めている。今後は

これらの利点(コスト縮減と品質向上)を生かし，空港や港湾におけるエプロン舗装の大規模修繕など

で実績を積み、更に機構の改良･改善を行い，品質向上と合理化に努めたい.最後に，今回の機械開発，

製作，試験施工ならびに本施工において，ご指導をいただきました関係各位に厚く御礼申し上げます。 

参考文献：1）国土交通省国土技術政策総合研究所：空港コンクリート舗装の薄層付着オーバーレイに関す 

る研究，国総研研究報告 30 号，2006 年 9 月. 

2）財団法人港湾空港建設技術サービスセンター：空港舗装工事必携マニュアル，2011 年 3 月 26 

日，pp319 

3）児玉孝喜，加形護，岡本達也，紀本一郎，柿崎勉，福手勤：エポキシ樹脂の機械塗布による 

付着オーバレイ工法の実用化に関する研究，土木学会論文集 FVol.65 No.4，501-515，2009.11 

 

写真－4 試験施工における塗布状況 

表－3 試験施工における塗布量 

工区 目標塗布量

(kg/m2) 

平均塗布量

(kg/m2) 

標準偏差 

平滑面 0.87 0.92 0.044 

切削面 1.13 1.12 0.038 

※検査版(0.3m×0.3m)は各工区毎に 30 枚使用 
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伸縮式ストラット工法の開発について 
 

あおみ建設株式会社土木本部技術開発部部長 吉原 到 
 

１ はじめに 

 国土交通省は H18 に「耐震強化岸壁緊急整備プログラム」を策定し、整備を進めているが、限られた

社会資本整備予算の中で、東北の復興工事とともに既設構造物の延命化や耐震補強へ対応しなければな

らない状況である。民間企業が所有する専用岸壁においても、高度経済成長時に建設された施設が更新

時期を迎えたものの代替施設がないため、岸壁を供用しながらかつ低コストで延命したいというニーズ

がある。 

 このような社会情勢を受けて、低コストで、かつ現在の物流機能を低下させることなく、すなわち岸

壁を供用しながら耐震補強できる「伸縮式ストラット工法」を開発したので、報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 開発背景と開発方針 

 従来から行われている耐震補強工法として、例えば背面地盤および基礎地盤の地盤改良工法がある。

しかしながら、地盤改良工法は改良対象範囲が比較的大きくなることが多く、岸壁背面の利用状況によ

っては構造物の移設が必要、仮設工が大掛かりになるなど、様々な課題が考えられ、岸壁を供用しつつ

関係者間を調整しながら補強工事を進めることは困難であることが多い。また、鋼管杭そのものを補修・

補強する工法として、鋼板溶接や RC 被覆工法なども従来から行われているが、水中作業が多いために、

工程が長くなること、またそれは施工費の上昇要因でもあった。 

 このような状況の中、耐震補強や延命化工事では、①桟橋を供用しながらの施工、②工程短縮、③安

価な施工、という３つのニーズがある。このニーズに対応できる方法として、桟橋上部工に手を加えず

に杭のみ補強する方法で、かつその補強方法が簡便であるものが良いと考えた。 

 杭構造を補強する工法として、杭と杭を補強部材で連結する格点式ストラット工法がある。これは構

造物の新設時を想定した工法であり、既設構造物に適用するためには上部工の撤去等の対策が必要で、

供用しながらの施工というニーズに対応するのは困難であった。 

図－１ 伸縮式ストラット工法による耐震補強イメージ 
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 そこで、格点式ストラット工法を基本に、上部工に手を付けずに補強部材を簡便に追加設置できる方

法および構造とし、その補強部材の構造はシンプルに、かつ単一寸法の部材での製作（部材のユニット

化）を行うことで、上記 3 つのニーズに対応できる工法とすべく、開発を行うこととした。 

３ 伸縮式ストラット工法の概要 

３．１ ストラット部材の分割・結合方法の選定 

上部工を撤去せずに鋼管杭に補強部材を追加する構造として、部材を分割して現場で結合する４案を

抽出し、比較検討を行った。比較表を表－１に示す。 

表－１ ストラット部材の分割・結合方法の比較選定表 

・溶接接合は水中溶接が必要であり、他の工法と比較して簡便とはいえないが、構造はシンプル。 

・フランジ加工およびネジ加工は、高い工作精度が要求されるため、製作コストが高額になる。 

・ボルト接合と溶接接合は部材長を調整できないので、製作前に精緻な杭間計測を実施し、設置個所

ごとに部材長が異なる部材を製作する必要がある。（ユニット化は不可能） 

・ボルト接合とメカニカル接合は部材を取り付けるのみであり、簡便な取り付けが可能で工程的にも

優位である 

・モルタル接合案もモルタルの充填があるものの簡便な取り付け

が可能である。また、工程的も養生期間が追加されるが、その

影響は少ない 

既設杭の杭間の変動に対して部材長を調整しやすいこと（部材の

ユニット化が可能）、製作費、部材設置の施工性を指標に総合的に判

断して、伸縮モルタル接合を採用した。以下、伸縮式ストラット部

材の特徴について、説明する。 

３．２ ストラット部材の伸縮構造と既設構造物への取り付け方法 

 図－２に示すように、ストラット部材を径の異なる 2 種類の鋼管

を組み合わせて入れ子状にし、そのラップ長によりストラット部材

全長を調整できる構造とした。部材格納時は、既設杭間より短くな

名 称 ①ボルト接合 ②溶接接合 ③伸縮メカニカル接合 ④伸縮モルタル接合 

構造案 
    

簡便な取付 

(設置工程) 
◎ △ ◎ ◎ 

構造がシンプル 

(部材製作費) 
△ ◎ △ ○ 

ユニット化 

(部材長調整) 
△ △ ◎ ◎ 

総合評価 △ △ ○ ◎ 

     

図－２ ストラット部材の 

伸縮イメージ 

格納時

伸長時

鋼管杭

鞘管部

ｽﾄﾗｯﾄ部

ﾗｯﾌﾟ長

ﾗｯﾌﾟ長
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側面図 上面図

鋼管杭が傾斜

A A

B B

A-A B-B

クリアランス

図－４ 鋼管杭が傾斜した場合の鞘管部の取り合い

るように調整されており、ストラット部材を伸長させる（ラップ長を短くする）ことで部材全長が長く

なるため、既設杭間にあとから部材を追加することが可能となった。（図－３参照） 

３．３ 既設杭への取り付け構造 

 ストラット部材の既設杭への取付構造は、鋼管

を縦に２分割した半円状の鞘管部材をフランジ結

合する構造とした。半円状の鞘管部材を対にして

ボルト結合することで鞘管部が一体化し、既設杭

に鞘管を後付けすることができる。その後、鞘管

と既設鋼管杭とのクリアランスにモルタルを注入

し、杭とストラット部材を剛結する。 

 なお、既設鋼管杭は杭芯のずれや傾斜が懸念されるが、鞘管の径を鋼管杭径+200mm とし、図－４に

示すように、鞘管のクリアランス内で杭の傾斜を吸収できる構造とした。 

３．４ ストラット部材伸縮部の剛結方法 

ストラット部材は、最短に格納された部材を取

り付け箇所まで運搬し、そこで部材を伸長し、所

定の長さに調整する。その後、ストラット部材を

構成する外筒管と内筒管がラップする範囲にモル

タルを充填して、径の異なるストラット部材を剛

結する。ストラット部材伸縮部の構造を図－５に

示す。なお、モルタルの付着力を向上させるため

のシアキーや、モルタル充填時のエア抜き孔の設

置など、現場条件に合わせて、様々な対応が可能である。 

３．５ シール材の新規開発 

モルタル充填部の両端に設置するシール材は、モルタルの充填内圧でより密着性を高めるリップ型構

造であるが、部材伸長時にはシール材の密着性が引き抜き抵抗となると施工性が低下するので、これら

を両立させるために固さの異なるゴムを組み合わせたリップ型シール材を新規開発した。このシール材

により、①部材伸縮作業に対する低摩擦性と、②グラウト漏洩に対する高密着性という、相反する性能

も満足し、本工法の施工性を確保する。 

図－３ ストラット部材の既設桟橋への取り付け手順 

図－５ 伸縮部の構造 
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４ 施工方法 

４．１ 施工フロー 

 図－６に施工フローを示す。各作業は、大まかに、部材の製

作、準備工、部材組立・設置、モルタル注入工に分けられる。 

図－７に各施工段階の施工イメージを示し、各ステップにおけ

る作業を紹介する。 

４．２ ストラット部材製作(STEP1) 

 既設杭間の施工誤差による変動を吸収できるラップ長を設定

し、伸縮式ストラット部材を製作する。ラップ長によりストラ

ット部材全長を調整できるので、単一寸法の部材を製作するだ

けで施工が可能となる（部材のユニット化）。また、ストラット

部材の重量に対応した鋼製フロータを製作する。 

４．３ 準備工(STEP2) 

 ストラット部材が設置される範囲の鋼管杭表面に対し、モル

タルの付着性を確保するために、カキ殻落し・ケレン等を行い、

円周方向にシアキーを水中溶接する。 

 ストラット部材設置位置に仮受け用ブラケットを取付け、上

部工下面に部材吊替え用の吊環を設置する。 

４．４ ストラット部材組立・設置(STEP3～5) 

 フロータを取付けたストラット部材を吊降ろし、曳航して設

置する杭間に引き込む。潜水士がストラット部材を上部工下面

に取り付けた吊環に吊替えて、フロータを撤去する。部材を伸

長したら、隣接するストラット部材を固定する。杭１列分の部

材が連結できたら、仮受け用ブラケットまで吊降ろして設置完

了とする。 

４．５ モルタル注入工(STEP6) 

 伸縮部ならびに鞘管部に、モルタルを注入する。伸縮部下面

からモルタル注入し､伸縮部上面に設置した全てのエア抜き孔

からのモルタル漏出を確認し、充填完了とする。 

５．おわりに 

 既設の桟橋の耐震補強や延命化を行うに当たり、本工法を採用することで、桟橋を供用しながら短期

間にかつ安価な施工を実現できる。今後は、実工事での施工経験をフィードバックし、さらなる工程短

縮やコストダウンに努めていきたい。 

謝辞：シール材の開発に当たっては、西武ポリマ化成株式会社様の多大なるご協力があり実現いたしま

した。ここに、感謝の意を表します。 

参考文献：(財)沿岸開発技術研究センター：格点式ストラット工法技術マニュアル，平成 12 年 9 月 

図－６ 施工フロー 

図－７ 施工イメージ 
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コンクリート単位水量測定器の改良開発について（W/C ミータ MT-400） 
 

（一社）北陸地域づくり協会 技術部 事業調査室 参事  ○市村 浩二 

 

１ はじめに 

 近年、コンクリート構造物の早期劣化や生コンクリートへの加水等が社会問題となり、現在では国

直轄工事や県工事で、構造物の品質確保のため、工事現場での単位水量測定等が義務付けられている。 

コンクリート単位水量測定器 W/C ミータは、官民の共同開発により「減圧式加熱乾燥法」で正確か

つ迅速にコンクリート中の水分量を測定し、単位水量、水セメント比、強度を推定できる測定器であ

る。生コンクリートから採取したモルタル試料を測定器内の乾燥室にセットし、タッチパネルでデー

タを入力、「全自動乾燥計量演算方式」により個人差による測定誤差をなくし、改ざんを防止、かつ測

定精度の高い測定・検査機器として優れた特徴を有している。 

平成 12 年度に三者（北陸地方整備局、日本道路公団北陸支社（当時）、社団法人北陸建設弘済会（当

時））で MT-200 を共同開発し実用化、その後、測定器の軽量化、測定時間短縮等の改良を加え、平成

19 年に MT-300 を完成し構造物の品質確保に寄与してきた。 

その後も利用者の声やアンケート結果を受けて改良検討を続け、この度、従来機器の精度と機能を

継承しつつ、軽量化･短時間測定及びコスト縮減のため、「加熱乾燥法」へ測定方法を変更し、新たに

電圧表示機能や延長乾燥機能等の新機能を備えた新型改良器 MT-400 が完成した。表-1 は主な開発経

緯と年表、写真-1は MT-200からのミータシリーズ、写真-2は MT-400の各部名称を示したものである。 

 本報告では、MT-300 から改良開発した内容と新型改良器 MT-400 の概要と特徴について報告する。 

                 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
写真－2 MT-400 各部名称 

写真－1 ミータシリーズ 
（左から MT-200、MT-300、MT-400） 

表-1 主な開発経緯と年表 

年(西暦） 月 内　　容
平成 5年(1993年)) 12月 北陸地方建設局『検査技術検討委員会』を設置し「水セメント比測定器」の開発決定
平成 7年(1995年) 9月 試作器の完成【MT-100】
平成 9年(1997年) 6月 試験フィールド、パイロット事業等で現場試験実施
平成12年(2000年) 2月 土木学会『土木コンクリート構造物耐久性検討委員会』水分量試験方法の開発を提言
平成12年(2000年) 8月 北陸地方整備局、日本道路公団、北陸建設弘済会の三者で共同開発【MT-200】完成
平成15年(2003年) 1月 北陸地方整備局　重要構造物の単位水量測定の義務化
平成17年(2005年) 12月 新潟県土木部　単位水量測定にミータ使用を指定
平成19年(2007年) 3月 【MT-300】完成
平成26年(2014年)　 3月 【MT-400】完成
平成26年(2014年) ７月 【MT-400】普及開始
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２ 新型改良器 MT-400 の概要と特徴 

２．１ 開発目標と改良内容及び効果 

MT-400 の開発目標は、MT-300 の課題を踏まえ①コスト縮減（価格低減）②機器重量削減③試験時間

の短縮、そして④新機能追加を挙げた。表-2 は測定器を構成するユニット毎の改良内容と目標達成へ

の効果を整理したものである。また、表-3 はミータシリーズの各種項目比較と MT-400 の MT-300 から

の改良効果を示したものである。開発目標に対する成果を整理すると以下のとおりである。 

①コスト縮減：乾燥方式の変更により真空ポンプの削除、機器構造の簡易化による部品点数の削減、

組込み機器の見直し、外形寸法の小型化等によりコスト縮減を実現した。MT-300 と比較し約 27％、

37 万円削減することができた。 

②機器重量削減：真空ポンプ削減による省スペース化、機器の小型化等により機器重量を現場で一

人での持ち運びが容易な重量 20kg を実現した。MT-300 と比較し約 26％、7kg 軽量化できた。 

③試験時間の短縮：試料重量の削減、試料皿形状の見直し、ﾋｰﾀｰﾌﾟﾚｰﾄ駆動方式の変更等により試験

時間(土木配合 6 分、建築配合 8 分)を実現した。MT-300 と比較し約 40%、4～5 分短縮できた。 

④新機能追加：利用者ニーズを踏まえ、新たに電圧表示機能、延長乾燥機能、冷却ファン機能等を

追加、また機器のメンテナンスを考慮しタッチパネルバッテリー交換が不要となるよう改良した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 測定器構成のユニット毎の改良内容と効果 

表-3 ミータシリーズの各種項目比較と MT-300 からの改良効果 

 改良目的 ＭＴ-200 ＭＴ-300 ＭＴ-400 MT-300からの改良効果

測定原理 測定法 減圧加熱乾燥法 減圧加熱乾燥法 加熱乾燥法 加熱乾燥法

外形寸法 小型化 Ｗ380×Ｈ625×Ｌ380mm Ｗ330×Ｈ500×Ｌ330mm Ｗ280×Ｈ370×Ｌ280mm 体積比で約1/2削減

測定試料重量 縮減化 400g±30g 300g±30g 115g±15g -185g

土木　13分 土木　10分 土木　6分 4分短縮

建築　18分 建築　13分 建築　8分 5分短縮

測定器の重量 軽量化 37.5kg 27kg 20kg 7kg軽量

フロッピー削除

最新50回のデータを
内部保存

測定時間 時間短縮

データ記録 データ処理 フロッピーで記録保存

   販売価格
(税抜）

10回増加

コスト縮減 1,495,000 1,350,000 980,000 370,000安価

最新60回のデータを
内部保存

①コスト縮減 ②機器重量削減 ③試験時間の短縮 ④新機能追加

ウエブタ部
・蒸気を取り除くﾌｧﾝ設置
・真空ﾎﾟﾝﾌﾟ継手やﾁｭｰﾌﾞ削除

○部品削除 ○部品削除 － ○水蒸気排出用ﾌｧﾝ設置

ﾋｰﾀｰ駆動部
・試料皿を変更し小型化
・駆動方式を変更

○試料皿の小型化 ○試料皿の小型化 ○駆動方式の変更 －

電子天秤部 (MT-300と同等) － － － －

真空ポンプ部 ・真空ﾎﾟﾝﾌﾟを削除(2台） ○真空ﾎﾟﾝﾌﾟの削除 ○真空ﾎﾟﾝﾌﾟの削除 － －

電装部
・ﾌﾟﾘﾝﾀｰ・ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙの変更
・電圧計・冷却ﾌｧﾝを追加

○ﾌﾟﾘﾝﾀｰ・ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙの変更 － －
○電圧表示機能で電圧確認
○冷却ﾌｧﾝ機能で冷却時間短縮
○ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙﾊﾞｯﾃﾘｰ交換不要

総組部
・外形寸法をＷ280×Ｈ370×
Ｄ280mmに小型化

○外形寸法の小型化 ○外形寸法の小型化 － －

ソフト関係

・冷却ﾎﾞﾀﾝの追加
・試験後の延長乾燥機能の追加
（1分毎に何回でも延長可能）

－ － －
○冷却時間の短縮
○延長乾燥機能で乾燥不足防止

目標達成への効果
ユニット 改良内容

－39－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MT200 単位水量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MT200 水セメント比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MT300 単位水量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MT300 水セメント比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MT400 単位水量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MT400 水セメント比 
 

y = 0.9889x + 2.2486
R² = 0.9321

120

140

160

180

200

120 140 160 180 200

測
定

値
(㎏

/m
3 )

設計値(㎏/m3)

設計値 測定値

y = 0.815x + 30.375
R² = 0.8413

120
130
140
150
160
170
180
190
200

120 140 160 180 200

測
定

値
(㎏

/m
3 )

設計値(㎏/m3)

設計値 測定値

y = 1.0486x - 1.9486
R² = 0.954

20

30

40

50

60

70

20 30 40 50 60 70

測
定

値
(％

)

設計値(％)

設計値 測定値

y = 1.1339x - 25.359
R² = 0.9732

120

140

160

180

200

120 140 160 180 200

測
定

値
(㎏

/m
3 )

設計値(㎏/m3)

設計値 測定値

y = 1.0402x - 3.0261
R² = 0.9865

20

30

40

50

60

70

20 30 40 50 60 70

測
定

値
(％

)

設計値(％)

設計値 測定値

２．２ 第三者機関による性能確認試験 

MT-400 試作器完成後、性能確認のため第三者機関による試験を実施した。図-1は MT-200 と MT-300、

及び MT-400 の試作器を同じ試料で精度検証した結果である。 

 MT-200 の測定結果は３つの測定器で一番良好で、MT-300 は一部データのばらつきがみられたものの

全体の傾向は問題ないとの結論に至った。しかし、MT-400 は全体的に測定値が設計値より小さく、そ

の原因として試料設置時に試料皿の熱等で試料が乾燥し水分が蒸散することが考えられた。とりわけ

試料が115ｇと少ないMT-400では乾燥の影響が顕著であり、解決のため蒸散水量の補正が提案された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－1 MT-200 MT-300 MT-400 精度検証結果比較 
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２．３ 少試料設置時の補正（蒸散水量の補正） 

本測定器における推定単位水量Ｗ１（㎏/㎥）は式(1)によるが、前述した MT-400 使用の場合のみ蒸

散補正水量（Ｗ６）を考慮する必要がある。 

    Ｗ１＝Ｗ２＋Ｗ３＋Ｗ４－Ｗ５＋Ｗ６・・・・・・(1) 
      Ｗ２：単位水量（㎏/ m3） 
       Ｗ３：結合補正水量（㎏/ m3）  
        Ｗ４：ウエットスクリーニング補正水量（㎏/ m3） 
           Ｗ５：細骨材の吸水量（㎏/ m3） 

           Ｗ６：（MT-400の場合のみ）蒸散補正水量（㎏/ m3） 

蒸散補正水量（Ｗ６）は、試料の重量を 100g、待機時の試料皿の温度を 40℃とした場合に、試料の

乾燥が主な原因で蒸散して失った水量である。試験データを統計処理し導いた回帰式が図-2 であり、

蒸散補正水量は式(2)で求めることができる。 

Ｗ６＝12.5－0.06Ｗ・・・・・・・・・・・・・(2) 

Ｗ：設定水量(設計値) 

         式(2)の計算結果をまとめたものが表-4 であり、設計単位水量が少ない場合に補正量が大きくなる。

なお、回帰式は演算装置に取り込み済みで補正値が出力されるよう設定されている。 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ おわりに 

本測定器による適切な品質管理の運用のため、北陸地方整備局をはじめ関係機関の委員で構成する

「コンクリート単位水量測定器・普及促進委員会」では、学識経験者のご意見も伺い「W/C ミータに

おけるコンクリート単位水量及び水セメント比管理要領（案）」（以下、管理要領(案)と称する）を策

定した。今後、この管理要領(案)が適切に運用され、新型改良器 MT-400 が関係機関や民間等で広く活

用されることを期待したい。 

最後に、本測定器の改良開発にあたり、ご指導、ご協力を頂いた関係各位に厚く謝意を表します。 

参考文献 

1)  W/C ミータにおけるコンクリート単位水量及び水セメント比管理要領（案），2014 年 6 月 

2)  W/C ミータ MT-400 性能確認試験報告書，2014 年 3 月 

3）一般社団法人北陸地域づくり協会 HP  http://www2.hokurikutei.or.jp/wcmt/,2014 年 7 月 

表-4 蒸散補正水量（Ｗ６）

図-2 MT-400 蒸散補正水量（Ｗ６）算出のための回帰式 

設計単位水量
 （㎏/㎥）

蒸散補正水量
 （㎏/㎥）

130 4.7
140 4.1
150 3.5
160 2.9
170 2.3
180 1.7
190 1.1
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図-1 乾式吹付設備及びノズル先端 

乾式吹付耐震補強工法乾式吹付耐震補強工法乾式吹付耐震補強工法乾式吹付耐震補強工法 

 

第一建設工業㈱ 土木本部 コンクリート事業部  鈴木 健史                       

 

１１１１    はじめにはじめにはじめにはじめに 

既存の鉄筋コンクリート(RC)橋脚の補強方法としては、コンクリート巻き立て工法、鋼板巻き

立て工法、連続繊維シート貼付け工法などが主に用いられている。橋脚の多くが水環境に立地し

ていること、さらに海岸に近い地域にも多く存在することを考慮すると、耐久性の良いポリマー

セメントモルタルの乾式吹付工法による補強方法が効果的と思われる。また、河川内橋脚のよう

に河積阻害率が問題となるような場合では、ポリマーセメントモルタルの乾式吹付工法を用いる

ことにより、耐久性の面から補強による断面増し厚量を小さくできる利点がある。さらに、長距

離圧送による広範囲施工が可能である等、施工性が良好なため工期を大幅に短縮することができ

る。 

２２２２    乾式吹付工法とは乾式吹付工法とは乾式吹付工法とは乾式吹付工法とは 

   乾式吹付工法の大きな特徴はポリマーセメントモルタルを粉体のまま吹付用ノズル先端まで圧

送し、吹付直前で水を加え高速度のエネルギー（200ｋｍ/ｈ）で締め固めることにより水セメン

ト比を低く抑え密実な断面形成を行うことである。 

 大断面の補修やコンクリート床版・橋脚・ダム・水利構造物・ボックスカルバート・トンネル・

擁壁・処理場・建築物の補修・補強等、以下の強度特性を生かして高品質の断面形成が可能であ

る。品質試験結果においては圧縮強度（材齢 28 日）62.5N/m ㎡ 付着強度（材齢 28 日）2.2N/m

㎡が得られている。また、初期の強度発現が極めて早い特徴がある。この材料特性を生かして橋

梁の床版補修等で車両による交通振動下でも施工が可能である。乾式吹付設備及び吹付ノズル先

端部の状況を図-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２．１．１．１．１    乾式吹付工法の乾式吹付工法の乾式吹付工法の乾式吹付工法の品質品質品質品質 

� 圧縮強度 材齢 28 日 62.5N/m ㎡ 

� 付着強度 材齢 28 日 2.2N/m ㎡ 

� 水セメント比約 40％の高密度化を実現 

 

垂直搬送距離 MAX150m 

水平搬送距離 MAX300m 

ノズル先端部の状況 

水 
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母材 

吹付材 

写真-1 吹付界面状況 

ＪＲ気仙沼線
至 御岳堂

至 柳津

北上川

補修箇所

配管延長最大 L=250m

乾式吹付けプラント

ＪＲ気仙沼線
至 御岳堂

至 柳津

北上川

補修箇所

配管延長最大 L=250m

乾式吹付けプラント

写真-2 乾式吹付施工状況 

２．２２．２２．２２．２    乾式吹付工法の優れた施工性乾式吹付工法の優れた施工性乾式吹付工法の優れた施工性乾式吹付工法の優れた施工性 

� 単位水量が抑えられるため厚付け施工が可能。 

� １層の吹付厚が 6～50mm（Max100ｍｍ）と従来の湿式吹付工法の約 2～3 倍の吹付け厚で

施工が可能。 

� ポリマーセメントと骨材がプレミクストされ、水との混合は吹付け直前に行うため、施工現

場においてミキシング作業は不要。 

� 高速度の吹付けにて締め固めを行いながら増厚していくため、型枠の加工・設置・撤去が不

要であり、様々な形状の既存構造物に対応可能。 

� 高圧洗浄するだけで良好な付着強度が得られることからプライマー塗布が不要（写真-1）。 

� 乾燥材料を圧送するため、ホース内の抵抗が少なく搬送距離（水平 300m・垂直 150ｍ）が

可能。広範囲施工が可能でありプラントの配置替えが少なくなる（写真-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３３３    乾式吹付耐震補強工法とは乾式吹付耐震補強工法とは乾式吹付耐震補強工法とは乾式吹付耐震補強工法とは 

乾式吹付耐震補強工法は、補強用鉄筋

を既設 RC 構造物周囲に設置し、乾式吹

付工法により、設計かぶり厚に達するま

で吹付け既存 RC 構造物と一体化して耐

震性能を向上させる工法である。       

本工法の特徴は、鉄筋裏の締固め及び

コンクリートを充填する為のあきを設け

る必要が無く、型枠を設置する必要はな

い。乾式吹付ポリマーセメントは通常の

コンクリートに比べ耐久性が高いため、

補強に伴う断面（かぶり）の増し厚を非

常に少なくすることが可能である（写真-3～5）。開発にあたっては、福山大学との共同研究によ

り、その性能・効果を継続的に検証した。ポリマーセメントモルタルの付着強度、せん断強度の

増進による耐震性の向上、曲げ耐力向上型補強への適用性などを試験体を作成し、正負交番繰返

し試験等の実証実験を行って耐震性能の向上を確認した。 

写真-3 乾式吹付耐震補強施工状況 
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３３３３．１．１．１．１    乾式吹付耐震補強工法の特徴乾式吹付耐震補強工法の特徴乾式吹付耐震補強工法の特徴乾式吹付耐震補強工法の特徴 

共同研究による実証実験の結果、巻立て厚を抑えるために既設コンクリート面に補強鉄筋を接

触配筋させ、ポリマーセメントモルタル乾式吹付にて巻立て厚を抑えて作成した試験体は、道路

橋示方書・同解説Ｖ耐震設計編に基づいて耐震設計計算を行えば安全側で評価できることが分か

った（写真-6）。従来の RC 巻立て工法においては、コンクリート充填の為のあきを設ける必要が

あり、通常 250㎜の巻立て厚が必要であったが、「乾式吹付耐震補強工法」は補強鉄筋を接触配

筋させ、耐久性に優れたポリマーセメントモルタル乾式吹付にて巻立てることから、かぶりを最

小限（最外縁鉄筋径）に抑えられる（図-2）。            

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリートを締固め、           型枠を使用せず、吹付で増厚するため、 

充填するためのあきを設ける必要がある    RC 巻立て工法の約 20％の巻立て厚 

図-2 工法比較参考図 

写真-４ 乾式吹付仕上げ状況 写真-5 施工完了 

【RC 巻立て工法】 【乾式吹付耐震補強工法】 

写真-6 実証実験の状況 
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河川内橋脚の場合、施工期間や仮設備が制約されることが一般的であり、乾式吹付耐震補強工

法を用いれば大型機械搬入用仮設備分等にかかるコスト縮減になる。 

また、本工法は速硬性に優れており、生コンクリートに必要となる養生期間を設ける必要がな

く連続の作業が可能であるため、工程短縮となることに加え、耐久性の優れた補強断面が形成さ

れるので既存 RC 構造物の長寿命化も期待できる。                         

４４４４    施工実績施工実績施工実績施工実績 

乾式吹付耐震補強工法は、その優れた施工性能もあり着実に施工実績を積み上げている。 

国土交通省工事をはじめ、2014年 5月時点ですでに 49件の施工実績を数えるまでになり、今

後さらなる需要が高まるものと思われる。写真-7～10 に当社で施工した鉄道橋の施工状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

５５５５    おわりおわりおわりおわりにににに 

乾式吹付耐震補強工法は既存 RC 巻立て工法と比較して、約 20％の巻立て厚で施工可能である

が、新設時において既に河積阻害率の上限いっぱいで建設されている橋脚も多々存在している。

少しでも河積阻害率を低減する補強方法が望まれる中で、乾式吹付耐震補強工法を発展させるこ

とでさらなる巻立て厚の減少を目指しており、補強鉄筋に高強度鉄筋を使用する実証実験も実施

している。 

発注者が求める条件に適時に対応できる工法となるよう、本工法の更なる改良・開発に励む所

存である。 

写真-7 仮設工 写真-8 吹付け工 

写真-9 養生工 写真-10 耐震補強完成 
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ブルドーザなどによる

転圧締固め

従来の方法 ＴＬＴ工法 減容化に伴う効果

自立孔を造成
締固め

自立孔に周辺部
の廃棄物ないし
は新たな廃棄物
を投入する

特殊ｽｸﾘｭｰを廃棄物
中に貫入させ周辺部
に押し固めながら自
立孔を形成する

埋立処分計画の効率化

受入量の増大

処分場の延命化

間隙 

（空気＋間隙水） 

廃棄物 

 
減 

 

容 

 

化 

水平締固めによる廃棄物処分場 延命化技術 『TLT 工法』 
 

株式会社本間組 土木事業本部技術部技術開発研究室 係長 ○本間 義信   
土木事業本部技術部 環境ﾘｻｲｸﾙ担当部長   川浦 栄太郎   
土木事業本部土木部工事課 担当課長    中川 正   
土木事業本部技術部 技術開発研究室長   岩田 秀樹   

 

１ はじめに 

現在、廃棄物処分場は用地確保が困難であることなどから、新たな建設が難しい状況にある。一方、

既設処分場には、残余量に限りがあるため、今後、廃棄物を安定的に処理、延命できる新たな方策が

求められている。神奈川県逗子市において、最終処分場の延命化対策として、転圧（静圧密工法）に

より埋立空間を確保する工事で、TLT 工法(Trash Lift less Tighten)による水平締固めを実施した。本報

では、廃棄物処分場の延命化技術『TLT 工法』の技術内容と、最終処分場延命化工事の施工実績につ

いて報告する。 

２ 工法の概要 

 TLT 工法は、施

工実績を多数有す

る孔壁を自立させ

ながら無排土で掘

削する硬質地盤掘

削工法の「無排土

孔壁工法(MLT 工

法)」を応用し、 

廃棄物を水平方向に締固め圧縮して減容化するものであり、減容

効果などについては試験等で 1)確認されている。廃棄物を減容化

することにより、限りある埋立スペースをより効率的に活用する

ことが可能となり、受入廃棄物の増量や処分場を延命化すること

ができる。また、新設処分場の埋立計画に本減容化技術を導入す

ることで、より効率性を高めた処分計画を策定することができる。

図－１に TLT 工法の適用概念と施工手順を示す。まずはじめに、

特殊スクリューを回転させながら廃棄物中に貫入させ、廃棄物を

周辺部に押し固めながら自立孔を形成させる。次に、特殊スクリ

ューを引抜き、自立孔に周辺部の廃棄物、または新たな廃棄物を

投入し、特殊スクリューを反転させて締固めを行うことにより減

容化を図るものである。 

 

図－１ ＴＬＴ工法の適用概念と施工手順 

図－２ 減容化概念図 
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図－３ TLT 機（MLT 機ﾀｲﾌﾟ） 

 

圧縮 圧縮 

①削孔 ②廃棄物投入・埋戻し ③締固め 

 周辺部の廃棄物を投入 減容化量 

 自 立 孔 を 造 成

図－４ 廃棄物減容化手順  

３ 施工機械 

 施工機械は、現場条件により以下に示す TLT 機を使い分

けて減容化を行う。 

 (1)MLT 機（写真－１（左）参照） 

    ・削孔径：φ400～800ｍｍ 

    ・最大削孔深度：36ｍ（15ｍまではクレーン 

を用いずにロッド接続可能） 

 (2)全回転型オールケーシング掘削機 

          （写真－１（右）参照） 

    ・削孔径：φ1000～1500ｍｍ 

    ・最大削孔深度：90ｍ（杭施工実績） 

４ 施工手順 

 廃棄物の減容化は、図－４に示す手順で行う。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

①削孔段階では、TLT 機で削孔を行う。次に②廃棄物投入・埋戻し段階では、削孔が完了した自立

孔に周辺部の廃棄物を投入する。投入には、バックホウを使用する。最後に③締固め段階では、     

特殊スクリューを反転することで、投入した廃棄物の締固めを行う。このとき、投入した廃棄物の量

だけ地盤が下がり、この低下分が減容化量となる。 

５ 工事概要 

神奈川県逗子市においては、今後新たに市域内に最終処分場を確保することは、地理的条件から難

しく、最終処分量の削減および最終処分場の延命化対策により既存施設の使用可能期間の延長を図っ

ていく必要があり、既存最終処分場の延命化対策として、転圧（静圧密工法）により埋立空間を確保

する工事が行われた。工事概要は次のとおりである。 

・工事名称：逗子市環境クリーンセンター最終処分場延命化（転圧）工事 

・発注者：逗子市 

・工事場所：神奈川県逗子市池子４丁目 956 番地 逗子市一般廃棄物最終処分場内

写真－１ TLT 機 

MLT 機ﾀｲﾌﾟ（左）、全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機ﾀｲﾌﾟ（右） 
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6.84ｍ

9.95ｍ 

 

減容化分(3.0ｍ) 

減容化分(1.6ｍ) 

写真－５ 施工の流れ  

写真－４ 減容化後の状況  

・埋立物：焼却残渣(焼却灰)、不燃物 

・工  期：平成 24 年 2 月 2 日～平成 25 年 3 月 21 日 

・工事内容：減容化量 4,500ｍ3 

本工事では、TLT 工法による減容化施工により、5ｍの施工深さに

対し、埋立地盤面を平均 1.1ｍ下げることができ、4,500ｍ3 の新た

な埋立容量を確保できた（写真－４参照）。 

逗子市の工事における施工の流れを以下に示す（写真－５参照）。 

①TLT 機運搬・搬入 

トレーラ（30ｔ積）で TLT 機で運搬し、処分場近くに搬入した。 

②TLT 機吊上げ 

搬入路が無いため、TLT機を60ｔ吊ラフテレーンクレーンを用い、

吊り上げ処分場に搬入した。 

③TLT 機組立 

搬入に用いた 60ｔ吊ラフテレーンクレーンを使用し、TLT 機の組

み立てを行った。 

④施工 

工事では、TLT 機を 3 台使用し、施工を行った。 

６ 周辺環境への影響 

 工事に先立ち、試験施工により締固めに伴

う環境測定（騒音・振動、粉じん）、水平変位

測定を実施した。以下に結果について記述す

る。 

 

 

①騒音・振動 

騒音・振動測定結果を図－５，６に示す。測定の結果、特定建設作業の敷地境界における基準

値を下回り、ブルドーザより騒音・振動レベルが低いことがわかる。 

②粉じん 

粉じん量測定結果を、表－１に示す。実験前と実験中の測定結果から、施工が及ぼす粉じんの

影響は認められなかった。 

写真－３ 孔壁自立状況 

①TLT 機運搬・搬入 ②TLT 機吊上げ ③TLT 機組立 ④施工 

写真－２ 使用 TLT 機  
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図－５ 騒音測定結果 図－６ 振動測定結果  

 浮遊粒子状物質(SPM)

(mg/m
3
)

実験前 風上10m地点 9：40 ～ 11：40 0.0321

(9月3日) 風下10m地点 9：35 ～ 11：35 0.0654

堰堤付近 11：00 ～ 13：00 0.0413

実験中 風上10m地点 9：48 ～ 11：48 0.0583

(9月21日) 風下10m地点 9：49 ～ 11：49 0.0513

堰堤付近 9：50 ～ 11：50 0.0567

項目 地点名 測定時間

  

変位杭設置位置 9月9日 9月10日 9月13日 9月16日

（締固め外周からの距離） 直近締固め時

変位量（cm) 変位量（cm) 変位量（cm) 変位量（cm)

２．０ｍ 0 0 0 0

４．０ｍ 0 0 0 0

10．0ｍ（不動点） － － － －

表－２ 水平変位測定結果 

③水平変位 

水平締固めに伴う水平変位については、変位杭を設置し締固め   

箇所から 2ｍ、5ｍ離れた位置でそれぞれ測定を行ったが、それ  

ぞれの地点での変位は全く見られず、水平締固めに伴う 2ｍ以遠 

の周辺部に対する影響無いと判断できる（参照表－２）。  

７ 結果まとめ 

既存の最終処分場延命化

対策として、水平締固めに

よる廃棄物の減容化工事を

行い、減容化量 4,500ｍ3、

埋立地盤面平均低下量 1.1

ｍ（施工深度 5ｍ）と一定

の成果が得られた。 

締固め施工に伴う環境測

定を実施した結果、騒音、振動については、特定

建設作業の敷地境界における基準値を下回り、ブ

ルドーザより低いレベルであった。また、粉じん

についても、施工前・施工中の測定結果を比較し

たところ影響は認められなかった。 

締固めに伴う変位杭の水平変位は見られず、

締固め箇所から 2ｍ以遠の周辺部への影響は無か

った。 

実施工においては、同じ処分場でも場所によっ

て、埋立物の性状、粒度分布、含水比等も異なり、減容化量にも違いがみられた。また、施工深さが

地下水位より低い場合、今回の MLT 機を使用した施工方法では減容化量が低下することも分かった。 

８ おわりに 

 廃棄物処分場は、埋立物やその性状にも違いがあり、同じ処分場内でも場所、深度により含水比も

違うことがわかった。今回は MLT 機により実施工を行ったが、TLT 工法の適用性の判断、ならびに新

たな減容化手法の確立に向け、今後もデータの蓄積を図りたい。最後に、今回の工事において様々な

ご協力を賜りました、逗子市環境都市部資源循環課、環境クリーンセンター関係者各位に御礼を申し

述べます。 

【参考文献】1)川浦ほか：一般廃棄物処分場における水平締固め試験について，第 22 回廃棄物資源

循環学会研究発表会講演論文集，pp.387-388(2011) 

 

 ※ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの値は「建設工
事に伴う騒音振動ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ
(社団法人日本建設機械化協
会)」から転記

写真－６ 騒音・振動測定状況 

表－１ 粉じん量測定結果 
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老朽化吹付法面を再構築するニューレスプ工法 

 

○日特建設株式会社 技術本部 技術営業部 中山 守人   

 

１ はじめに 

 モルタル・コンクリート吹付工（以下、吹付工という）は、1955 年頃から、自然斜面や道路などの

切土のり面の風化浸食、また、軽微な落石の防止することを目的とし、その施工の簡便さや経済性か

ら多く採用され、現在、膨大なストック量を抱えるに至っている。近年、吹付工により対策されたの

り面（以下、吹付のり面という）において、吹付表面の経年劣化の進行、さらには吹付のり面の地山

自体の不安定化により、変状が発生している場所もあり、こういった老朽化した吹付のり面の健全性

を適切に評価し、重要性も加味した対策工を選定する必要性が高まっている 1)。 

ここでは、吹付のり面の劣化機構、また、老朽化した吹付のり面の従来の対策技術の問題点を整理

し、多様な老朽化した吹付のり面においても効率的に対策できる「ニューレスプ工法」（NETIS 

No.QS-110014-V 設計比較対象技術）を紹介する。 

２ 吹付のり面の劣化機構及び劣化現象 

吹付のり面の劣化機構は、図－1 に示すように吹付のり面の構造部位により大きく３パターンに整

理できる 1)。 

(1)吹付材自体の劣化 

 吹付材自体の劣化は、施工時に生じた初期欠陥や施

工時の乾燥収縮、また凍結融解などにより、吹付の性

能が低下するものである。 

(2)吹付材と背面地山の密着性の低下 

 吹付材と背面地山の密着性の低下は、地山からの湧

水や雨水などの表面から侵入水により、地山表層部で

風化が生じたものである。吹付工により保護されたの

り面においても背面地山は緩やかに風化するとの報告

もある 2）。発生する現象として密着性の低下に伴う吹

付材自体の滑動（スライド）、地山が浸食されたことに

より生じる、吹付材背面の空洞化などがあげられる。 

(3)地山の風化による吹付のり面の不安定化 

 雨水や湧水により、背面地山の風化が著しく進行し、

脆弱化することにより、地山が不安定化することがあ

る。また、亀裂が卓越した岩盤のり面では、亀裂に沿

った風化の進行・緩みにより、不安定化が進行する場

合もある。発生する現象としては、土圧による開口ひ

び割れや、はらみ出し、崩壊などがあげられる。 

劣化機構・現象の区分 

吹付材自体の劣化 

 

 

 

 

 

吹付材と背面地山の密着性の低下 

 

 

 

 

 

地山の風化による吹付のり面の不安定化 

 

 

 

 

 

 

表面剥離 

スライド 

崩 壊 

図－1 吹付のり面の劣化機構及び劣化現象 
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３ 従来の老朽化した吹付のり面の対策技術の問題点 

 従来、老朽化した吹付のり面の対策として多く採用されてきた工

法は、劣化した吹付材をはつり取り、その後、新たに吹付を行う更

新方法である。この方法の場合、のり面が小規模で重機が使用でき

るような条件であれば、簡易な防護柵を設け、はつり取りや風化し

た地山の整形を安全に速やかに行うことができる。これに対し、

のり面形状が複数段に及ぶような大規模なのり面では重機による

施工範囲が限定され、人力作業に頼る度合いが大きくなる。（写真

－1）その場合、作業者はもとより、第三者への安全確保のため大

規模な仮設防護柵が必要となるとともに、はつり取り殻が産業廃棄

物として大量に発生するといった問題が生じる（写真－2）。また、

はつり取り後の風化した背面地山の除去、整形は非常に困難で、残

置された風化した地山が不安定化するといったことが懸念される。 

４ ニューレスプ工法の概要 

４．１ 工法の概要 

老朽化した吹付のり面の従来の対策技術における問題点を

解決するために、ニューレスプ工法を開発した。 

 ニューレスプ工法（以下、当該工法という）の標準パター

ンの概念図を図－2 に示す。当該工法は既設吹付材をはつり

とることなく、①補強鉄筋工、②背面空洞充填工、③せん断

ボルト工、④水抜きパイプ新設工、⑤のり面清掃工、⑥繊維

補強モルタル吹付工の６つの要素技術を組み合わせ、吹付の

り面の健全性に応じて適切に対策する技術である。以下に要

素技術の概要を示す。 

① 補強鉄筋工 

補強鉄筋工は、吹付材の背面地山に対して、補強材を適切なピッ

チで打設して、背面地山の安定性の向上を図るものである。補強鉄筋工の標準仕様は、背面地山の

風化領域を 0.5m 程度とし、長さ 1.0m の補強材（D19：メッキ加工）を打設する。標準の打設本数

は１本/2 ㎡ 3）、地山への固定はセメントミルクにより行う。 

② 背面空洞注入工 

背面空洞注入工は、吹付材と背面地山との間に生じた空洞にセ

メントミルク等の充填材を注入し、吹付材と背面地山との一体化

を図るものである。 

③ せん断ボルト工 

せん断ボルト工は、当該工法用に開発した専用のボルトを既設吹

付表面に打設し、既設吹付面と新たに吹付ける繊維補強モルタルと

繊維補強モルタル

写真－1 吹付材のはつり取り作業 

（例） 

写真－2 はつり取り後の吹付材 

      （例） 

図－2 標準パターン概念図 

図－3 せん断ボルト概念図及

び設置例 
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を機械的勘合により一体化を図るものである（図－3）。打設本数の標準仕様は２本/㎡としている。 

④ のり面清掃工 

のり面清掃工は、既設吹付面と新たに吹付ける繊維補強モルタルとの付着を阻害するものを、取

り除くものである。 

⑤ 繊維補強モルタル吹付工 

繊維補強モルタル吹付け工は一般的な吹付モルタルや

コンクリートよりも曲げ靭性が高い繊維補強モルタルを

既設吹付面に増厚吹付し、のり面を再構築するものであ

る。補強繊維は当該工法用に開発した“BC ファイバー”

を使用し、混入量は 1.0Vol％としている。BC ファイバー

の仕様及び BC ファイバーを用いて製作した試験片を図

－4 に示す。図－4 から、繊維補強モルタルは、外力によ

りひび割れが発生した場合でも、繊維によりひび割れの

拡大が抑制されていることがわかる。こうした繊維補強

モルタルの物理的特性を踏まえ、当該工法の吹付厚さは、

一般的な吹付工の吹付厚さよりも３割低減した７cm を標準仕様としている 4)。なお、吹付厚さは現

場条件により変更することも可能である。施工方式は、湿式吹付方式を標準とし、適用範囲（プラ

ントから施工個所までの距離）は、吹付材料の品質が確保されるホース延長 100m、高さ 45m とし

ている 5）。これよりも距離が長い場合には、湿式吹付方式の適用が難しいため、吹付方式をポンプ

圧送エア併用方式（HiSP工法、NETIS No.TH-040022-A）

とし、配管延長 300m、高さ 60m まで適用範囲を広げる

ことが可能である 6)。 

４．２ 対策パターンの検討 

 吹付のり面は、施工時の品質、また、のり面のおかれて

いる環境によって建設からの経過年数が同じでも、その健

全性は様々である。対策工は、その健全性を適切に評価す

るとともに、対象のり面の重要性を加味したうえで、最も

適切な対策を施すことが必要である。 

 当該工法は、多様な健全性や要求される機能回復レベル

に応じて対策パターンを大きく４パタ－ンに分け、設定し

ている。当該工法の対策パターンの検討フローを図－6 に

示す。 

４．３ 工法の特徴と適用事例 

従来工法と当該工法の施工フローを対比し、当該工法の

特徴を整理したものを図－6 に示す。 

特徴①：当該工法は、吹付材のはつり取り作業、また風化

図－4 BCファイバーの仕様及び試験片 

図－5 対策工パターン検討フロー 

素　材 　ポリプロピレン

繊維長 　30mm

公称繊維径 　0.7mm

引張強度 　607N/mm2
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地山の除去・整形作業を必要としないため、簡易な防護柵のみの

仮設で施工が可能である。そのため作業自体の安全性が向上し、

道路のり面においては道路交通への影響も低減できる。また。急

傾斜地のような狭隘地での施工も可能である。 

特徴②：吹付材と地山の密着性の低下、地山の風化による吹付の

り面の不安定化に対して、補強鉄筋工及び背面空洞注入工により、

状態に応じた対策工を合理的に選定し補強することができる。  

特徴③：吹付材自体の劣化に対しては、繊維補強モルタル吹付工

により、低下した性能を回復させ、さらに高い性能へ向上させる

ことができる。 

 当該工法を適用した事例を紹介する。 

 写真の事例は、国道に面した老朽化した吹付のり面に当該工法

を適用した事例である（写真－3）。調査時に、吹付材と地山の密

着性の低下、空洞の存在が確認されており、吹付材のひび割れや

水抜きパイプから植物が繁茂している状況であった。現在まで、

ニューレスプ工法として約 100 現場で適用、対策工を実施してい

る（期間：H22～H26.3）。 

５ 結び 

 本稿では、老朽化した吹付のり面の補修・補強技術であるニュ

ーレスプ工法を紹介した。ニューレスプ工法は、従前に技術提供

を行っていた ReSP（レスプ）工法を、施工性や品質を低下させ

ずに施工性、経済性を高めるために改良した新技術である。今後

も、当該工法の適用事例を分析・評価し、技術の改良を行ってい

くとともに、予防保全的な見地からの対策技術としての導入、検

討を図っていきたいと考えている。 
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空中放射音波による遠距離非接触非破壊検査技術/NCAI 法 

 
佐藤工業 技術研究所 上席研究員 ○歌川 紀之   

佐藤工業 技術研究所 主任研究員  黒田 千歳   

桐蔭横浜大学 工学部 教授        杉本 恒美   

 

１ はじめに 

橋梁やトンネルなどコンクリート構造物の点検では、目視点検および叩き点検が基本となる。目視

点検、特に近接目視点検や叩き点検は、コンクリート面に近づいて実施されるため、足場や高所作業

車からの高所作業となり、特にトンネルの天端や橋梁下部では上向きの苦渋作業となる。これらの作

業を合理化するため、目視点検については、レーザーや CCD カメラなどの光学機器による撮影、ひび

割れの自動認識（位置、幅）システムの開発、近接するためのリモートコントロールのヘリコプター

へのカメラの搭載などが成され、作業の合理化の研究開発は進みつつある。一方、叩き点検について

は、赤外線カメラの利用、電磁波法の利用、レーザー超音波法 1)、打音ロボットの開発などが成され

ているが、目視点検に比較し、作業の合理化のための研究開発が進んでいないことが現状である。 

筆者ら 2)は、叩き点検を合理化・高精度化する技術として、空中放射音波による遠距離非接触非破

壊検査技術（Non Contact Acoustic Imaging Method;NCAI 法）に着目し、研究開発を進めている。本

技術は、指向性が強いスピーカーで発生させた音圧の大きい音波をコンクリート面に入射させる。そ

の結果、コンクリート表面に発生した振動をレーザードプラ―振動計で測定し、その振動分布から、

コンクリート表面の浮き・はく離などの欠陥を探査する技術である。試験体を対象とした探査では、

10ｍ離れた位置から、これらの欠陥の探査が可能であることが確認された。 

本報告では、NCAI 法を紹介するとともに、北陸地方の塩害を受けた RC 構造物へ NCAI 法を適用した

結果を示す。 

２ NCAI 法 

２．１ 探査原理 

NCAI 法は、叩き点検と同じ探査原理である。叩き

点検では、浮き、はく離部分において、表面と水平

ひび割れ間にコンクリート板が構成され、その部分

をハンマー打撃することにより、コンクリート板の

曲げ振動が発生する。曲げ振動により発生する音を

耳で聞くことにより、音色から欠陥の有無を判断す

る。一方、NCAI 法では、スピーカーにより発生した

音波により上記のようにコンクリート板に曲げ振動

を発生させ、その振動をレーザードプラ―振動計で

面的に測定することにより、その振動分布から、欠

陥箇所を探査する技術である。正方形のはく離試験
図-1 NCAI 法を用いた曲げ振動の可視化画像 

振動速度(m/sec) 
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体に対し、NCAI 法で用いたハードウェアで面的な振動分布を測定した結果を図-1 に示す。図-1 では、

正方形板（50cm×50cm、厚さ 7cm）の曲げ振動の一次の固有周波数と考えられる 1220Hz における測定

点における周波数振幅の値を図化したものである。このように、音波の加振により、コンクリート板

が固有振動が発生し、その振動を遠隔地から観測することが、NCAI 法の測定原理となる。 

２．２ ハードウェアと入射波 

図-2 にハードウェア構成を示す。スピーカは、

高音圧と強い指向性を発生できる長距離音響放

射装置 LRAD-300X（Long Range Acoustic Device）

を 用いた。LRAD-300X では最大 142dB の音を発

生することが可能で、100m 離れた位置でも

100dB 程度の音を供給できる。振動計は、スキ

ャニングレーザー振動計 SLDV(Scanning Laser 

Doplar Vivrometer)を用いた。SLDV により、コ

ンクリート表面の面外方向の面的な振動速度を

スキャニングしながら測定できる。また、振動

測定は、入射音と同期を取って測定される。 

図-3 に本測定で用いた、トーンバースト波を示す。トーンバースト波とは、最初に低い周波数の音

数波を入れ、時間を空けて順番に周波数を高くしていく波である。実構造物のコンクリート表面には

広さ、深さが異なるはく離欠陥があり、それら

の曲げ板の固有周波数は一定ではない。そこで、

前述の共振現象を見つけるためには、色々な周

波数で振動させることが必要となる。ハンマー

のような衝撃加力では、各種の周波数が含まれ

るが、音波では衝撃的な加力は難しいと考え、

当初は、広いレンジの周波数を有するホワイト

ノイズやチャープ波を用いてきたが、加力が弱

いこと、スピーカーから振動計への直接波や反

射波によるノイズの除去が難しいことから、ト

ーンバースト波を用いることとした。 

２．３ 探査アルゴリズム 

試験体のように欠陥の状態（広さ、深さ）などが事前に分かっていれば、特定の周波数振幅に着目

することで、探査は可能である。ただし、実構造物の探査では、欠陥の状況が分からないため、周波

数範囲を特定しない探査が必要となる。ここでは、固有振動している板は、広い周波数範囲（例えば

1 次だけではなく、二次や三次でも）で振動していると考え、振動エネルギーを各周波数の振動速度

の２乗の積分値で定義し、健全部の振動エネルギーとの比をとり、着目点の健全、否健全を判定した。 

図-2 NCAI 法におけるハードウェア構成 

図-3 NCAI 法で用いたトーンバースト波 
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なお健全部の振動エネルギーは測定範囲の最低値

を用い、健全部のばらつきを考慮し、しきい値を決

定した。円形形状の欠陥に対し、振動エネルギー比

による評価で、叩き点検と同様な探査性能が得られ

ることを文献 3)に示す。 

３．現地測定 

NCAI 法により、北陸地方の塩害を受けた RC 構造

物の浮き・はく離探査を実施した結果を以下に示す。

2013 年の秋に、PC 箱桁、RC 床版およびボックスカル

バートを対象に、現地測定を実施した。これらは高速

道路の構造物で、建設後 30 年程度経過しており、海岸

線から 10～200m 程度離れた位置にあり、塩害を受けた

後に表面被覆などの補修がなされている。また、測定

では高速道路上を通る交通は規制していない。ここで

は、これらの中でボックスカルバートの測定結果を示

す。 

着目したボックスカルバートは、写真-1 に示す延長

30m、高さ 4.7m、幅 6m の RC 製で、高速道路下を横断

する目的で作られたものである。探査ははく離箇所が

多く顕在する、海岸側の壁部と天井部（図-3 叩き点結

果）で実施した。写真-1 に示すように機器を配置した。

測定では、音源から測定面までの距離を 4m とした。測

定に用いたトーンバースト波の設定を表-1 に示す。測

定では、ノイズを除去するため、10 セットの波を送り、

発生した振動速度の平均値を分析に用いた。 

NCAI 法による測定結果を壁部、天井部に分け、

振動エネルギー比の等高線で図-4,5 に示す。測定

範囲は壁部は 2m×2m の正方形の領域で、1m×1m

の領域（5×5 点）に分けて測定を行った。天井部

は、3m×1.6m の長方形の領域で、0.8m×1m の領域

(5×5 点)に分け測定を行った。また、健全部の参

照値は、測定領域の中の振動エネルギーの最小値

表-1 トーンバースト波の設定 

パルス持続時間 3ms(BW:330Hz) 

周波数変調インター

バル 

200Hz 

開始―終了周波数 500-5100Hz 

パルス間インターバ

ル 

50ms 壁（100ms 天井） 

加算平均回数 10 回 

出力時音圧 100dB 

 

写真-1 現地調査を実施したボックスカルバート 

図-3 叩き点検の結果 

右側側壁 

左側側壁 

天井 

壁部測定範囲 

天井部測定範囲 
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である。しきい値を４とすると、壁部では、左上側が欠陥部であり、叩き点検の結果と比較し、良好

に一致していること分かる。同様に、天井部では、測定領域のほとんどが欠陥部であり、点検結果と

良好に一致している。また、天井部の表面被覆材の背面に滞水している箇所では、はく離部分よりも

振動が大きくなっており（10dB 以上）、そのような箇所を抽出できることが分かった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 叩き点検を合理化、高精度化する技術である NCAI 法を紹介した。現場への適用例の中で、塩害によ

る浮き、はく離が生じたボックスカルバートの事例を示した。現地への適用性は、ある程度確認した

が、実際に現地で利用するためには、解決すべき課題がいくつかあり、今後はそれらを解決していく

予定である。本研究は、国土交通省「道路政策の質の向上に資する研究開発」の予算で実施されたも

のです。また、現地の測定では NEXCO 中日本㈱金沢支社、金沢工業大学木村研究室の支援をいただき

ました。関係者には謝意を表します。 
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長距離圧送を実現した高強度モルタル吹付『キロ・フケール工法』 

 

○日特建設株式会社 北陸支店事業部技術部課長  細 光洋 

 

１ まえがき 

 近年、地球温暖化に起因するとされる気象変動によって、驚異的な集中豪雨やゲリラ豪雨が多発し、

全国において水害や土砂災害が頻発している。こうした現状から、道路分野では豪雨により斜面災害

や落石災害が発生しないよう積極的に災害防除事業が行われている。  

災害復旧事業や災害防除事業では、斜面対策において多くの実績のあるモルタル吹付工が多用され

てきた。しかしながら、近年の事業における吹付技術に対する要求事項は多様化し、従来技術では対

応することが難しくなってきた。 

多様化する要求事項に対応していくために、モルタルにチクソトロピー性を付与することで、

1000m 超の長距離圧送を可能とした「キロ・フケール工法」（以下、「本工法」という）を開発した。

なお、本工法は、宇都宮大学との共同研究により開発したもの 1)である。 

 本報文は、キロフケール工法について概説し、施工事例を紹介する。  

２ キロ・フケール工法の概要 

 本工法は、チクソ材をモルタルに加え従来のモルタルにない性

状であるチクソトロピー性を付与させることによってモルタルを

低圧力で長距離圧送し、モルタル圧送先端部（吹付ノズル）で急

結剤と圧縮空気を混入して吹付を行う工法である。 

2.1 チクソトロピー性 

チクソトロピー性とは、レオロジー特性の一種で、力が作用する

と見かけの粘性が減少し、静置により回復する可逆変化を示す特

性である。チクソトロピー性の概念を図-1 に示す。 

2.2 モルタル物性値 

 本工法のモルタル（フレッシュ時）の物性値および急結剤を

添加後の硬化したモルタルの物性値を表-1 に示す。モルタル

（フレッシュ時）はテーブルフロー値が 300mm 程度と非常に

流動性が高い。一方、1000m 圧送した後の吹付硬化後の圧縮強

度および付着強度は、それぞれ通常の吹付コンクリートやモル

タルに求められる要求仕様を上回る値を示す。 

2.3 施工方法 

本工法の施工方法は、モルタルを圧送するラインと、急結剤を圧送するライン、圧縮空気を供給する

ラインの 3 ラインから構成され、吹付ノズル先端でモルタルと急結剤を一定の配合比率で混合し圧縮

空気を混入させ、吹付対象面にモルタルを吹付けるものである（図-2）。施工手順を以下に示す。  

①チクソトロピー性を有したモルタルをグラウトミキサーで製造し、材料圧送ポンプにより吹付ノズ

図-1  せん断速度と応力の関係 

 

図-1 せん断速度と応力の関係 

表-1 物性値 
 表-2  物性値 

 試験項目 数　値 状　態

フロー値 325±25mm

比　　重 2.0±0.10

可使時間 180分

圧縮強度 24N/mm2以上

付着強度 1.5N/mm2以上
吹付硬化後

フレッシュ
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ルまで圧送する。 

②急結剤は、急結剤ポンプにより吹付

ノズルまで圧送する。 

③モルタルと急結剤を一定の配合比率

で混合させるために、両者のポンプ吐

出量を「COGMA システム」で制御す

る。 

④コンプレッサーからの圧縮空気を吹

付ノズルに混入させ、吹付を行う。な

お、「COGMA システム」とは、材料

圧送ポンプと急結剤ポンプの吐出量の

制御や監視をコンピューターにより自

動で行うシステムである。 

2.4 特長 

 本工法の特長を、以下に整理する。 

a) 長距離吹付：本工法に用いるモルタルは、チクソトロピー性を有しているため、材料圧送ポンプの

吐出圧力が 3MPa 以下で 1000m 超の長距離圧送が可能である。すなわち、施工箇所近傍にプラント

機械を搬入することなく、施工が可能となった。 b) 容易な配管：低圧力でのモルタル圧送であるた

め、使用する配管は、鋼管ではなくゴムホースの使用が可能となり、またモルタルの材料特性から 1.5

インチと小さい配管径で施工が可能である。そのため配管作業が容易となり緊急性を伴う吹付工事に

対して迅速に対応できる。 c) 高度な品質管理：「COGMA システム」を用いることで、モルタルと

急結剤の配合比率を自動で一定に保つことができる。すなわち、モルタルの吐出量を変動させても、

自動で急結剤の吐出量が変動し、安定した品質を確保できる。  

３ 施工事例 

 当該事例は、トンネル坑口上部斜面の法

面保護のため本工法を用いてモルタル吹付

を行ったものである。施工条件の概要を図

-3 に示す。 

 対象斜面には道路が通じておらず、道路

から最も近い場所でも河川横断が必要なう

えに高低差約 70ｍで、通常のモルタル吹付

工が施工できない状態であった。そこで河

川横断の必要が無い地点にプラントを設置

し、モルタルを圧送して吹付を行うことが

求められた。プラント位置から施工箇所ま

では配管延長約 800m・高低差約 70m と長

図-2  施工システム 

 

図-2 施工システム 

図-3 施工条件と現場模式図 

プラント

河
川
→ 道
路

吹付箇所

延長約800ｍ
高低差約70ｍ

高
低
差
約
70
ｍ

延長
約8
00ｍ

プラント

吹付箇所

平面図 断面図
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距離高揚程の条件となったため、本工法を適用した。ただし、この条件では本工法の標準施工の適用

範囲外であったため、システムを改良して施工する事とした。本工法の材料は 1000ｍ超を圧送できる

能力を有しているため、長距離高揚程を圧送できるように、材料圧送と吹付を別々のポンプで行う二

段階施工システムとした。プラントで製造したモルタルを高圧対応の吹付用コンクリートポンプで長

距離圧送し、対象斜面法尻に設置したスクイズポンプで吹付を行うものである。二段階の施工システ

ムにより、材料圧送はスムーズに行われ、配管距離約 800ｍ・高低差約 70ｍの条件を克服してモルタ

ル吹付を行う事ができた。プラント仮設状況を写真-1 に、圧送された材料を写真-2 に、吹付状況を写

真-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 適用範囲拡大への評価 

 近年、老朽化が進む社会資本の維持管理が大きな課題となりつつあり、本工法の適用分野も増えて

いる状況にあると考える。今回は法面への吹付事例を紹介したが、小断面で延長が長い導水路トンネ

ルの覆工面への吹付に対しても、本工法は有効であると考えられ、施工事例も徐々に増加している。  

５ 結び 

 今後は社会資本整備としての維持補修が非常に重要であり、今回の事例のように様々な複雑で高難

度の条件での施工が求められることが予想されることから、種々の工法の特徴を生かし、創意工夫を

加えて対応し、社会の要求に応えていく所存である。 

【参考文献】 

1) 笹谷達也ほか；1000m超の長距離圧送を実現したチクソトロピー性を有するモルタル吹付け工法，

コンクリート工学，Vol.50， No.2，pp.180-186，2012 

写真-1 材料製造・圧送プラント 

写真-2 圧送された材料 写真-3 吹付状況(法枠は既往施工済) 
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３ 施工手順
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４ 付着特性

４．１ 試験
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５ 技術登録について 

 「ストパネ工法」は，平成 25 年 8 月に「Made in 新潟 新技術普及・活用制度」に登録されている。

また，平成 25 年 11 月には，産業の振興及び県民福祉の向上に寄与する技術開発として認められ，新潟県

知事表彰「技術賞」を受賞している。 

 

６ 今後の予定 

昨年は，技術的課題として施工後に内部の鋼矢板材の腐食状況が直接目視できなくなるという点を 

挙げた 1)。これについては，施工後 3 年経過した施設について電位計測を継続的に実施しているが，

現在のところ腐食の進行は確認されていない。 

 今後は，農林水産省が公募している官民連携新技術研究開発事業に採択されたことにより，工法技

術の更なる高度化を図るための研究開発を実施する予定である。 

 

7 おわりに 

本報では，既設鋼矢板護岸の補修および補強を行う工法「ストパネ工法」について施工事例と付着

試験について報告した。施工により曲線施工が可能であることと狭い水路でも施工可能であることを

確認することができた。 

付着試験では，コンクリートと鋼矢板の付着応力度を把握し，その安定性を確認した。今後も技術

の高度化を図り，工法の信頼性を向上させるための研究開発を実施する予定である。 
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トンネル専用側溝の開発 
 

         ㈱アドヴァンス 製品開発推進部  細野 義則    

 
１ はじめに 

トンネル専用側溝はトンネル内の路面排水工として使用される 

側溝であり、側溝本体と境界ブロックを一体化とすることにより、 

従来の個別施工に対する省力化および、従前品の問題点であった 

コンクリート舗装時の施工機械走行による側溝水路部の破損を改 

善すべく開発されたものである。 

 本報告では、開発の目的、およびコンセプトならびに耐圧性能 

試験、施工性の検証を実施した内容を報告する。 

 
２ 開発の目的 

これまでトンネル路面排水工に使用されてきたプレキャス 

ト側溝は、コンクリート舗装工の工程にてコンクリート舗装機 

械（スリップフォームペーバ）のクローラが側溝天端部を走行 

することで側溝水路部が破損する事例が報告されており、【（写 

真－２）．側溝水路部破損事例】これを改善すべく、開発に着手 

した。 

 
２．１ 開発コンセプトおよび製品形状の決定 

 ２．１．１ 境界ブロックと側溝を一体化による省力化 

  従来の側溝、境界ブロックの個別施工に対して、側溝と境界ブロック一体化することによる省

力化および、境界ブロックの施工時の転倒や施工後の傾倒リスクが解消される。 

 
２．１．２ 最小水路断面の決定 

  トンネル内の側溝（路面排水工）は、主にトンネル壁面の洗浄水を対象としていることから、

トンネルの最小縦断勾配と洗浄使用水量を勘案して水路断面を決定した。 

  また、水路断面を最小限の大きさとしたことで部材断面を大きくすることが出来、従来コンク

リート舗装機械（スリップフォームペーバ）が側溝上部を走行する際に生じていた水路部の破損リ

スクを軽減できる。 

 
2． 1．3 コンクリート舗装機械走行面積の確保 

 道路曲線半径 R=100ｍの施工においてもコンクリート舗装機械が側溝上面を走行出来る部材寸

法を確保している。【（クローラ３０ｃｍ）+（R ＝１００ｍの内輪差８ｃｍ）＝３８cm≒４０cm】

（写真－１）トンネル専用側溝外観

（写真－２）側溝水路部破損例 
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故に、側溝天端幅を４０ｃｍとして決定した。 

 
２．１．３ 部材高さ（厚さ） 

トンネル専用側溝の部材高さ（厚さ）は、側溝据付時の路盤高さ調整を最小限とするべく設計

舗装厚（B、C 交通）に応じた高さ（３０ｃｍ）として決定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２．２ オリジナルリッド（鋼製蓋）の採用 

  オリジナルリッド（鋼製蓋）の表面はパンチングによるすべり止加工が施されており、二輪車の

スリップ転倒事故防止及び、タイヤのはまり込みを防止する。 

  また、跳ね上がり防止として両側面にツメ（返し）を備え延長方向は全てボルト連結する構造で

ある。洗浄時には任意の位置で外して洗浄することが出来る。 

 側溝水路部にオリジナルリッド（鋼製蓋）を設置することにより、トンネル内を走行する二輪車

の車輪のはまり込みによる転倒事故の防止や空き缶・ペットボトル等の挟まりによる走行障害リス

クを軽減することが出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真－４）オリジナルリッドボルト接続状況 

（写真－３）オリジナルリッド外観 

（図－１）オリジナルリッド断面図 

（図－２）トンネル専用側溝舗装構成概念図 
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２．３ 専用桝の開発 

 部材寸法は側溝本体と同じ幅であり、側溝本体の敷設時に高さ調整を容易にする為の張出部を延

長方向の左右に有する。桝本体（上部材）とインバート部分（下部材）を分離構造とすることで横

断排水管と干渉する場合には、インバート部分を分離して泥溜の深い部材に入れ替えることで対応

可能とした。 

  
２．４ 専用連結プレートの採用 

  専用連結プレートは左右非対称の形状を成し、片側に斜めの長孔を有しており、ボルト設置後に

ハンマーで専用プレートを下方向に打込むことで施工後のボルトの緩みを生じさせない。 

また、2～3mm 程度であれば上記の作業によって製品の引き寄せを行うことも可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３ 耐圧性能確認試験 

 トンネル専用側溝は、前述した破損事例を踏まえ、コンクリート舗装機械（スリップフォームペー

バー）を対象とした耐圧性能確認試験を実施し、破損・残留変形の無いことを確認。 

３．１ 耐圧載荷試験概要 

耐圧載荷試験支承部は路盤を再現した砕石床面上にトンネル専用側溝を設置し載荷試験を実施。

試験載荷荷重は下記のとおりにて算出。 

 （耐圧試験荷重）コンクリート舗装機械重量：４４０ｋN÷４脚＝１１０ｋN×（１+０．３） 

＝１４３ｋN×安全率２．０＝２８６ｋN 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真－５）連結プレート打込み状況 （写真－６）連結プレート設置完了状況

（写真－７）耐圧試験実施状況① （写真－８）耐圧試験実施状況② 
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４ 施工性及び、施工歩掛調査 

 弊社敷地内にて施工吊具の安全性、作業性の確認および、設定歩掛に対する敷設サイクルタイムを

計測し、設定歩掛の妥当性を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５ 実工事での活用 

 トンネル専用側溝の最初の実施工の第 1 号として、富山河川国道発注の能越自動車道 氷見第１３

トンネルにて採用され４０３ｍの施工を実施。この際に、敷設作業サイクルタイムの計測を行い、設

定歩掛にて確実に施工が可能であることを確認。 

 また、これまでに長岡国道事務所発注のＲ２８９号９号トンネル（施工延長 2，０００ｍ）、富山河 

川国道発注の能越自動車道 氷見第１２トンネル（施工延長＝６００ｍ）と施工実績を重ねているが、

コンクリート舗装工における側溝水路部の破損は生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３ おわりに 

 トンネル路面排水工用のプレキャスト側溝として、コンクリート舗装工での破損は共用前の破損で

ある故にコンクリート二次製品メーカーとして解決すべき問題として開発に着手した。 

 今後の課題としては、昨今の局地集中豪雨による降雨に対応すべく、明かり部での水路断面を大き

くした規格の製品開発を行っていきたいと考える。 

 

（写真－９）施工性確認試験施工実施状況 （写真－１０）敷設完了状況 

 
（写真－１２）氷見第１３トン 

ネル敷設状況① 

（写真－１３）氷見第１３トン 

ネル敷設状況② 

（写真－１４）氷見第１３トン 

ネル敷設完了状況 

－68－



二重壁構造を持つジオテキスタイル補強土壁 
「アデムウォール」の塩害対策 

 

 アデムウォール協会      ○辻 慎一朗 

 アデムウォール協会 小林 喬 

 （一社）北陸地域づくり協会  市村 浩二 

 

１ はじめに 

 ジオテキスタイル二重壁補強土壁「アデムウォー

ル」は，図-1 に示すように，コンクリートパネルに

よる壁面材と，ジオテキスタイルによる補強領域の

間に空間を設けて，施工時の盛土の変形に伴う土圧

を壁面材に作用させずに，壁面近傍まで盛土材料を

十分に締固めることができる構造とした二重壁構造

を有する補強土壁である。また，壁面材と補強盛土

体はベルト状のジオテキスタイル（内壁安定ジオテ

キスタイル）で連結され，その間の空間には，補強

領域の構築後に砕石が投入されて排水層としての役

割を持たせた構造となっている。本補強土壁の施工

事例を写真-1 に示す。本補強土壁工法について，ジ

オテキスタイル二重壁補強土壁工法検討委員会（委

員長：長岡技術科学大学 教授 大塚悟）では，道

路土工－擁壁工指針（平成 24 年度版）に準拠させた

「ジオテキスタイル二重壁補強土壁工法設計・施工

マニュアル（改訂版）」（以下，本マニュアルと称す

る）を 2013 年 3 月に発刊し，本補強土壁工法の普及

に努めてきた 1）。 

その一方で，北陸地方の沿岸部をはじめとする塩

害の影響が懸念される地域や，凍結防止剤散布の影

響がある箇所における補強土壁の適用にあたっては，

経年劣化に対して十分な耐久性が保持できるように

配慮しなければならない。そこで，無筋コンクリー

ト製の壁面材に短繊維を混入して，ひび割れに対す

る抵抗性や靭性を向上させた塩害対策用壁面材を開

発した。本報告では，塩害対策用壁面材の性能につ

いて報告する。 

 

(a) 垂直補強土壁 (b) 軟弱地盤上の盛土

(c) 両面盛土 (d) 多段盛土

(e) 斜壁 (f) 護岸盛土

写真-1 補強土壁の適用例

(b) 構造 
図-1 補強土壁の構造 

 
補強盛土体 

内壁安定ジオ
テキスタイル 

ジオテキ 
スタイル 

締固め

締固め前 締固め後

 壁面材

排水層

内壁安定ジオテ
キスタイル 

ジオテキ
スタイル 

(a) 二重壁構造 
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２ 塩害対策用壁面材の概要 

２．１ 塩害対策の必要性 

北陸地方をはじめとする海岸線付近など，図-2 に

示すような塩害の影響が懸念される地域や，凍結防

止剤散布の影響がある箇所に構築される鉄筋コンク

リート構造物に対しては，経年にわたり耐久性を保

持するための対策が必要となる 2），3）。これは，塩害

よる鉄筋の腐食によって，かぶりコンクリートの剥

落等が生じ，第三者に危害が及ぶことが考えられる

ためである。 

本補強土壁の通常の壁面材は鉄筋コンクリート

製であるが，塩害が懸念される地域に本補強土壁を

適用する場合は，写真-2 に示すような短繊維を混入

させた短繊維混入コンクリートによる塩害対策用壁

面材を用いることとした。塩害対策用壁面材に使用

する短繊維は，耐アルカリ性に優れているビニロン

性の短繊維を選定した。塩害対策用壁面材の要求性

能と，性能の評価結果を以下に示す。 

 

２．２ 塩害対策用壁面材の要求性能 

 塩害対策用壁面材には，下記の性能が要求される。 

1） 製造時（脱型時）に，壁面材が損傷しないこと。 

2） 移動・運搬時に，壁面材が損傷しないこと。 

3） 補強土壁構築時に，設計で想定される荷重が作

用したときに，壁面材が損傷しないこと。 

 塩害対策用壁面材の開発にあたっては，上記の要

求性能を満足する短繊維の混入量を決定した。短繊

維混入コンクリートの性能は，「JSCE–G 552-2007 

鋼繊維補強コンクリートの曲げ強度および曲げタフ

ネス試験方法 4）」に基づいて，次式で算出される曲

げ靭性係数 bf で評価する。 

 
2bh

lT
f

tb

b
b ⋅=

δ
             （1） 

ここに，Tb：曲げタフネス（荷重－たわみ曲線の面

積（図-3 参照）），δtb：スパン 1/50 のたわみ，b：破

壊断面の幅，h：破壊断面の高さである。 

地域区分：A

（沖縄） 

地域区分：B 

地域区分：C  

図-2 塩害の影響地域 1） 

 

 
(a) ビニロン短繊維 

 
(b) 短繊維混入コンクリート 

写真-2 短繊維混入コンクリート 

 

 
図-3 荷重－たわみ曲線 

たわみ 

荷
重

 

δtd 

Tb
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２．３ 短繊維の混入量 

 塩害対策用壁面材の短繊維の混入量を求めるため，

短繊維の混入量を変化させた試験体を作成し，曲げ

靭性係数を求める曲げ試験を行った。曲げ試験は，

材齢 1 日，3 日，14 日の試験体（寸法：100×100×

400mm）に対して行った。コンクリートの圧縮強度

は 30N/mm2 である。曲げ試験で得られた，曲げ靭性

係数と短繊維の混入率の関係を図-4 に示す。同図に

は，試験体の材齢ごとの両者の相関関係式も示して

ある。ここで，D. J. ハナントは，繊維混入コンクリ

ートに対する曲げ試験を行い，次式のような引張応

力度σtb と曲げ応力度σtm の関係を求めた 5）。 

 tbtbtm σσσ 41.0
39

16
=⋅=           （2） 

本補強土壁の壁面材に必要な靭性係数を推定し，

短繊維の混入量を決定する。具体的には，壁面材の

製造時（脱型時），移動・運搬時，補強土壁の構築時

に壁面材に作用する曲げ応力から必要曲げ靭性係数

を式（2）により算出し，図-4 で示した材齢ごとの

曲げ靭性係数と短繊維の混入率の関係から，短繊維

の混入量を決定する。塩害対策用壁面材の短繊維の

混入量の算出結果を表-1 に示す。同表より，壁面材

の移動・運搬時に短繊維の混入率が最大となり，塩

害対策用壁面材には，コンクリートの体積に対して

0.42%以上の比率で短繊維を混入することとした。 

 

２．４ 塩害対策用壁面材の性能評価 

 塩害対策用壁面材の性能を確認するため，実物大

の壁面材に対する曲げ試験と，壁面材と内壁安定ジ

オテキスタイルとの連結穴に対する引張試験を行っ

た。壁面材の曲げ試験の状況と試験後の壁面材を写

真-3 に示す。最大荷重発生時に，壁面材の中央にひ

び割れが発生したが，コンクリートが剥落するよう

な現象は生じなかった。曲げ試験で得られた荷重－

たわみ曲線を図-5 に示す。曲げ荷重がピークに達し

た後も，荷重が急激に低下することはなく，短繊維
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図-4 曲げ靭性係数と短繊維混入率の関係 

表-1 短繊維の混入量の算出結果 

条件 
作用曲げ

応力 

必要曲げ 

靭性係数 

短繊維の 

混入率 

製造時* 

(脱型時)
0.23N/mm2 0.56N/mm2 

fb=2.147k+0.374

→k=0.09% 

移動・ 

運搬時** 
0.59N/mm2 1.44N/mm2 

fb=3.820k-0.176

→k=0.42% 

補強土壁

構築時***
0.66N/mm2 1.61N/mm2 

fb=2.927k+0.523

→k=0.37% 

* 作用荷重：P=型枠の重量×(1+i)，i：衝撃係数（=0.3）

** 作用荷重：P=壁面材の重量×2 個×（1+i） 

*** 作用荷重：壁高 20m 相当の補強土壁で，排水層の砕石

により壁面材に作用する土圧の最大値（地震時：

31.5kN/m2）6） 

 

 

(a) 曲げ試験の状況 

 

(b) 曲げ試験後の壁面材の表面 

写真-3 塩害対策用壁面材の曲げ試験 
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による補強の効果が発揮されていると考えられる。

本マニュアルの設計計算で，壁高が 20m に相当する

補強土壁の壁面材に作用する設計荷重を図-5 中に

示してあるように，塩害対策用壁面材のひび割れ荷

重は設計荷重以上であることを確認した。内壁安定

ジオテキスタイルとの連結穴に対する引張試験は，

写真-4 に示すように，壁面材の背面にある連結穴に

通した鉄筋を油圧ジャッキで引っ張る方法で行った。

連結穴の引張荷重と変位の関係と，連結穴に作用す

る設計荷重を図-6 に示す。壁面材の連結穴は，設計

荷重に対して，十分な引張強度があることを確認し

た。 

 

３．おわりに 

 本報告では，二重壁補強土壁工法における塩害対

策の取り組みを示した。北陸地域では，写真-5 に示

すように，補強土壁の実現場に適用されている。今

後も，本補強土壁の設計，施工，維持管理について，

さらなる検討を行う予定である。 
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写真-4 連結穴の引張試験 
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図-6 連結穴の引張試験の結果 

 

写真-5 施工事例 
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建設機械による無人化・自律施工 
 

大成建設株式会社 技術センター 土木技術開発部 先端技術開発室 青木 浩章   
○大成建設株式会社 技術センター 土木技術開発部 先端技術開発室 片山 三郎   

 
１ はじめに 

無人化施工は，人間が立ち入ることが出来ない作業現場等において，作業箇所周辺のカメラ映像を

見ながら，ラジコン化した建設機械を安全な場所から遠隔操作して施工を行うものである。適用は，

雲仙普賢岳・有珠山等の火山環境下や，豪雨による土砂・洪水等の二次災害が懸念される箇所，福島

第一原子力発電所近傍の放射線環境下といった酷所環境下における災害復旧等の作業が殆どである。

よって，頻繁に適用される工法ではない上，1 回の工事期間が短期で終了する事例が殆どであること

から，無人化施工が可能な技術者および操作者は年々減少しており，緊急時の人材の確保が困難にな

ることが懸念されている。また，無人化施工は，操作者がカメラ映像を見ながら絶えず操縦桿を操作

するモニタ依存型であるため，熟練度が起因する施工速度，出来栄えのばらつきや，カメラ映像取得

のための設備機器と通信環境を要するという問題がある。 

一方，年々発展する MEMS1)・ICT2)技術は，計測機器や制御機器等として，GPS 測位衛星を使用

した情報化施工ツールや，CIM3)等の建設生産システムに寄与するもの等，建設業の中でも広く活用

されている。我々は，それらの技術を駆使し，無人化施工を行う操作者を支援するツールとして，作

業場所や状況を自ら判断し自律的に作業することができるような，高度なロボット技術を建設機械に

適用できないかと考えて研究開発を進めている。 

本論はこれまでの無人化施工技術の紹介と，次世代の無人化施工技術として期待される自律型建設

機械研究開発についての報告である。なお本論の自律型建設機械開発は，国土交通省建設技術研究開

発助成制度の課題採択を受けて，平成 24 年度から実施している。 

２ 無人化施工 

２．１ 概要 

 無人化施工技術には主に三つの技術で構成されている。建設機械を動かすための『遠隔操作技術』，

作業に必要な現場周辺のカメラ画像を伝送す

るための『映像伝送技術』および離れた場所

から出来上がった構造物を測定する『施工管

理技術』である。雲仙普賢岳に導入当初は，

どの技術も確立されたものではなかったため，

復旧工事を進めると共に様々な技術を考案し，

問題を解決しながら，無人化施工技術として

確立してきた。図-1 に無人化施工の概要図を

示す。 

 

図-1 無人化施工概要図 

1)MEMS：半導体デバイス，2)ICT：情報通信技術，3)CIM：Construction Information Modeling 
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２．２ 構成技術 

２．２．１ 遠隔操作技術および映像伝送技術 

 無人化施工当初は操作者が目視で操作できる距離（50m 程度）

での遠隔操作であったが，情報通信技術の発展に伴い目視＋画

像での操作（100m 程度）まで距離が離せるようになり，近年

では中継器を設けることで超遠隔操作（2 キロ程度）が可能で，

更にはインターネット回線利用で数十 km の遠隔操作の実例も

紹介されている。また，電波の種類としても雲仙普賢岳の全盛

期には特定小電力無線を用いていたが，電波干渉などの問題か

ら現在は 1 波で複数台操作可能な無線 LAN が主流となっている。図-2 に移動式操作室を示す。 

２．２．２ 施工管理技術 

 施工位置や地盤高さの確認が容易でない無人化施工において，GPS 測位技術が施工管理に有効であ

ることが雲仙普賢岳工事で実証されている。施工管理の手段としては構造物のコンクリート敷均し高

さや転圧回数，バックホウガイダンスによる丁張レスなどが挙げられる。現在ではこれらのシステム

は土工事や道路工事等に広く展開・適用され一般化され普及し始めている。図-3 に転圧管理システム

とバックホウガイダンスシステムを示す。 

  

 

 

 

 

 

 

３ 自律型建設機械の開発 

３．１ 開発目的 

 無人化施工技術は雲仙普賢岳で進化し活躍し

てきたが，現在でもいくつか問題点を抱えてい

る。その一つとして技術継承が挙げられる。無

人化施工は通常の有人施工と異なり，採用され

る現場が極端に少ない。そのため技術を継承す

る場も少なく，操作者の育成が進んでいない。

さらにモニタ依存型であるため，動画伝送のための高速大容量通信網の設置や多くのカメラ支援機器

が必要になる。これら現行の無人化施工が抱える問題点を解決するため，次世代の無人化施工システ

ムとなる自律型建設機械の開発を行った。今回対象とした建設機械は無人化施工適応の砂防ダム工事

における RCC コンクリート転圧作業に使用される 11t 級振動ローラ（SD451）とした。図-4 に現行

無人化施工イメージ図を示す。 

：センサ

GPS

※ガイダンス時のモニタと重機

図-3 無人化施工における施工管理実施例（左：転圧回数管理，右：バックホウガイダンス）

図-2 移動式操作室

図-4 現行無人化施工イメージ 
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図-5 次世代無人化施工システム

表-1 搭載センサ一覧 
分類 項　　目 適用センサ

姿勢検出 MEMS3軸ジャイロ

速度検出 回転センサ

ステアリング角検出 変位センサ

位置検出 自動追尾型トータルステーション

前方探査センサ ２Ｄスキャナ

車載カメラ ネットワーク型カメラ

機体状態

周辺状況

３．２ 開発概要 

従来無人化施工技術で抱える問題を解決するため，作業機械に人間の五感に代わるセンサ類を搭載

し，作業開始命令を与えれば建設機械自らが周辺状況を判断して作業を行う「自律型建設機械」の開

発である次世代無人化施工システムの開発を行った。図-5 に次世代無人化施工システムイメージを示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

３．３ 振動ローラによる自律型施工システム 

３．３．１ システム概要 

（１）システム構成 

システム構成を図-6 に示す。本システムは自動追尾型トータルステーション（以下 TS と記），振動

ローラ内の自律制御用 CPU，ホスト PC で構成されており，機器間は Wi-Fi で通信を行う。ホスト

PC では転圧回数や幅などの作業計画の入力を行う。また

TS はジャイロ補正情報取得のため，常時測距を行い，ホ

スト PC を介して振動ローラ内の自律制御用 CPU に位置

情報を転送している。一方，振動ローラでは自律制御用

CPU で，取得したセンサ情報をもとに周辺状況や機体姿勢

の把握，「慣性航法」による自己位置推定をしており，この

センシングに基づき駆動部を制御して自律走行および転圧

作業を行っている。 

（２）搭載センサ 

今回実証に使った振動ローラに搭載したセンサ一覧を表-1，センサ搭載状況を図-7 に示す。搭載し

たセンサは，機体状態と周囲状況の把握の用途に大きく分類される。また，センサ選定に当たっては

振動ローラの作業時振動に耐えられることを考慮して耐振動・衝撃性能の高い仕様のものを選んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 システム構成

図-7 センサ搭載状況 
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図-8 実証実験状況 

最大離れ約 400mm 

図-9 走行軌跡 

図-10 施工効率向上イメージ 

３．３．２ 自律施工の実証 

前述のシステムを搭載した振動ローラを用いて試験フィールド内で自律転圧作業実証実験を行った。

これによりこのシステムにおける転圧作業精度や耐

振動性を検証した。実験結果を以下に示す。 

（１）実験条件 

・転圧回数：2 回／レーン 

・転圧路：3 レーン 

・レーン長：25m 

・施工重複幅：0mm 

・走行速度：1km/hr 

（２）実験結果 

・自律作業は有/無振動における走行精度には大差がなく，搭載センサ類  

の耐振動性は十分であった。 

・車体中央を屈曲させ方向転換する方式であるアーティキュレート機構

の機械制御において，車体中央が屈曲する際に前後輪間で発生する不

規則な挙動は，演算を工夫し制御することができた。 

・重複幅に影響のある隣り合う二レーン間の最大離れは 400mm であっ  

た。図-9 に走行軌跡を示す。 

 

通常の転圧作業では，走行精度による転圧残しが無いよう隣り

合う二レーン間で施工重複幅を設定する。現在，無人化施工の施

工重複幅の基準は 500mm4)である。一方，今回の実験では施工重

複幅を 0mm で設定し走行させた時に最大 400mm 離れた。この

結果は，施工重複幅を 400mm で設定した時，転圧残しゼロが可

能であることを示している。この結果から現状 500mm である施

工重複幅を減じ，これに伴う走行レーン数の減少による施工効率

向上が期待できる。図-10 参照に施工効率向上イメージを示す。 

４ まとめ 

 無人化施工技術は，雲仙普賢岳等で行ってきた除石工・砂防堰堤構築等の土木工事の施工技術だけ

ではなく，あらゆる酷所環境下における作業技術として多用され，改良・発展してゆくことが期待さ

れている。しかしながら，適用工事は一般工事と比べて格段に少ないため，熟練者不足対応や対応建

設機械・設備の所有のあり方等について，施工者側が躊躇せざるを得ない状況もある。近年，国土交

通省は各地方整備局に油圧ショベル等の遠隔操作式重機を配置し，災害発生時における活用を行うよ

うになっている。また，本論で述べた自律型無人化施工も，これらの課題に対応する技術の一つであ

り，今後も無人化施工技術が適正に維持され国土の安全・安心に寄与していくことを期待したい。 

25m 

１
レ
ー
ン 

２
レ
ー
ン 

３
レ
ー
ン 

4) 雲仙普賢岳周辺砂防ダム等特記仕様書に記載 
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開放型耐震補強「ＳＭＩＣ工法」の開発 
 

名工建設株式会社 建築本部 建築技術部 ＳＭＩＣ事業課  稲田 誠   

 

１ はじめに 

   平成 17 年から建築物の耐震補強分野において、弊社特有の工法を保有して営業的に差別化を図

ることを目指し実施してきた「ＳＭＩＣ工法」の研究開発は、平成 24 年１月の(一財)日本建築防

災協会の技術評価（追加・変更申請）取得をもって、当初からの研究目標を達成した。 

本報では、本工法の特徴について報告する。 

 

２ 「ＳＭＩＣ工法」とは 

「ＳＭＩＣ（スミック）工法」とは、既存鉄筋コンクリート造と既存鉄骨鉄筋コンクリート造

建築物の柱・梁構面内に、鉄骨とビニロン繊維で補強されたコンクリートで構成されるプレキャ

ストＣＥＳ部材をエポキシ樹脂による接着接合にて一体化し耐震性の向上を図る耐震補強工法で

ある。補強により、曲げ耐力・せん断耐力が

増加する。補強後の柱の耐力は、既存部材と

補強部材の耐力の累加で表すことができる。 

また、ＣＥＳ部材が鉄骨コンクリートであ

るため、ＳＲＣ相当の靱性が期待できる。 

補強形状には、□型補強、門型補強、柱(Ｉ

型)補強の３種類がある。□型、門型はもちろ

んのことＩ型での補強においても、第二種構

造要素の解消が可能である。            ＳＭＩＣ工法 □型補強部材構成(例) 

 

３ 工法の特徴 

   以下にＳＭＩＣ工法の特徴を示す。   

① 壁の設置やブレースを必要としないため、補強後も人の通り抜けが可能であり、居住性・機

能性・採光性を損なうことなく開放的な補強ができる。 

② 既存柱・梁とプレキャストＣＥＳ部材は、エポ

キシ樹脂による接着接合としており、あと施工

アンカーの本数が非常に少ない上、コアドリル

によるアンカー穿孔なので騒音・振動・粉塵の

発生を抑制できる。居ながら施工が可能である。 

③ 補強部材をプレキャスト化していることから部

材の品質が安定し、現場での工期短縮が可能で

ある。                       プレキャストＣＥＳ部材 

－77－



４ 適用範囲 

   「ＲＣ耐震診断基準」および「ＳＲＣ耐震診断基準」による診断が適用可能である既存鉄筋コン

クリート造建築物(既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物も含む)で､コンクリート強度が、13.5Ｎ/

ｍｍ2 以上の既存建築物の耐震補強に適用する。プレキャストＣＥＳ部材の位置は、柱・梁構面

内に限る。また、ＣＥＳ部材の形状は、門型、□型及びＩ型の３種類がある。形状が門型もしく

は□型とした場合には柱・梁の両方に接着して設置し、Ｉ型とした場合には、柱の片側もしくは

両側に接着して設置する。原則として下階抜けにならないように最下層まで同型のＣＥＳ部材を

連続して配置する。なお、ＣＥＳ部材の形状が□型もしくは門型で、かつ、ＣＥＳ部材の幅の 1/2

以上が既存梁接するようにした場合には、既存梁を増打ちすることにより梁幅を拡大した場合（柱

幅を上限とする。）は、柱・梁構面内と見なす。この場合の柱脚部アンカーは、既存梁（梁主筋の

内側）に打設しなければならない。ＣＥＳ部材の幅は、既存柱・梁幅以下とし、かつ、柱と梁の

幅は同一とする。ＣＥＳ部材のせいは、既存部材のせい以下とする。また、内蔵鉄骨のせいは、

125ｍｍ以上とする。ＣＥＳ部材の断面積に対する内蔵鉄骨断面積は１６％を上限とし、補強後の

全断面積に対する内蔵鉄骨断面積は、4.5％（両側補強の場合は 6.7％）を上限とする。 

設計は、名工建設株式会社または株式会社 飯島建築事務所が行う。ただし、設計指導を受けた

ＳＭＩＣ工法推進協会の技術部会に所属する一級建築士事務所が行う場合もある。施工は、名工

建設および施工指導を受けたＳＭＩＣ工法推進協会の技術部会に所属する施工会社が行う。 

 

５ 設計上の留意点 

① 強度指標と靱性指標の評価は、「設計マニ

ュアル」に定められた方法による。 

② 補強効果は、加力方向に対してのみ有効

である。したがって、直交方向加力時に

おいては補強柱の軸耐力のみ有効となる。       各タイプ補強イメージ 

③ 補強後の残存軸耐力および軸支持能力は、既存柱の値に内蔵鉄骨と内蔵鉄骨コア内の繊維補

強コンクリートの断面を有効として累加して算定する。 

④ 必要に応じて、他の補強工法を併用することができる。ただし、ＳＭＩＣ工法の変形特性を

十分に把握して計画する。 

⑤ 袖壁・腰壁・垂壁が取り付く柱への補強は、補強効果がないものと見なす。そのため、補強

効果を有効とさせたい場合には、補強位置の各壁に耐震スリットを設けて純ラーメンとした

上で補強する。 

⑥ プレキャストＣＥＳ部材の脱落防止を目的として、梁および柱中央には仕様規定量のあと施

工アンカーを打設する。 

⑦ 下階抜けとならないように連層配置を原則とするが、上階からの応力が伝達可能であること

を確認(既存梁のパンチングシア耐力の検討、下階柱の検討)した場合は、この限りではない。 

⑧ 補強後の危険断面位置は、プレキャストＣＥＳ部材のフェイス位置とする。 
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６ 施工手順 

 ７ 施工実例 

   〇某大学附属図書館 （門型 スパン=４，４５０  部材ｂ=３００  Ｄ=５００）  

 

 

 

 

 

 

ＣＥＳ部材設置後・仕上げ前         ＣＥＳ部材設置後・仕上げ完了 

 

８ ＳＭＩＣ工法に関する特許等出願 

  ① □型補強   登録日：平成２１年１１月６日  特許 第４４００８３３号 

  ② 門型補強   登録日：平成２２年１月２２日  特許 第４４４５００７号 

  ③ 柱型補強   登録日：平成２２年１月２９日  特許 第４４４６４０１号 

  ④ ＳＭＩＣ工法 登録日：平成２１年１月３０日  商標 第５２０１０３２号 
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試験体 No.3 柱両側補強 D22 9mm

主筋降伏

フランジ降伏

最大耐力

最大耐力 484.5kN

-最大耐力 -447kN

横補強筋降伏なし

９ 技術評価 

  機関名   ：(一財)日本建築防災協会 

  技術評価事項：「ＳＭＩＣ工法（プレキャストＣＥＳ部材を挿入し

た耐震補強工法）」の適用範囲、架構の強度指標お

よび靱性指標の評価方法、部材および接合部詳細

の設計方法、施工品質管理、取付け工事標準施工

方法の妥当性。 

 

 

〇補強効果 靱性指標（Ｆ<1.27→Ｆ=1.27） 

 

 

 

 

 

 

          無補強 

 

 

 

 

 

 

補強後 

 〇補強効果 残存軸耐力 

 

 

 

 

 

 

     無補強（最終層間変形角 1/50）         補強後 (最終層間変形角 1/20) 

 

10 おわりに 

本研究開発には、実研究期間としておよそ 5.5 年費やしてきた。今後においても工法技術の維

持向上を図り、建築物の耐震補強分野においても社会貢献をしていく所存である。 
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一般県道清水小滝谷線道路災害復旧事業について

富山県 土木部 建築住宅課主任  清水 隆生  

１ はじめに

 一般県道清水小滝谷線（しょうずこたきだにせん）

は、富山市西部の旧山田村清水地区から旧婦中町外

輪野地区へ向かう県道です。途中の富山市山田沼又

地内は、幅員３．５メートルとせまく、急なカーブ

区間がある道路でしたが、山側を切り開いて拡幅及

び線形改良を実施し、平成１９年に供用しています。

 この山側斜面において、平成２３年９月の大雨に

より地すべりが発生したため、昨年度まで災害復旧

事業により対策工事を行いました。本稿ではその内

容について紹介します。

２ 地すべりの概要と対策工事の実施

２．１ 地すべり発生時の状況

 平成２３年９月１９日から２２日にかけて、台

風１５号が富山県に接近し、４日間の累計雨量が

２７５．５ミリ（気象台八尾観測所）という大雨

をもたらしました。

９月２３日の夜に、県道の切土法面の一部が変

状しているという連絡が入り、翌２４日には、法

面表土の一部が県道に流出しているのを確認しま

した。このため、現道を閉鎖し、現道の東側に残

っていた旧道を迂回路とする措置をとりました。

写真－１ 土砂流出状況

写真－２ 迂回路設置状況

迂回路現道閉鎖

写真－３ 滑落崖の状況
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図－１ 伸縮計等変位量の推移

 その後、現地を調査した結果、複数の滑落崖や開口亀裂を確認したため、地すべり活動であると判

断しました。

２．２ 地すべり活動の観測

 地すべりの状況を把握するため、伸縮計を設置し、光波測量機器による定点観測もあわせて行いま

した。その結果、平均で日あたり１０ミリ以上、最大で日あたり１００ミリ以上の変位がありました。

２．３ 応急対策工の実施

 対策工を検討するにあたり、地すべりの発生機構を明らかにする必要がありますが、このように地

すべり活動が活発な状況では、必要な調査を行うことができないため、応急対策として、前面に押さ

え盛土（盛土高５メートル）を施工することにしました。

 押さえ盛土が完成した１２月１５日以降、変位量は日あたりおおむね１ミリ以下となり、地すべり

活動は緩慢化しました。

２．４ 調査及び解析、対策工法検討

地すべり活動が緩慢化した平成２４年１月から、地すべり解析に必要な調査に着手しました。

調査内容は、ボーリング調査、及び孔内傾斜計による地中変位観測、水位計による水位観測で、主

測線方向に３箇所、横断方向に２箇所設置しました。

ボーリング調査の結果、地表から深度約５メートルまでは、N値が５以下の崩積土が堆積しており、

それよりも深い場所では、N値が５０以上の泥岩が存在することが確認されました。

孔内傾斜計による観測では、地質境界面付近で変位が見られたことから、この境界面付近で地すべ

りが発生していると推測されました。

押さえ盛土高の推移

伸縮計・定点観測変位量の推移

押さえ盛土完了

H23.12.15
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図－２ 調査結果による地すべり面の推定（主測線方向）

すべり面
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簡易 吹付 法枠 工

アン カ ー工

暗渠 工

明 暗 渠 工

暗 渠工
▽200.00

押 さ え盛 土

排土 工

図－３ 対策工断面図

これらの調査結果により、地すべり面や、地下水位の深度等を決定し、安定解析を行いました。

（地すべりの概要）

・長さ 約５０メートル

・幅  約５０メートル

・深さ 約５メートル

・すべり面の形状：直線的なすべり面と推定

・すべり面強度 粘着力 C=5ｋN／㎡（すべり面の平均鉛直層厚より推定）

        せん断強度 φ＝14.6°（現況安全率を 0.98とし、逆計算により推定）
・地すべり土塊の単位体積重量 γ＝15.5ｋN／㎥（ボーリング調査時の土質試験結果より）

地すべり対策工としては、地表水、地下水排除工、排土工、押さえ盛土工などの抑制工と、杭工や

アンカー工などの抑止工がありますが、安定解析の結果、１：２．５の勾配で排土することにより、

計画安全率（１．１５）が確保できるという結果が出たため、経済的に有利な排土工を選定しました。

２．５ 対策工事の着手

平成２４年５月より災害査定の本省との事前協議が行われ、７月に現地査定、９月に工事契約をし、

対策工に着手しました。

すべり面は、 
認められない 
(孔内傾斜計観測) 

すべり面 
(孔内傾斜計観測) 

地下水面

地すべり面
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図－４ 対策工（変更後）断面図

 地すべり部分の排土を施工する前に、地すべり範囲の頭部処理として、グラウンドアンカーを施工

しました。

アンカーの施工にあたり、引き抜き試験を行ったところ、設計荷重をかける前に引き抜けたことか

ら、当初想定していた周面摩擦抵抗の値よりも低いことがわかり（τ＝０．６→０．３３MN／㎡）、

アンカーの長さを変更しました。（当初設計よりも１．５メートル長いものを使用。）

このアンカーの材料調達に日数を要したため、平成２４年度内に工事を完成させることができず、

繰り越すこととなりました。

３ 新たな地すべりの発生

 平成２５年３月初旬には現場に積雪がなくなり、

工事を再開し、平成２５年４月、排土工がほぼ完了

したため、前面に施工していた押さえ盛土を撤去し

たところ、当初の地すべりブロック内で新たな地す

べりが発生しました。

 このため、地すべり前面に押さえ盛土を再設置す

るとともに、亀裂発生箇所にブルーシートを設置し、

地すべりの拡大を防止しました。

新たなすべりに対する対策工を早期に実施するた

め、１７箇所で簡易貫入試験を実施し、すべり面ま

での深度を確認しました。その結果、すべり面までの深度は２メートル以下であると推定されました。

これに基づき機構解析を行った結果、部分的に当初想定よりもすべり面が深い場所があることがわ

かり、安定のバランスが崩れ、新たな地すべりが発生した可能性があることがわかりました。

 当初設計のように、ボーリング調査等の限られたデータから地すべりの全容を把握することは困難

であるため、新たな地すべりに対する対策工として、すべり面までの全面排土を行うこととし、工事

を再開しました。平成２５年１２月に工事は無事完成し、もとの県道を供用しました。

４ おわりに

 地すべりが発生してから工事が完成するまで約２年３ヶ月にわたり片側交互通行を行いました。周

辺には迂回路がないため、特に積雪期間は地元住民に不便をかけることになりましたが、地元の協力

のもと、無事工事を完成することができました。

写真－４ 新たな地すべりの状況
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バルーングラウト工法 

 

東亜建設工業株式会社 土木事業本部防災事業室 室長  大野 康年   
 

１ はじめに 

 近年，空港滑走路等の液状化対策，岸壁・護岸裏埋土砂の吸出し対策等，恒久型薬液（特殊シリカ液）

を用いた薬液注入工法が多く適用されている．この理由として，同工法が a)既存施設の直下地盤の改良

が可能であること，b)既存施設を供用しながらの施工が可能であること，c)狭隘箇所への適用が可能で

あること等が挙げられる．しかしながら，従来の薬液注入工法は，1)削孔経路および注入管の沿った薬

液の逸走，2)局所的な注入圧力の増大による地盤割裂といった施工品質上の課題，3)配合時の部分ゲル

発生による薬液シリカ濃度の低下といった薬液品質の課題，および 4)改良体の発現強度が qu=100kN/m2

程度といった薬液性能の限界があった． 

バルーングラウト工法（図－1）は，ボーリングマシンにて地盤を

削孔(φ96mm)し，恒久型薬液を地盤に低圧にて注入することで地盤

強度を高める地盤改良工法である．同工法は，薬液注入時の削孔経

路に沿った薬液の逸走を防止するために注入外管に瞬結材充填によ

るバルーンを装着するとともに，注入口にネットを装着することに

より球状の改良体が形成可能な工法である．さらに，薬液の配合順

序を工夫することにより，薬液配合時の部分ゲル発生率を 5%以内

に抑え、薬液シリカ濃度の低下を防ぐことが可能であること，従来

の特殊シリカ液に加え，高シリカ濃度の特殊シリカ液を用いて改良

体の強度増加を可能にした技術である． 

同工法は，2008 年に開発されて以来，2014 年 6 月現在で 43 件の施工実績がある．その内訳は，液状

化対策(港湾・空港等)32 件，岸壁・護岸裏埋土砂の吸出し対策：8 件，止水対策 2 件，土圧軽減対策 1

件およびすべり対策 1 件である．また，平成 23 年に既設護岸直下の液状化対策技術として土木学会四国

支部技術活用賞を受賞するとともに，平成 25 年には一般財団法人沿岸技術研究センターが定める港湾関

連民間技術の確認審査・評価に基づき評価証（第 13002 号）を取得している． 

本文では，施工方法，特長，適用範囲について述べるとともに，東日本大震災における改良地盤の効

果（仙台塩釜港）について報告する． 

 

２ 施工方法 

 施工方法は，削孔工、バルーン充填工、薬液注入工により構成される． 

２．１ 削孔工（図－2 ①②） 

 削孔は，鉛直・斜め削孔にはロータリーパーカッション式のドリリングマシン，曲り削孔には曲り削

孔機を使用する． 

２．２ バルーン充填工（図―2③④） 

図－１ 工法概要 
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バルーン用バルブ 

注入口バルブ 

 バルーン充填は，薬液注入時の削孔経路に沿った薬液の逸走を防止する目的で実施する．バルーン充

填工では，ダブルパッカー付きのバルーン充填用内管を注入外管に挿入し，バルーン用バルブに 20 秒以

内でゲル化する瞬結型特殊水ガラスを充填する．バルーン充填完了後は，注入外管内を洗浄し，洗浄水

はプラントにて中和処理する． 

２．３ 薬液注入工（図―2⑤⑥） 

 薬液注入は，事前に現地注水試験を実施し，適正な注入速度を設定して注入計画を立案する．注入計

画は，現場作業条件，改良範囲より所要の性能を有する施工機械を使用し，効率的な改良効果が期待で

きる注入手順を設定する．なお，本工法では，1 セットあたり 16 注入ポイント同時に薬液を注入するこ

とが可能で，これらの注入速度および注入圧力をリアルタイムで管理するための集中管理監視システム

を設置する． 

 
図－２ 施工手順 

３ 技術的特長 

 主な技術的特長を以下に示す． 

３．１ 削孔軌道および注入管に沿った薬液の逸走を確実に止める技術 

 本工法は，20 秒以内でゲル化する特殊水ガラス系薬液（瞬結材）

を注入管と地山との隙間を充填することで注入管と地山との隙間

への薬液の逸走防止性能を向上させている（図－１）。具体的には，

注入管の注入口の上下に二つのバルーンとバルーン間に瞬結材の

吐出口を配置し，瞬結材充填によるバルーンの膨張と削孔地山周

辺地盤への瞬結薬液の注入により注入管と地山との隙間への薬液

の逸走を防止する。 

３．２ 均一な薬液吐出による球状の改良体を形成する注入技術 

 本工法は，薬液を吐出する注入口の周りにネットを設置することでネット全体から薬液が均一に吐出

される（写真―1）。これにより，球状の改良体を形成することが可能である（写真－2）。 

３．３ 薬液配合時の部分ゲル発生低減技術 

 本工法は，恒久型薬液の配合手順として，水に酸を混合した後，特殊水ガラス、コロイダルシリカを 

写真－１ 注入外管 
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混合する．この配合手順は，混合時の部分的な中性化，すなわち

部分ゲルの発生を抑制する効果があり，部分ゲル発生に伴う薬液

シリカ濃度の低下を防ぐことができる． 

３．４ 高シリカ濃度特殊シリカ液 

 従来の特殊シリカ液は，薬液シリカ濃度が 10%を超えるとゲ

ル化速度が速くなるため前述したような配合順序を工夫しても

配合時に部分ゲルが発生し，薬液の配合が困難でしあった．本工

法では，従来の特殊シリカ液に緩衝剤を添加することでゲル化速

度を抑制し，安定的な配合を可能にしたこと，および遠心力を用

いた新しい攪拌方法（図―3）の開発により 16%濃度までの特殊 

シリカ液の配合を可能とている．参考として，高シリカ濃度薬液により改良された改良豊浦砂の一軸圧

縮強さ（室内）と薬液シリカ濃度の関係を図―4に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 特殊攪拌機         図－４ 一軸圧縮強さ～薬液シリカ濃度関係 

 

４ 適用範囲 

 本工法は，護岸・岸壁等の港湾施設，空港滑走路・誘導路等の空港施設，海岸・河川堤防，タンク基

礎等の耐震対策の他に岸壁・護岸背面砂地盤の吸い出し対策，止水対策，地盤強化・支持力増強等に適

用可能である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 空港滑走路の液状化対策       図－６ 岸壁・護岸裏埋土砂の吸い出し対策 

  

写真－２ 改良体発掘写真 

[羽田空港現地実証実験] 
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改良エリア 

５ 東日本大震災における改良効果 

 バルーングラウト工法による地震時の改良効果は，M9.0 を記録した 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平

洋沖地震時に仙台塩釜港仙台港区中野地区岸壁にて確認されている． 

図―7に岸壁の改良断面を示す．同工法は，岸壁背面の改良エリア（改良層厚 3.5m）に適用し，改良

強度は，qu=100kN/m2，改良率は，100%である．写真―3,4 に震災前後の現地状況を示す．未改良エリ

アでは液状化による 30～40cm の沈下や噴砂現象が確認された．一方，改良エリアでは，3cm 程度の沈

下にとどり，改良範囲下に未改良の液状下層が存在することを考慮すると同工法の改良効果は十分あっ

たと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 改良断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真―３ 震災前               写真－４ 震災後 

 

６ まとめ 

バルーングラウト工法は，既存構造物の直下および周辺地盤の地盤強化に有効な工法である．今後は，

現行基準を満足しない既存の岸壁・護岸、空港滑走路・誘導路、河川・海岸堤防、地下埋設物等の液状

化対策および岸壁・護岸背面砂地盤の吸い出し対策等に提案していきたいと考えている． 
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没水型港内長周期波対策構造物 

 

（株）不動テトラ ブロック環境事業本部 総合技術研究所 松本 朗     

（一財）沿岸技術研究センター（研究当時不動テトラ）   田中 真史    

（株）不動テトラ ブロック環境事業本部 技術統轄部   錦織 和紀郎   

北陸技術部   日名 敏泰    

北陸技術部   浜口 正志    

 

１ はじめに 

多くの港湾で長周期波による荷役障害が問題となっている．対策の一つとして，防波堤背面に設置

されるマウンド構造物が提案されているが，断面の小型化が求められている．また，越波に対する安

定性については明らかとなっていない．そこで本研究では，天端が静水面に位置する没水型断面を提

案し，水理模型実験により、まず消波特性を明らかにした．次に，越波に対するマウンド被覆材の安

定性を検討した．さらに，消波ブロックの所要質量算定図を作成した．これにより，没水型港内長周

期波対策工の断面設計が可能となった． 

 

２ 消波特性の検討 

２．１ 実験方法 

実験には，長さ 50 m，幅 1.0 m，高さ 1.5 mの二次元造波水槽を用いた（図－１）．水槽内に長さ 27 

m の港内の一様水深部を再現した．入射波は現地量（以下，数値は全て現地量）で周期 30sから 120s，

波高 0.25 mから 1.5 mまでの規則波とした．反射率解析用の波高計は，水平床の中間部に設置した．

反射率は合田ら（1976）の入・反射波分離推定法を適用して求めた．検討断面は既存の干出型，およ

び天端が静水面に位置する没水型とした（図－２）．干出型は非越波である．マウンドを基礎捨石（50

～200 kg/個）で形成し，被覆層に用いる材料の種類や大きさを変えて実験を行った． 

２．２ 実験結果 

図－３に，干出型および没水型の波高と反射率の関係を周期別に示す．被覆材はどちらも 1t/個の被

覆石である．同一の周期に対して，没水型は干出型より反射率が低いことが分かる．周期が長くなる

と反射率は大きくなり，また，波高が増大すると反射率は小さくなる．図－４は，潮位変化を考慮し

て干出型と没水型の性能を比較したものである．干出型については被覆石で，また，没水型について

は 8 t 型消波ブロックで被覆層を形成し，水深 h を 10 mから±1.5 mの範囲で変化させた．波高は 0.5 m

とし，反射率はデータを線形近似して算出した．干出型の反射率は水深の増加に伴って緩やかに増加

する．一方，没水型は V 字形の分布を示すが，±1 m の範囲で干出型を超えることはなかった．すな

わち，消波ブロック二層被覆形式の没水型は，天端を静水面に設定することで，±1 mの潮位変化があ

っても干出型より反射率を低く抑えられることが確認された．図－５は，構造物幅 30 m の断面にお

いて，水深を 7 mから 16 mまで 4段階に変化させたときの B* / Lと反射率の関係を示したものである．

ここで，B*は構造物断面の没水部をそれと等しい高さの矩形に置き換えたときの幅（図－６）である．
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若干のばらつきはあるものの，反射率の実水深依存性は認められず，反射率は B*
 / L で算定可能であ

ることが示された． 
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図－１ 反射率測定実験の造波水路内の状況（模型量，単位：m） 

【干出型】 【没水型】 
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図－２ 実験断面図（模型量，単位：m） 

図－３ 干出型と没水型の反射率の比較      図－４ 水深と反射率の関係 
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図－５ B* /L と反射率の関係    図－６ 没水型マウンド構造物の模式図 
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３．越波に対する安定性の検討 

３．１ 実験方法 

実験には長さ 50 m，幅 1.0 m，高さ 1.3 mの二次元造波水槽を用いた．実験断面を図－７に示す．

防波堤の断面諸元および設計波は，港内長周期波対策の検討実績のある港湾から抽出した外防波堤の

条件の内，一般的な 6 断面の平均値とした．すなわち，設置水深 h = 17 m，静水面上の天端高 hC = 0.6HD

（HD：設計波高 7.5 m），ケーソン天端幅 B = 18 m，入射波の有義波周期 T1/3 = 14 sである．マウンド

の天端高は静水面に合わせた．天端幅 BM は 15 mおよび 30 mとした．法勾配は 1:1.5とした．マウン

ドは基礎捨石（50～200 kg/個）で，被覆層は被覆石（1 t 内外）およびテトラポッド（8 t～59 tの 5 種

類）の二層被覆で形成した．実験波は不規則波として，有義波高 H1/3は 0.4HD から段階的に増加させ

た．同一波高ランクにおける作用波数 N は，1000波とした．波高ランクごとのマウンドの修復は行わ

ず，被覆材の被害は累計で算定した． 

 

 

 

 

 

 

３．２ 実験結果 

天端幅BM = 30 mのマウンドの被覆層を被覆石（二層厚w = 1.5 m）で形成し，実験波を作用させたと

きの断面形状の変化を図－８に示す．有義波高の増加に伴ってマウンド天端の侵食が進行し，有義波

高が設計波高の0.8倍になると，その深さは被覆層を超えた．また，飛散した石材は天端に一時的に堆

積したが，波高の増加に伴って法面に堆積するようになった．設計波入射後，天端は大きく侵食され，

法先は当初の法線から岸側へ約5 m前進した．したがって，条件によっては被覆石では安定を確保出

来ない場合があることがわかる．図－９に，被覆層を被覆石およびテトラポッドで形成し，設計波高

HDまで波を作用させた後のマウンド天端の無次元断面形状を示す．被覆層を被覆石で形成した場合，

マウンド天端幅によらず基礎捨石が大量に流出した．一方，テトラポッドで被覆した場合，BM = 30 m

のときは8 t以上，BM = 15 mのときは15 t以上のブロックであれば，侵食は基礎捨石マウンドまで至ら

ず，捨石の大量流出は認められなかった．図－１０に，テトラポッド被覆の場合の断面諸元別の変形

レベルSを示す．被覆層は15 tのテトラポッド(w = 3.8 m)で形成した．BM = 15 mにおいては，静水面上

のケーソン天端高hCを1.0HDに嵩上げしたケースも実施した．ここに示すとおり，ケーソン天端高が高

いほど，またマウンド天端幅が広いほど変形レベルは小さかった．また，港外側消波工ありの断面の

変形レベルは，断面諸元によらず消波工なしよりも小さかった．図－１１は安定実験の結果を取りま

とめて作成した消波ブロックの所要質量算定図である．この図は，港外側消波工なし，ケーソン天端

hC=0.6HD (1.0HD) 

17.0 

18.0 BM=15.0 (30.0) 

越波水塊 
没水型長周期波対策マウンド構造

基礎捨石 （消波ブロック） 

ケーソン 

 
1:
1.
5 

 1:4/3 

 1/30 

港外側 港内側 

図－７ 実験断面図（現地量，単位：m） 
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高0.6HD，マウンド幅2.0HDの条件に対するものであり，許容被災度をパラメータとして複数のカーブ

で示されている．たとえば設計波高が7m，許容被災度を0.3とすると所要質量は38tと算定される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ むすび 

天端が静水面に位置する没水型断面の消波特性を水理模型実験により調べた．没水型は干出型より

長周期波の反射率を低減でき，特に消波ブロック二層被覆形式はその効果が安定的であった．また，

越波に対する安定性を検討し，テトラポッドの所要質量算定図を提案した． 
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図－８ 断面形状の変化         図－９ 設計波作用後の天端の形状 

図－１０ 変形レベルの比較          図－１１ 所要質量算定図 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0

設計波高 HD (m)

所
要

質
量

 M
 (

t)

N0=0.0

N0=0.3

N
0
=1.0

N0=2.0

テトラポッド

ケーソン天端高:0.6H
D

マウンド天端幅:2.0H
D

港外側消波工なし

－92－



 

 

第２会場 

 

第Ⅱグループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



下新川海岸の水防警報発令判断プログラムの改良について 
 

北陸地方整備局 黒部河川事務所 調査課 北川 正良   
調査課長 伏木 裕二   

 
１ はじめに 

下新川海岸は、２

００８年２月２４日

の寄り回り波と呼ば

れる高波来襲により

甚大な被害を受け２

００９年３月に全国

の直轄施工海岸で初

めて「水防警報海岸」

に指定された。 

図－1 に下新川海岸水防警報指定区域を示す。水防警報海岸の指定を受けて、２００９年度に水防

警報を適格に発令するため田中観測所の波高予測を含む「水防警報発令判断プログラム」を構築した。

「水防警報発令判断プログラム」構築から４年が経過していることから、その後の気象データと佐渡

島弾崎観測所の観測データを取り込んだ「水防警報発令判断プログラム」の精度向上を図った。 
２ 概要 

２．１ 下新川海岸に来襲する波の特性 

下新川海岸は、日本海外洋に面する生地以東と能登半島により外

洋からの波が遮蔽される富山湾内に位置する生地以西に 2 分される。

図－２に下新川海岸の来襲波浪特性を示す。生地以東では２００８

年２月２４日に見られた日本海を北海道沖から日本海中部を通過し

て来襲する「寄り回り波」と呼ばれるうねり性で周期の長い波（図

－２①、以下「寄り回り波」と呼ぶ．）と、冬季北西季節風による周

期の比較的短い風波（図－２②、以下「風波」と呼ぶ．）が来襲する。

生地以西では、外洋からの波は遮蔽されるため、富山湾内で発達す

る風波（図－２③、以下「湾内風波」と呼ぶ．）が卓越する。 

２．２ 下新川海岸水防警報発令基準とうねり（寄り回り波）の暫定予測式 
下新川海岸では、来襲する波浪特性を踏まえ表－１に示す水防警報と発令基準を設定した。下新川

海岸において特に重要となるうねり（寄り回り波）の場合の水防警報の発令状況は「うねりの判定」

と「予測式」により判断される。水防警報発令基準で示されるうねり（寄り回り波）の判定フローを

図－３に示す。２００８年２月の寄り回り波の来襲時に長周期波の北からの伝播が明確に捉えられて

いる下新川海岸の北側に位置する酒田波浪観測所、本泊風況観測所のデータから判定している。 

図－２ 来襲波浪特性 

図－１ 下新川海岸水防警報指定区域図 
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表－１ 下新川海岸水防警報発令基準 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
波高・周期の予測式は、波高６．

０ｍ、周期１２秒を越えるような高

波の記録は、下新川海岸では２００

８年２月２４日の１度限りである

ため、この時経験した波浪に対して

必要な対応をとることに重点を置

いて、波高のピークおよびピークの

時刻の予測手法を設定している。２

００８年２月高波浪時の下新川海

岸田中観測所の波高・周期と、酒田

におけるそれぞれ６時間、８時間、

１０時間、１２時間前の時点での波

高の相関を求めたところ、酒田の観

測所での８時間前の波高・周期の相

関が高いことが確認された。 

うねりの来襲が確認された酒田の

波高・周期と田中の波高・周期を用

いて田中におけるうねり（寄り回り

波）の予測式を相関より求めた。相

関係数が高く、また、予測波高が最 

も高くなった２００８年２月２４日発生時の波高の時差８時間とした場合の相関式を図－４に示す暫

定予測式としている。 

図－４ うねり（寄り回り波）の暫定予測式（酒田観測所と
田中観測所【下新川海岸】の相関式） 

図－３ 下新川海岸におけるうねり（寄り回り波）の判定フロー
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２．４ 水防警報の発令状況 
水防警報は現在までに以下に示すように３回発令されているが、そのすべては風波と判定されてお

り、うねり（寄り回り波）と判定された波浪においての水防警報発令実績はない。 

・2009 年 10 月 8 日 待機準備、距離確保準備、距離確保、距離確保解除、解除 

・2011 年 9 月 21 日 待機準備、解除 

・2013 年 10 月 16 日 待機準備、解除 

２．５ 課題 
現在、下新川海岸におけるうねりの判定フローと波浪予測は、２００８年２月２４日程度の高波を

対象として設定されており以下の課題がある。 

・図－３に示す高波浪（寄り回り波）発生の条件を外れたものはすべて風波と判定されるが、実際に

は２００８年２月２４日ほど大きくはないうねり性の波浪に対しての判断基準が必要。 

・現状の波高予測式は高波浪（寄り回り波）が対象となっており、図－３の条件から外れると予測精

度が低下し、中規模程度の波浪に対して次の水防活動への対応判断が難しい。 
３ 検討方法 

課題等への対応を含めて、２００８年２月２４日の高波災害を踏まえて設置された佐渡島弾崎波浪

観測所の観測データを踏まえてうねりに対する精度向上を検討する。 

３．１ 弾崎波浪観測所 

日本海北部沿岸で発生する高波がうねり(寄り回り波)となって

富山湾沿岸に来襲する可能性を精度よく予測するため、佐渡島弾

崎沖に波浪観測所を設置した。図－５に佐渡島弾崎波浪観測所の

位置図を示す。２０１０年１月２６日から観測を開始している。 

３．２ 弾崎観測所との相関 

現状では酒田観測所と田中観測所の波浪観測の時差について８時間が最も相関が高いとされ、弾崎

観測所は酒田観測所と田中観測所のほぼ中央付近に位置していていることから２時間、４時間、６時

間の時差についての相関を把握した。 
図－３でうねりと判定された場合、又は周期が

長くうねりの可能性がある場合の弾崎と田中に

おける周期の相関を図－６に示す。うねりの可能

性とは①～③まではうねりの判定で④の本泊の

判定条件で風波と判定された波としている。 

・弾崎と田中では、２時間の時差、４時間の時差

となるに従って相関係数 R2 が大きくなる。 

・６時間の時差となると大きくなる場合と小さく

なる場合が見られ、弾崎と田中の時差は４～５

時間程度と推定される。 

風波と判定された場合の弾崎と田中観測所における周期の相関を図－７に示す。 

図－５ 弾崎波浪観測所位置図 

図－６ うねり判定の弾崎と田中の周期の相関 

図－７ 風波判定の弾崎と田中の周期の相関 
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・風波と判定された場合には時差による相関係数のばらつきがあり、特徴的な傾向はない。 
以上より、図－３のうねりの判定式により田中観測所の来襲波浪を分類して周期の相関を求めた場

合、うねりと風波による特性の違いが見られる。弾崎観測所と田中観測所は、酒田観測所と田中観測

所の相関と同様に時差を持った相関関係を有しており、寄り回り波の特性となる北からのうねりの特

性を観測している。 

４ 検討結果 

４．１ 弾崎観測所を用いたうねり判定予測精度の向上 
弾崎観測所と田中観測所との周期の相関から、弾崎波

浪観測所は周期による北から来襲するうねりの特性を捉

えていると推定され、弾崎観測所におけるうねりの条件

を追加することによってうねり判定の予測精度向上を図

ることが可能となる。 

寄り回り波の特性となる北から周期の長い波浪が伝播

してくる特性を踏まえて田中観測所より北にある弾崎観

測所の周期の条件を判定基準に加えることにより予測精

度の向上を図ることができる。 

前述した課題（高波浪と風波の中間的な波の来襲の判断）に対

応するため、図－８に示すように既往の判定フロー判定に弾崎観

測所と田中観測所の相関式よりうねり（中規模）を判定するフロ

ーを追加する。 

４．２ 弾崎観測所を用いた波高予測精度の向上 

課題で述べたように、２００８年２月に来襲したような高波浪

に特化した予測式となっているため、弾崎観測所の波高を用いて

田中観測所における波高の予測精度の向上について検討した。弾

崎と田中の相関が最も高いのは図－９に示す２０１３年４月７日 
～４月９日の時差を４時間とした場合の０．８８１となり、これをうねり（中規模）に対する波高予

測式として採用することとした。 

５ 考察・まとめ 

・弾崎観測所は富山湾の寄り回り波の特性となる北からのうねりを観測していることが明らかにし、

下新川海岸におけるうねりの来襲予測に対する弾崎観測所の有効性を示すことができた。 

・弾崎観測所の観測データを用いて、中規模の波高に対する判定フローと波高予測式の見直しに従い

弾崎観測所による予測式を加えた水防警報発令判断プログラムを改良した。 

・水防警報発令基準策定後、うねり（寄り回り波）の判定となる高波浪・長周期の波浪の来襲はなか

った。そのため、２００８年２月に来襲したような高波浪（寄り回り波）に対する予測精度の確認、

向上はできなかった。 

 

図－８ 下新川海岸におけるうねり（寄
り回り波）の判定フローの見直し案 

図－９ うねり（中規模）の暫定
予測式（弾崎観測所と田中観測所

【下新川海岸】の相関式） 
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厳しい施工条件下でも対応可能な液状化対策技術－SAVE-SP 工法－ 
 

株式会社不動テトラ 地盤事業本部 第一研究室   室長  鈴木 亮彦  

北関東支店   研究室 リーダー  伊藤 竹史  

主任 ○高山 英作  

 

１ はじめに 

 1964 年に発生した新潟地震にて液状化被害が大きく取り上げられ、それ以降、大地震の度に砂地盤

の液状化現象に起因する構造物の被害が発生している。一方で、締固め等の地盤改良技術によって液

状化現象を防止できる事が確認され、液状化対策の重要性が認識されてきた。近年では、既設の河川

堤防や供用中の空港滑走路の耐震性向上のため、狭隘地や構造物直下でも適用可能な液状化対策工法

が求められている。サンドコンパクションパイル（以下 SCP と呼称）工法は液状化対策工法として一

般的であるが、大型施工機を用いるために、施工スペース等の制約により適用できない場合が多い。

そこで、砂の圧入を小型施工機で行う事で、コスト削減、環境負荷低減を実現した砂圧入式静的締固

め工法（SAVE-SP 工法）を開発、実用化した 1）。本稿においては、砂圧入式静的締固め砂杭工法の概

要と北陸地方における施工事例について報告する。 

 

２ 工法概要 

２．１ 概要 

 SAVE－SP 工法とは、流動化させた砂を小型施工機のロッドを通じて地盤内に圧入することにより周

囲の地盤を静的に締固める工法である。改良原理は、SCP に代表される密度増大による締固めである。

使用する機械は小型施工機であるため狭隘地での施工が可能であると同時に、SCP がもつ改良効果の

確実性や砂を母材としていることから地盤となじみやすく環境負荷の小さい工法である。 

 

２．２ 流動性を付与した砂（流動化砂） 

流動化砂とは、材料砂と環境に配慮した

特殊な流動化剤（アニオン系高分子材料）

を添加・混練し、その保水効果で間隙水の

粘性を高めるとともに砂と水との分離を抑

制させ、ポンプ圧送を可能にした流動状態

の砂のことを言う。実際にプラントで製造された流動化砂を図-1 に示す。砂を地盤中に圧入して周辺

地盤を締固めるという工法の原理上、この流動化砂には圧送時に管内で閉塞しないための適度な流動

性（保水性）と、地盤中に圧入した際に一定の密度以上になるための適度な脱水性（排水性）という、

相反する性質が要求される。また、地盤内への圧入後に流動化剤の効果が消失する（塑性化：電気的

に流動化剤を中和凝固させることにより、水と分離させ、元の砂の状態に戻す）ように、流動化砂に

は遅効性の塑性化剤（カチオン系高分子材料）も添加する。

  

親水基と分子網内部に水分を保持

土粒子

高分子

流動化した状態

図-1 流動化砂の状態模式図 
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２．３ 添加剤の安全性 

 本工法で使用する流動化剤と塑性化剤はともに中性であり、周辺地盤の水質（pH）への影響は特に

ない。化学物質の安全性に関しては、いずれも PRTR 法（環境省：化学物質排出把握管理促進法）にお

ける毒性指定化学物質の第 1 種・第 2 種に該当しない。また、流動化剤と塑性化剤を添加した流動化

砂の安全性に関しては、土壌汚染対策法に準じた溶出試験並びに含有量試験ともに不検出で、土壌に

対する安全性は確認されている。さらに、流動化砂の間隙水を用いた魚類による急性毒性試験[96 時

間 LC50]（JIS K 0102-2008）では、試験最大濃度 1,000mg/L でヒメダカの死亡等はないという結果を

得ており、魚類に対する安全性も確認されている。 

 

２．４ 施工機械 

 本工法で使用する施工機械は図

-2 に示すように、ロッドを貫入す

る小型施工機、圧送ポンプ、流動

化砂製造プラント、材料投入のた

めのバックホウからなる。小型施

工機は 3m×6m 程度の占有面積で、地中に貫入するロッドはφ100mm 程度である。プラントはバッチ毎

に流動化砂を製造するもので、搬入した砂への加水、流動化剤および塑性化剤の添加・混練を行う。

ポンプはピストン式で、材料の吸込と吐出を連続して行う。ピストン速度を変えることで流量調整が

可能である。ポンプと施工機の離隔は 100m 程度まで対応可能である。 

 

２．５ 施工方法 

 図-3 に SAVE-SP 工法の施工フローを示す。①所定深度までロ

ッドを貫入、②φ700mm 相当の流動化砂をロッド先端から排

出・圧入、③ロッドを所定の高さまで引きあげる、④所定深度

まで②～③を繰り返す事で従来の SCP と同等の品質の締固めを

行うことができる。締固め機構の概要図を図-4 に示す。ロッド

から地中に排出された流動化砂は圧力で脱水され、締まりなが

ら拡径される。同時に周囲の地盤は締固められる。このときい

くらかの流動化剤は間隙に残るが、時間経過に伴い塑性化剤の

効果で凝集し、その後は通常の砂に戻る。 

 

３ 北陸地方における適用事例 

３．１ 供用中の空港における適用事例 

新潟空港では平成 19 年度より空港基本施設の検討を行い、平

成 21 年度より滑走路の液状化対策事業を進められている。供用中の空港における既設滑走路直下が改

良範囲となるため、①既設舗装直下で改良可能な工法、②既設舗装直下に有害な変位影響を与えない

φ70cm相当φ70cm相当

１ｽﾃｯﾌﾟ：20cm

①  ②     ③      ④

図-2 機械構成 

図-3 施工手順 

図-4 締固め機構 
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事、③緊急退避が可能な事、④液状化対策工として

有効な改良効果が得られる事、等の事項が要求され

る。供用中空港への適用性を検証するため、昨年度

工事において SAVE-SP 工法の試験工事を実施した。 

試験工事は供用中の滑走路脇のショルダー部にて

実施した。平面配置図を図-5 に示す。供用中の空港

であるため作業時間は 21：30～7：00 までの夜間施

工であり、施工機・資機材は空港施設範囲外より車

両運搬にて施工ヤード範囲まで運搬した。流動化砂

は空港施設範囲外のプラントヤードにて製造し、施

工ヤードにはミキサー車にて運搬した。施工状況写

真を写真-1 に示す。改良効果の確認として、事後ボ

ーリング調査結果を図-6 に示すが、流動化砂の圧入

による明らかな N 値増加傾向が見て取れる。また、

図-7 には施工終了後の地表面隆起量の測定結果を

示す。結果として二次管理値（23mm）以下での施工

が実現でき、既設舗装に有害な影響を与えることが

無い事が確認できた。
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図-5 平面配置図 

写真-1 施工状況 

図-6 N 値の深度分布図 
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３．２ 空頭制限下における適用事例 

新潟市内を流れる信濃川（本川下流）において平成 23 年度より河川堤防の耐震対策事業が進められ

ている。基本的な液状化対策工としては、静的締固め砂杭工が適用されている。しかしながら、左岸

側の川岸二丁目付近には施工基面より 18m 程度の高さに高圧電線があったため、35m 程度の施工機高

を有する静的締固め砂杭工の適用が困難であった。そこで、高圧電線による空頭制限条件下にて施工

可能な工法として、改良原理も同様である SAVE-SP 工法による施工を行った。 

施工状況写真を写真-2 に示す。SAVE-SP 工法は機械タイ

プとしてロータリーパーカッションドリルタイプを適用し、

その機械高は 6m 程度であり、高圧電線からの安全距離も確

保しながらの施工が可能であった。改良効果としては、事

後 N 値による液状化判定結果においても要求性能を満足す

る結果となり、空頭制限下でも十分な液状化対策が実現で

きた。 

 

３．３ 狭隘地における適用事例 

 石川県の小松市内を流れる梯川は治水安全度が非常に低

い河川であるため、河川改修事業が進められている。その

事業の中で小松天満宮付近の輪中堤整備において、鋼管矢

板背面土の液状化対策を実施した。当該地は、施工ヤード

幅 7.0m と非常に狭隘地であり、通常の SCP 施工機の組立・

解体ヤードの確保、施工スペースの確保が困難であった。

そこで、7.0m のヤード幅にて施工可能な小型施工機の適用

が求められたため、SAVE-SP 工法による施工を行った。 

施工状況写真を写真-3 に示す。機械タイプはロータリーパーカッションドリルタイプを適用した。

改良効果としては、事後 N 値による液状化判定結果において要求性能を満足する結果となった。 

 

４ おわりに 

本稿において、厳しい施工条件下でも施工可能な液状化対策技術として SAVE-SP 工法の紹介を行っ

た。 

今後、より一層の既設構造物の耐震対策事業が推進される事が予想され、厳しい施工条件下での工

事に直面する機会が増えていくと思われる。今回、紹介した SAVE-SP 工法により地盤改良技術の適用

範囲が広がった事で、耐震対策事業の一助となれば幸いである。 

 

参考文献 

1)今井優輝他 “砂圧入式静的締固め工法（SAVE-SP 工法）の改良効果と適用事例”第 54 回地盤工学シ

ンポジウム 平成 21 年度論文集、pp.579-587、2009.11 

高圧電線（地上高18m程度）

SAVE-SP施工機
（機械高6m程度）

通常施工機
（機械高35m程度）

SAVE-SP施工機

施工ヤード幅：7.0m

小松天満宮

写真-2 施工状況（信濃川） 

写真-3 施工状況（梯川） 
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トンネル発破低周波音制御技術 
「ブラストウェイブ・イーター（ＢＷＥ）」 

 
清水建設株式会社 土木技術本部 技術開発部 主査 西村 晋一   

 
１ はじめに 

トンネル工事において，発破掘削時に生じる発破音は 100Hz 以下の低周波数成分を多く含む。この

低周波音が坑外へ放出された際，近隣建物の窓ガラスや扉のガタツキといった住環境の悪化を招くな

ど騒音問題が生じる懸念がある。このような発破音に対する一般的な防音対策として，現状では坑口

に防音扉を設置する方法が採用されている。しかしながら，防音扉で低周波音を完全に遮断すること

は難しく、扉の複数化やコンクリート充填による重量化が必要になる場合もある。 

そこで，新しい対策技術として「ブラストウェイブ・イーター：Blast Wave Eater」（以下「ＢＷ

Ｅ」）を開発した。ＢＷＥは，吸音効果のあるボックスをトンネル坑内に設置することにより発破低周

波音を坑内で低減できる画期的な技術である。 

 

２ ＢＷＥの概要 

２．１ 原理 

ＢＷＥは，防音扉の遮音上の弱点となる共振周波数付近の低周波音をトンネル坑内で低減すること

によって，最終的に坑外へ放出される低周波音を低減することを目的としている。その原理は，トン

ネル坑内にヘルムホルツ共鳴の原理を応用した吸音体（以下，吸音ボックスと記す）を複数体設置す

ることによって，発破音のエネルギーを減衰させるものである。 

ヘルムホルツ共鳴とは，小さな開口部を持つ共鳴器により開口付近の空気が質量，空洞部の空気が

バネとなる振動（マス・バネ）系を構成し，共鳴器の固有振動数と同等の周波数の音が入射したとき

に共鳴して音が吸収される原理である（図－１）。実際にＢＷＥで用いる吸音ボックスは図－２に示

す構造を基本構造としている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ ヘルムホルツ共鳴の原理        図－２ 吸音ボックスの構造 

 

  
 開口 

エネルギーを吸収  
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２．２ 仕様 

図－３に吸音ボックスの標準寸法を示す。吸音ボックスは木製または樹脂製で幅 0.5m×高 1.0ｍ×

奥行 3ｍで内部に間仕切り壁があり，重量は約 60 ㎏である。ボックスの 1 面には 100 ㎝ 2（断面積の

5％）の開口を設けている。これを現場の状況に合わせて坑内に複数体設置する。また，発破音のエネ

ルギーは大きいため，爆圧の影響で吸音ボックスの各面が大きく撓むと吸音特性が変化することで必

要な吸音性能が得られない恐れがある。そのため吸音ボックスの各面は十分な剛性を確保することが

必要となる。 

上記要求を満たす吸音ボックスの具体的な仕様を決定するため，等価電気回路理論に基づいて吸音

ボックスの吸音性能を評価している。空気が開口を出入りする際の摩擦，面の撓みの影響，吸音ボッ

クス内部空間の共振などを電気回路網に置き換え，吸音面の音響インピーダンスを求める方法である。 

吸音ボックスの仕様については材質，重量，剛性，寸法等についてパラメータ・スタディを行い，

吸音対象とする低周波数で吸音性能の低下が起こらぬよう仕様を決定している。 

図－４は，発破低周波音のエネルギーが吸音ボックスにより低減する状況を，数値流体力学（ＣＦ

Ｄ解析）手法でシミュレートした事例である。吸音ボックスの数が多いほど低減効果は大きくなる。 
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0.5m3.0m

2.0m1m
＜平面＞

0.5m

＜側面＞
＜正面＞

0.5m

開口

図－３ 吸音ボックスの寸法 

図－４ 吸音効果の解析例 
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３ ＢＷＥの実施例 

三陸沿岸道路吉浜道路工事（仮称）吉浜トンネルにおいて 200 個の木製の吸音ボックスを設置し，

実際の発破音を用いて吸音ボックスの性能を検証した（写真－１）。 

写真－１ 吸音ボックス設置状況（吉浜トンネル） 

図－５に示すように，吸音ボックスの前後で発破音を測定し，その差を求めた結果を図－６に示す。

その結果，20～80Hz の周波数域にわたり低周波音が約 5dB 低減することを確認した。ただし、低周波

音の低減効果は，発破の規模や断面形状，岩質などの条件により異なる。 

      

 
 
 

  

 

図－５ 吸音ボックス前後の測定点（Ａ，Ｂ） 

 

図－６ 発破音測定結果の例【吉浜トンネル】 

（音圧レベルと周波数の関係） 
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４ おわりに 

ＢＷＥの特長をまとめると次のとおりである。 

①坑内に吸音ボックスを置くだけで低減効果を発揮する。ボックスの前面に設けた開口部から低周

波音が入り，内部の空気が共振することで減衰する仕組みである。 

②吸音ボックスの設置はトンネル坑内の任意の場所でよく，分散して置いても効果は変わらない。 

③吸音ボックスの材質は木製またはプラスチック製で，比較的軽量で再利用が可能である。 

④電気・動力は一切使用しないため環境負荷がゼロとなり，トンネルの坑内環境への影響がない。 

⑤シミュレーション解析手法の確立により，低周波音の低減効果を定量的に把握できる。 

ＢＷＥの実際の運用にあたっては防音扉１基との組み合わせになる。図－７は低周波音の対策パタ

ーンを，図－８は各パターンにおける低周波音の低減性能とコストの傾向を示したものである。図－

８において，例えば③「防音扉 1 基＋ＢＷＥ200 個」は②「防音扉２基」に比べると，性能は同等で

あるがコストを低減できる。また，④「防音扉 1 基＋ＢＷＥ200 個」は②「防音扉２基」に比べて，

コストは同等であるが性能を向上できる。 

こうした傾向を踏まえ，現場の諸条件（発破音の周波数特性，要求される低減量，予算など）を考

慮して適正な対策を選定することができる。本技術が周辺環境保全の一助となれば幸いである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 低周波音の対策パターン 

 
  防音扉 

 
  防音扉 

 

 
  防音扉 

 

  吸音Ｂ   防音扉 
 

 

  吸音Ｂ 

① 防音扉(１基) ② 防音扉(２基) 

③ 防音扉(１基)＋BWE(200個) ④ 防音扉(１基)＋BWE(300 個) 

図－８ 対策パターンの性能－コストの傾向 
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樹脂固定による制振軌道の施工事例と供用性の評価について 
 

○日本道路株式会社 技術営業部 関 賢治     

日本道路株式会社 北信越支店 長谷川淳也  

 

１．はじめに 

昭和 40 年代以降の急速なモータリゼーションの進展により、市街地は郊外へと拡大していった。通勤時に

集中する自家用車利用による渋滞により、移動に伴うロスが増加している。さらに近年では少子高齢化がすす

み、特に地方部においては、自分で運転できない高齢者が増加し、これら高齢者は、買い物や通院、あるいは

行政サービスを受けるための移動が困難になっている。学校の統廃合もすすみ、高齢者同様運転のできない

学生・生徒の通学の問題も顕在化している。 

現在、都市および地方計画で顕著になっている課題としては、 

・行政サービス、医療サービス、生活品購入拠点が分散し郊外化したことによる利便性低下の改善 

・少子高齢化社会に対応した公共交通手段の確保 

・増加した自動車による環境負荷の軽減と、移動時の定時性・速達性の確保 

・福祉サービス等の行政コストの削減 

等が挙げられ、これらの課題を解決する方策の一つとして、集約都市形成（コンパクトシティ）が求められている。

コンパクトなまちづくりには基幹となる公共交通が必要であり、従来型の路面電車を使いやすさ・快適性等の面

で改善した LRT（Light Rail Transit）が注目され、導入されて以来十数年経過している。いまだにヨーロッパで

見られるような完全な LRT は国内にはないが、各方面の方々の努力により、都市に定着した移動手段となって

きている。 

LRTの新しい軌道構造である「樹脂固定軌道『INFUNDO』」については報告済であるが 1）、本報文では樹脂

固定軌道の道床となるコンクリートスラブ部分についてその施工方法や施工事例等を紹介するとともに、現場

で実施した騒音測定結果や供用状況、現状で考えられる課題、今後検討される新たな工法等をとりまとめて報

告する。 

 

２．軌道スラブ工法について 

２．１ 樹脂固定軌道の概要 

樹脂固定軌道の特徴はレールの固定方法に     

ある。通常、レールは犬釘やボルト等の金具を用 

いて枕木やスラブ軌道に固定されるが、樹脂固定 

軌道ではコンクリートスラブに設けられた溝にレー 

ルを設置し、樹脂によって固定する。樹脂固定軌 

道の断面図を図-1 に、レールの形状の違いによ 

る樹脂固定方法を図―２に示す。 

従来型固定方法と比較すると、メンテナンスの 

図-1 樹脂固定軌道の概念図 

図-１ 樹脂固定軌道の断面図 

図-２ レールの形状の違いによる樹脂固定方法 

(左：溝付きレール、右：T 型レール) 

コンクリートスラブ 
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低減、騒音・振動の抑制、漏洩電流による電触が起こらない等の特長が樹脂固定軌道にあり、また道路舗装

の設計指針に準じた構造設計をしており併用軌道における自動車走行にも対応可能であることから、近年、福

井鉄道や富山ライトレール、鹿児島市電等、適用事例が徐々に増えてきている。 

 

２．２ 樹脂注入による軌道の固定 

 樹脂による軌道の施工手順を下記の写真１～３に示す。 

① 溝の底面に接着剤を塗布し、厚さ 12mm のレールパット（オレンジ）を設置、レールの高さ調節のため高

さ調整板を 1.5m 間隔でセットする。（写真-１） 

② 間隔調整片によって位置を調整し、レールを設置し、溝全面にプライマーを塗布する。（写真-２） 

③ 樹脂を温度管理しながら十分に撹拌し注入する。（写真-３） 

④ 樹脂の完全硬化まで 3 時間程度である（夜間の維持工事では、始発電車から供用可能である）。 

 

 

 

 

 

 

写真 1～３ 施工手順 

固定作業は温度管理が最も重要である。写真の現場では施工が真冬（2月 4日）におこなわれたため、作

業ヤードをテントで覆い、ジェットヒーターで加温し、室温を２０℃以上に保ち、樹脂の流動性と硬化を阻害し

ない条件でとした。 

 

２．３ 樹脂固定軌道に適用する 

スラブ構造 

これまでに国内で施工した樹脂固定

軌道では、コンクリートスラブの構築方法

として現場打ち工法とプレキャスト工法の

2 種類を採用した。海外では現場打ち工

法としてスリップフォーム工法や、軌道部

分のみプレキャストとして工場製作したセ

ミプレハブ工法、あるいはスチールトラフ

工法が適用されている。 施工の迅速性

から、併用軌道の交差点部は、ほぼプレ

キャスト型の樹脂軌道が採用されてきて

いる。一方建設コストを考えると型枠を用

いた現場打ち方式が有利であるが、施工

写真-１ 写真-2 写真-3 

プレキャスト 現場打ち（型枠式）

溝を形成した工場製作のプレキャスト
コンクリート版

現場で型枠設置してコンクリートを打
設

4～5m 現場施工なので連続

幅広なので重量大 －

樹脂固定式 樹脂固定式

コンクリート養生がないので迅速施工
に対応可能

コンクリート養生のため、長期の工事
規制が必要

打設
・現場では不要
・グラウトミルク（超速硬タイプ）の注入
充填が必要

打設量が多いので、天候や外気温が
工程に大きく影響する

養生
・現場では一切不要
・後工程（樹脂注入等）への早期移行
が可能

・養生が必要
・水分蒸発後に後工程（樹脂注入等）
に移行

工場製作のため、軌道精度・軌道の
据付精度は高い

プレキャスト・セミプレファブに比べると
仕上がり品質・精度は劣る

天候等の影響を受けにくく、現場打ち
に比べて大きく短縮

現場での作業工程が多く、時間を要す
る

現場
条件

コンクリー
ト

出来型・品質

工期

表-2－ａ　スラブ構築工法の比較(国内）
項目

概要

スラブの単位長

スラブ重量

レール締結

－106－



する業者の精度により品質が大きく左右されることになる。また、長期間道路を工事占有することから、現在で

はこの 2 工法を現場に合わせ使い分けている(表-2-ａ、表-2-b)。 

表-2-b に示す工法は、軌道面が単なるコンクリート舗装ではなく、景観性向上、環境配慮を目的とするため、

緑化軌道や石張り、土系舗装を採用できるなど軌間の自由性が特徴で、今後日本の実情にあわせたうえで採

用が期待される。 

 

    

３． 樹脂固定軌道の課題 

樹脂注入は施工が人力に頼らざるを得ない方法であることに加え、樹脂自体が高価であるため、スラブ構築

法の精度がコストに大きく影響する。したがって現場打ち工法の主な課題は以下のとおりである。 

①現場での施工が長期に渡るため、一般車両・沿道住民等、周辺環境への影響が大きい。 

②コンクリートの打設・養生時における、天候等の外部環境が品質に大きく影響する。 

③レール溝部の精度が落ちるので、樹脂の使用量にバラツキが生じる。また、乗り心地の低下等につながる

恐れもある。 

一方、プレキャスト工法は現場打ち工法に比べて、工期が大幅に短縮できる利点がある。したがって、交差

点部等即日交通開放が必要な箇所のみならず、市街地等においては有効な施工方法であるといえる。しかし、

施工条件によっても異なるが、施工コストは現場打ち工法に比べて約３倍に上昇すること等が適用に向けての

大きな課題となっている。 

上記の特徴を考慮し、海外で行われているセミプレハブ工法、スチールトラフ工法、スリップフォーム工法を

今後検討し、コストダウンに寄与できる施工方法を検討している。 

セミプレハブ スチールトラフ 現場打ち（スリップフォーム）

溝部分のみ工場製作のプレキャスト
で、現場でコンクリート打設する

溝部分を工場で製作した鋼材とし、現
場打ちコンクリートで固定

現場で鉄筋を組み立て専用機械でコ
ンクリートを打設（型枠不要）

4～5m 現場施工なので連続 現場施工なので連続

幅広で、重量はプレキャストの半分 － －

樹脂固定式 樹脂固定式 樹脂固定式

コンクリート養生が必要だが、型枠が
少ないため中程度の工事規制が必要

・鋼材が輸入であるためコンテナで納
入することになる

・型枠式と同様
・施工延長は長い方が工法の特長を
活かせる

打設
打設量が中程度であるため、現場打
ちに比べれば比較的に速い

打設量が中程度であるため、現場打
ちに比べれば比較的に速い

・型枠式と同様
・特殊な配合となり、通常のコンクリー
トに比べて品質管理が難しい

養生
・溝部分はプレキャストのため養生は
速い

・養生が必要
・水分蒸発後に後工程（樹脂注入等）
に移行

・養生が必要
・水分蒸発後に後工程（樹脂注入等）
に移行

工場製作のため、軌道精度が高く、石
張り、緑化軌道にも対応

軌道精度が高く、コンクリート面が露
出しないため石張り、緑化軌道の採用
により景観良好

機械施工であるが、軌道精度・軌道の
据付精度はプレキャストより劣る

現場での型枠作業工程が少なく、現
場打ちに比べ短縮できる

型枠の組立て、溝部の箱抜き等の工
程がないため型枠式よりも短縮可能

型枠の組立て、溝部の箱抜き等の工
程がないため型枠式よりも短縮可能

現場
条件

コンクリー
ト

出来型・品質

工期

表-2-ｂ　スラブ構築工法の比較(海外）
項目

概要

スラブの単位長

スラブ重量

レール締結
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５．併用軌道交差点における騒音･騒音の測定 

樹脂固定軌道の特徴の一つである、騒音・振動の抑制効果を評価するため、鹿児島市電において実施した

プレハブ軌道で環境騒音、振動を計測した。工事概要を表-３に測定条件を表-４に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

騒音測定の結果を表-５に、振動測定結果を表-６に示す。路面電車走行時の騒音で約４ｄB、振動につい

ては９ｄB 低減効効果が得られた。大型車両横断通行時においては、騒音は平均２ｄB、最大値４ｄB、振動は、

９ｄB 程度これは改良前がたわみ構造であったため大きく低減できたものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．まとめと今後の展望 

  樹脂固定軌道は、国内で導入されてから１０年以上が経過しており、各地で施工事例が増えてきている。本

稿では、樹脂固定軌道の特徴の一つである環境騒音、振動の抑制効果について報告した。また施工において、

現場打ち工法の課題が明らかとなり、樹脂固定軌道を採用する際の、プレキャスト工法の優位性が確認された。

橋梁部においてもプレキャスト工法の適用が望まれるところであるが、コスト面の課題は大きいものといえる。 

今後は、LRT の先進地である欧州の事例等を調査し、コスト縮減方法、あるいは新たな施工方法等を検討

していきたいと考えている。 

 

（参考文献） 

1) 水倉一夫：LRT（超低床路面電車）軌道の施工、平成 17 年度建設技術報告会報文集（2005） 

2) 永瀬一考他：交差点部併用軌道改良における樹脂固定軌道の騒音・振動低減、第 28 回日本道路会議 

表－３ 工事概要 

路線名 鹿児島市電市内第一期線
場　所 鹿児島県山下町
工　期 平成20年6月～10月
軌道条件 軌間:1435mm、レール：50N
軌道延長 37ｍ
交通区分 N5
工事内容 樹脂固定（軌条敷設、樹脂充填148m)

表－４ 測定条件 

低床車両
40km/h
5回

レールから9.3mの交差
点内部のほぼ中央

路面電車
走行時

深夜　1:00～2:00

大型車両
横断通行時

昼間　12:30～13:30

測定
時間

車　両
速　度
回　数

計測地点

ｄB（A)
軌道改良前 軌道改良後 施工前後の増減

平均(5回) 86.4 82.0 -4.4
最大値 87.0 83.0 -4.0
平均(5回) 80.0 78.1 -1.9
最大値 90.0 86.0 -4.0

路面電車
走行時
大型車両
横断通行時

測定項目

表－５ 騒音測定結果 

ｄB
軌道改良前 軌道改良後 施工前後の増減

平均(5回) 53.0 43.8 -9.2
最大値 55.0 45.0 -10.0
平均(5回) 70.5 61.5 -9.0
最大値 77.0 69.0 -8.0

大型車両
横断通行時

測定項目

路面電車
走行時

表－６ 振動測定結果 
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泥土リサイクル技術「ボンテラン工法」 

 

株式会社宮地組 橋本 和義   
 

１ はじめに 

ボンテラン工法（以下，本工法という．）とは，

従来盛土としての使用が不適とされてきた泥土に繊

維質系泥土改良材「ボンファイバー」と固化材を投

入・撹拌することにより，取扱い性の向上（ハンド

リング）・高耐久性および地震対策等の機能を付加し

て，これらを積極的に地盤材料に再資源化する工法

である 1)．北陸地方においては，河川の浚渫工事や

場所打ち杭工事から発生する建設汚泥等において数

多く採用されている． 

本報告では，本工法の特長である取扱い性・施工

性の向上，初期材齢における強度発現について紹介

し，特長を生かした施工例として緊急性の高い土砂

災害現場での有効性について報告する． 

 

２ 施工手順 

本工法の施工手順を簡単に記述すると以下のよう

になる． 

①撹拌槽もしくは土砂ピットに溜めた泥土は図

-1(a)に示されるように液性のものもある． 

②この状態の泥土に吸水性の高い繊維質系泥土改良

材「ボンファイバー」を図-1(b)に示すように投

入・撹拌すると，ボンファイバーに吸水され，見

かけの含水比が低下する． 

③再利用用途に応じた強度を発現させるために図

-1(c)に示すように固化材を投入・撹拌する．固化 

 

 

 

 

 

 

材添加量については事前に現地発生泥土を用いた

配合試験を実施して決定する． 

以上の工程により，図-1(d)に示すようにボンテラン

改良土として地盤材料に再資源化される． 

 

３ ボンテラン改良土の特長 

3.1 取扱い性（ハンドリング）の向上  

 ボンテラン改良土の特長の一つとして改良直後の

取扱い性の向上が挙げられ，改良直後の性状につい

て以下に示す２つの目標値を設定している． 

①改良直後に仮置きできる性状までの改良 

②改良直後にダンプ運搬できる性状までの改良 

図-2 に示すとおり固化材だけで改良した安定処

理土は改良直後の性状が液状のままであるが、ボン

テラン改良土はボンファイバーの吸水により物理

的に性状を変化させ、改良直後に仮置きできる塑性

状態（バター状）すなわち液性限界以下，もしくは

半固体（チーズ状）以上の性状を確保することが出

来る． 

ここで，取扱い性の指標について評価する場合，

安定処理土は固化材添加による水和硬化により性

状が変化するので，改良直後の状態における土の液

性・塑性限界試験は適用できない．そこで，改良土

が改良直後に仮置きできる性状，さらに改良直後に

ダンプトラック運搬できる性状の評価方法につい

て検討する必要がある． 

 

 

 

 

 

 
図-1 施工手順 

 

(a)          (b)          (c)         (d) 
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3.1.1 改良土の取扱い性評価試験 

改良土の改良直後の仮置

き性状・即時運搬性につい

て，図-3 に示すモルタルフ

ロー試験を用いた三浦ら 2)

の試験方法に準拠し，改良

土の取扱い性を評価した． 

 

3.1.2改良土の即時運搬性評価方法 

泥土はその取扱い・運搬中に繰返しの振動などに

よって次第に流動化してくる傾向があるが，この運

搬難易性をモルタルフロー試験（JIS R 5201）によ

り試料に落下を加えて，ダンプトラックの走行によ

る振動を再現している．そこで，多数の泥土改良土

について落下回数が 50回までのフロー値を測定し，

その改良土のダンプトラックによる運搬状況と対

比してみたところ，フロー値が 150mm以下の程度の

改良土であれば，ほ

ぼ流動化のおそれは

なく，運搬可能であ

るとされている 2)． 

モルタルフロー試

験を用いた運搬性の

評価方法については，

図-4に示すとおり 

 

  

 

 

 

 

一般財団法人先端建設技術センターの建設技術審

査証明（第 2203号）3)において，技術審査証明委員

会(委員長：東京大学・山冨二郎教授)の立会いの下，

運搬性を評価・確認されている． 

当研究会では更に厳しい基準として 50 回落下時

のフロー値130mm以下を判断基準に運用している 4)． 

 

3.1.3改良土の仮置き性状評価方法 

モルタルフロー試験で試料に落下を加えるという

ことは，ダンプトラックの走行による振動を再現し

ている．それに対し仮置きの状況を再現するための

判定基準をモルタルフロー試験に則して考えた場合，

振動を与えない落下回数 0回のフロー値を考慮する

ことが重要と考えられる． 

そこで，事前試験としてモルタルフロー試験のフ

ロー値 10mm 毎の状況変化を確認したものを図-5 に

示す．モルタルフロー試験に用いるモールドは上部

内径 70mm，下部内径 100mm，高さ 60mmの円錐台であ

る．フロー値 110mmでは広がりで 1割程度，高さも

当初の 8割の 48mmに留めている．そこで，仮置きが

出来る性状とは 0回落下時のフロー値 110mm以下を

仮置きの判断基準とした． 

 

3.1.4改良土の仮置き性状評価試験 

仮置きが出来る性状の判断基準の設定に伴い、粘

土とシルトを 40:60（乾燥質量比）で混合し、加水

調整して作成した模擬泥土を用い、ボンテラン改良

土、セメント安定処理土、生石灰安定処理土、およ

び消石灰安定処理土の仮置き性状評価を実施した。 

改良直後に仮置きが出来る性状についての含水比

毎の改良材費を図-6に示すが，ボンテラン改良土が 

 

 

 

 

 

 

図-3 モルタルフロー 

試験機 

フロー値 100mm  フロー値 110mm  フロー値 120mm  フロー値 130mm  フロー値 140mm 

図-5 落下回数 0回のフロー値と試料の状態 

図-4 立会い運搬性確認 

図-2 改良直後の安定処理土（写真左） 

仮置きできる性状（写真右） 
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セメント安定処理土，生石灰安定処理土，および消

石灰安定処理土に比べて，最も経済的に仮置きでき

る性状に改良出来る事が確認された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 施工性（オーバーコンパクション） 

安定処理土は固化材による化学的な固結構造によ

る強度発現であるため，締固めによるオーバーコン

パクションにより強度低下してしまうことが知られ

ている．そこで，ボンテラン改良土の施工性の確認

試験として，含水比 80%の模擬泥土に固化材添加量

を 50kg/m3 添加したボンテラン改良土と固化材添加

量を 50kg/m3 および 70kg/m3 添加した安定処理土を

比較した．養生 7日後に解きほぐしを行い，締固め

エネルギーを変化させてコーン指数を確認した．図

-7に締固めエネルギーとコーン指数の関係を示す． 

その結果，固化材添加量 50kg/m3 の安定処理土で

は締固めエネルギー110kJ/m3でコーン指数が最大値

を示し，締固めエネルギーが増えるにつれて強度が

低下した．次に固化材添加量 70kg/m3 の安定処理土

では締固めエネルギーが 220kJ/m3 でコーン指数が

最大値を示し，締固めエネルギー1100kJ/m3 までに

73％の強度が低下した． 

これに対して，ボンテラン改良土は締固めエネル

ギーが 220kJ/m3で最大値を示し，締固めエネルギー

1100kJ/m3までに強度低下が収束状態となる． 

このことは、安定処理土は大きなエネルギーで締

固めた時、図-8に示すとおり改良地盤の強度が低下

してしまい，施工性を向上させるため良質土を混合

するなどの工夫が必要となる． 

一方，ボンテラン改良土は大きなエネルギーでの

締固め後の強度低下は少なく，図-8に示すとおり適

正な密度が容易に得られ施工性は大幅に改善される． 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 初期材齢における強度発現 

改良土の初期材齢における強度発現を確認するた

めに、改良材添加後に締固めをしない供試体作成方

法により、含水比 80%の模擬泥土に固化材添加量を

50kg/m3 としたボンテラン改良土と固化材添加量を

50kg/m3、70kg/m3および 110kg/m3とした安定処理土

を比較した。 

その結果、初期材齢（養生 24時間）において、固

化材添加量 50kg/m3 のボンテラン改良土は、固化材

添加量 50kg/m3、70kg/m3および 110kg/m3の安定処理

土と比べ大きな強度を有していることを確認した。 

このことは、ボンテラン改良土は安定処理土と比

較して初期材齢における強度発現に優れていること

Standard Procter 

土の締固め試験 JIS A 1210 

における A法、B法と同じ 

普通 BD(21t)のトラフィカビリティー 

qc=700kN/m2 

図-7 締固めエネルギーとコーン指数の関係 

図-8 締固め特性とオーバーコンパクション 

右上： 

安定処理土 

左下： 

ボンテラン 

改良土 

図-6 改良直後に仮置きできる性状に改良するため

の改良材費比較 

 

－111－



 

 

普通 DTのトラフィカビリティー 

qc=1,200kN/m2 

を示している。 

具体的には養生 24時間でのボンテラン改良土は、

普通ダンプトラックのトラフィカビリティーを確保

できるコーン指数（1200kN/m2）に近い強度を有して

いることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 芋川河道閉塞緊急対策工事 

平成16年の新潟県中越地震では震度6強の地震が

発生し，住宅や道路・鉄道・河川施設などで大きな

被害が発生するとともに，土砂崩れにより芋川河道

閉塞が生じ，大量の軟弱泥土が発生した．本現場に

限らず，いずれの土砂災害現場でも迅速な災害復旧

作業には大型重機の使用が不可欠であるが，泥土が

邪魔になり重機が現場に入り込めず妨げになる場合

が多い．このように泥土を如何に処理し，現場まで

のアクセス道路を確保するかが迅速な災害復旧にお

いて極めて重要な課題となる． 

  そこで，本工法により大量の軟弱泥土を処理し，

改良土を地盤材料として再利用する提案が採用され，

平成 16年 12月より東竹沢地区において泥土改良を

実施した．  

現場施工の状況を図-10に示す．図-10 (a)は高含

水比状態の泥土を示している．図-10 (b)はミキシン

グバケットを装着したバックホウにより，原位置で

ボンファイバーおよび固化材を混合している様子を

示す．本工法の特徴である初期材齢における強度発

現が効果を発揮して，改良後 1 日でローラによる転

圧が可能となり，図-10(c)に示すように転圧後すぐ

にダンプトラックの載り入れが可能となった．本工

事の改良土は資材運搬路・仮設ヤード・国道 291号

迂回路に再利用された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．むすび 

  大量の軟弱泥土が発生する災害現場では泥土の処

理に苦慮することが多いが，本工法を用いれば，強

度発現も強度発現の速さを生かし，災害現場で発生

した大量の泥土を原位置で改良処理し，現場のアク

セス道路の路体材料にそのまま利用可能である．泥

土を仮置き場まで搬送する必要がなく，また山砂な

どの新材を購入する必要もない環境配慮型の復旧工

事が可能となり，迅速な災害復旧作業に大いに貢献

すると考えられる．  

参考文献） 

1）森雅人他 6名：故紙破砕物と高分子系改良剤を用

いた新しい高含水比泥土リサイクル工法の提案

と繊維質固化処理土の強度特性, 資源・素材学会

誌，Vol.119，No.4,5, pp.155-160, 2003． 

2) 三浦重義他 3名：高含水泥土の軟弱性改良工法、

京都大学環境衛生工学研究会 第 9 回シンポジウ

ム講演論文集、pp.335-338 

3) 先端建設技術・技術審査証明報告書「ボンテラン

工法」、先端建設技術センター pp.44-54 

4) 森雅人他 2名：繊維質安定処理土の可搬性の観点

からみた古紙および薬剤の最適添加量について、

日本建設機械化協会東北支部 平成 18 年度新技

術情報交換会論文集、pp.11-21

(a)高含水比状態の泥土 

 

図-9 養生時間とコーン指数の関係 

右中 

(b)ボンファイバーの

混合状況 

 

図-10 災害復旧工事施工状況 

 

左下 

(c)転圧後，ダンプトラ

ックの進入が可能 

 

左上 

(a)高含水比状態の

泥土 
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写真-1  新湊大橋の全景 

伏木富山港（新湊地区）臨港道路東西線（新湊大橋）の 

ケーブル振動対策について 

 

北陸地方整備局 新潟港湾空港技術調査事務所 技術開発課  寺田 篤史   

技術開発課 ○清水 美代   

 

１ はじめに 

臨港道路東西線（新湊大橋）は，富山県射

水市に位置し，富山市内からコンテナターミ

ナルへのアクセス向上，国道 415 号の渋滞緩

和，航路によって分断された地域住民の利便

性向上のため，伏木富山港（新湊地区）に計

画整備した日本海側最大級の斜張橋（中央径

間 360m，橋長 600m）（写真-1）である．車道は 2 車線あり，その下には全天候型自転車歩行者道を配

置した 2 層構造となっている． 

本事業は 1997 年度に事業化となり，2002 年度より工事着手している．全体事業費は 498 億円． 

 

２ 橋梁概要 

本橋は，中央径間部が鋼桁，側径間部がＰＣ

桁の 5 径間連続鋼・コンクリート複合斜張橋で

ある．鋼桁部は，2 箱桁であり，上面に車道，

下部に自歩道を配置している． 

一般図を図-1 に示す． 

車道部は 2012 年 9 月 23 日，自歩道部は 2013

年 6 月 16 日に供用済みである． 

 

３ ケーブル振動の経緯について 

ケーブルには風による制振対策として，高減衰ゴムダンパー

による制振装置を架設時に設置済みであったが，2011 年 9 月 20

～21 日にかけて台風 15 号が接近し，橋面上では 10m/s 以上の

平均風速が観測され，ケーブル本体と制振装置の振動が確認さ

れた． 

2011 年 9 月 26 日～10 月 5 日にかけて 72 本の全ケーブル及び制振装置の点検を実施したところ，高

減衰ゴムダンパー21 箇所に損傷を確認した．（なお，現在は補修済みである．）（図-2） 

2011 年 9 月から 2013 年 4 月までの 20 ヶ月間に，目視で視認可能な振幅のケーブル振動として，5

回確認されている． 

図-1  新湊大橋橋梁一般図 

図-2  高減衰ゴムダンパー イメージ図
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図-4  ケーブルの安全性を高める対策 

４ 臨港道路東西線技術検討委員会における検討結果 

新湊大橋の鋼桁部及び斜張橋ケーブルに発生した振動現象について，実態を把握し，橋梁への影響

や耐風安定性を確保するための対策を検討するため，2012 年，長岡技術科学大学長井教授（現：名誉

教授）を委員長とする技術検討委員会を立ち上げた．（なお，鋼桁部の振動については対策済みである．） 

2013 年までに 3 回の技術検討委員会を開催し，ケーブル振動に関して，下記の検討を行った． 

４．１ ケーブル振動の種類 

レインバイブレーション１）の特徴である，降

雨を伴う限定された風速域で生じること，塔の

風下側に位置するケーブルに発現が見られるこ

と，観測データのほとんどが 3Hz 以下の固有振

動数であること等に適合していることから，本

橋のケーブル振動は，レインバイブレーション

の可能性が極めて高いと考えられる．（図-3） 

４．２ 制振装置の損傷原因 

ケーブル振動時に制振装置の設計で想定する以上

の変位が生じ，高減衰ゴムダンパーと取付ボルトが

接触したことによりゴム体に傷が入り，制振装置の

損傷に至ったと考えられる． 

４．３ ケーブル制振対策 

当面の対策として，高減衰ゴムダンパーの取替・

調整及びフェールセーフとして桁側定着鋼管に緩衝材を設置した．（図-4） 

経過観測として，ケーブルのモニタリング（15 箇所）を実施し，当面の対策による制振効果を確認

するとともに，追加対策を試験施工し，その効果の確認を行い，第 4 回技術検討委員会にて検討した． 

 

５ ケーブル振動対策について 

５．１ モニタリング計画 

試験対策の施工後，2014 年 1 月 20 日から 4 月 30 日の約 3 ヶ月間，図-5 に示す 15 箇所において，

桁側定着部に設置したレーザー変位計を用い，高減衰ゴムダンパーの変形量を計測した．  

図-3  レインバイブレーション イメージ図

※レインバイブレーションとは

雨と風の相互作用によりある限定された風速域で生じるケーブルの振動現象である。

図-5  モニタリング箇所
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５．２ 試験対策工 

試験施工として，下記を実施した． 

①高減衰ゴムダンパーの容量増（2 箇所）（図-6） 

既設の高減衰ゴムダンパーにおいて，ゴム 2 個付

きから 4 個付きにゴム設置個数を増加する． 

②粘性せん断ダンパーの設置（1 箇所）（図-7） 

既設の高減衰ゴムダンパーを撤去し，粘性せん断

ダンパーを新規設置する． 

５．３ モニタリング結果 

モニタリング期間において，降雨時（気象庁伏木観

測所の降雨量 0mm 以上で路面湿潤状態）で 10 分間平均

風速 10m/s 以上あるいは変位 2mm 以上の条件に合致し

たデータとして 265 個得られている． 

降雨時の計測データに対し風速と変位の関係を整理す

ると図-8 のようになる．これより，高減衰ゴムダンパー

容量増及び粘性せん断ダンパーの対策工を実施した地点

において，既設の制振装置より変位が小さく制振効果が

発揮されていることがわかる． 

５．４ 当面の対策の効果確認 

降雨時の全計測データのうち，変位計の読みで 2mm 以

上の変位が計測されたイベントに対し，振動の特徴から

種類を確認したところ，いずれのイベントもレインバイ

ブレーションの可能性が極めて高いと判断された．その

うち，フェールセーフとして設置している緩衝材に接触

するほど大きな変位が生じているイベントが 3 回観測さ

れた．これらは，緩衝材が設置されていなければより大

きなケーブル振幅が観測されていた可能性が極めて高く，

ケーブル損傷を防ぐための緩衝材設置の効果が確認され

た．（表-1） 

５．５ 試験施工の効果確認 

レインバイブレーションの発現条件である，降

雨時塔の風下となる風向における変位比較により，

試験施工の効果確認を行った． 

①高減衰ゴムダンパーの容量増（2 箇所） 

山側東側 C01 において，降雨時風下である条件下で同一諸元ケーブルとの比較を行ったところ，

既設の制振装置（高減衰ゴムダンパー2 個付き）より平均変位は小さくなっており，最大変位も海

図-6  対策案①：高減衰ゴムダンパーの容量増

図-7  対策案②：粘性せん断ダンパーの設置

図-8  風速と変位の分布（降雨時全データ）

表-1  レインバイブレーションの可能性が高いイベント

のケーブル変位量 
降雨量 風速 風向

（mm） （m/s） 海東C18 海東C17 海東C16

①
2014/2/15

8:36
0～0.5 12.5～17.8 北北東 23.1 19.0 4.5

②
2014/3/13

12:17
0.5～1 15.7～17.3 北北東 5.6 22.0 21.3

③
2014/3/13

13:37
0.5～1 14.6～17.7 北北東 1.4 20.2 29.8

イベント
番号

変位（mm）
観測日時
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西 C01 に対して小さくなっている．（表-2） 

近接ケーブル（ケーブル諸元は異なる）との比

較においても，平均変位は小さくなる傾向を示し

ている．（表-3） 

②粘性せん断ダンパーの設置（1 箇所） 

山側東側 C03 において，降雨時風下である条件

下で同一諸元ケーブルとの比較を行ったところ，

既設の制振装置より鉛直方向の最大・平均変位は

小さく，水平方向の最大・平均変位は大きくなる

傾向を示している．（表-4） 

５．６ 制振対策方法の比較検討 

下記の比較検討より，振動低減効果に大きな差は

ないが，施工性や経済性の面で，本橋においては，

高減衰ゴムダンパー容量増の対策案が優位であると

判断した． 

①振動低減効果 

試験施工結果より，水平方向の制振効果は，高減衰ゴムダンパー4 個付きの方が優れているが，

両対策案とも既設に比べ振動低減効果は得られている． 

②施工性 

両対策案とも橋面上からの施工が可能であり，工期も同程度である．しかし，高減衰ゴムダンパ

ー容量増に比べ，粘性せん断ダンパー設置には，フラップとの干渉を避けた取付等の現場調整作業

が多く必要となる． 

③経済性 

経済比較の結果，高減衰ゴムダンパー容量増に比べ，粘性せん断ダンパーの設置は，現場調整作

業が多く必要となる本橋では 1.2 倍高価となった． 

 

６ まとめ 

本橋では，制振装置において設計で想定する以上の変位が生じ，振幅の大きなケーブル振動が観測

されたことから，その制振対策として，試験対策工のモニタリングを実施した．その結果より，高減

衰ゴムダンパー容量増による対策工が効果的であり，実施方針として，技術検討委員会において示さ

れた．今後は，現地にて加振試験を行い，各ケーブルの減衰性能を確認後，細部設計にて詳細検討を

行う予定である．その検討結果を受け，必要な箇所に必要な対策を順次進め，効果の検証を行う予定

としている． 

 

参考文献 

１）社団法人日本道路協会、道路橋耐風設計便覧（平成 19 年度改訂版）、平成 19 年 12 月 

表-2  山側東側 C01：同一諸元ケーブルとの比較 

（降雨時風下）

山東C01 海東C01 海西C01 山東C01 海東C01 海西C01

ゴム４個付 ゴム４個付

最大変位 1.049 0.839 3.937 1.00 0.80 3.75

平均変位 0.026 0.084 0.423 1.00 3.28 16.46

最大変位 0.885 0.762 1.310 1.00 0.86 1.48

平均変位 0.023 0.093 0.218 1.00 4.04 9.44

鉛直

水平

計測変位（mm）

ゴム２個付

比率（２個付き/４個付き）

ゴム２個付

表-3  山側東側 C01：近接ケーブルｚとの比較 

（降雨時風下） 

山東C01 山東C02 山東C03 山東C01 山東C02 山東C03

ゴム４個付 ゴム２個付 粘性 ゴム４個付 ゴム２個付 粘性

最大変位 1.049 1.173 0.450 1.00 1.12 0.43

平均変位 0.026 0.088 0.063 1.00 3.44 2.45

最大変位 0.885 0.854 0.824 1.00 0.96 0.93

平均変位 0.023 0.081 0.184 1.00 3.50 7.96
水平

計測変位（mm） 比率

鉛直

表-4  山側東側 C03：同一諸元ケーブルとの比較 

（降雨時風下） 

山東C03 海東C03 － 山東C03 海東C03 －

粘性 ゴム２個付 － 粘性 ゴム２個付 －

最大変位 0.450 0.835 － 1.00 1.86 －

平均変位 0.063 0.101 － 1.00 1.60 －

最大変位 0.824 0.439 － 1.00 0.53 －

平均変位 0.184 0.070 － 1.00 0.38 －

計測変位（mm） 比率（２個付き/粘性）

鉛直

水平
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シェル型浸透固化処理工法 
 

五洋建設株式会社 技術研究所 係長 秋本 哲平   

 

１ はじめに 

 阪神淡路大震災，東日本大震災の際にも発生した液状化による被害は，社会的・経済的な問題とし

て大きくクローズアップされており，港湾の岸壁や空港滑走路，コンビナートの既設タンクなどで液

状化対策が実施されつつある．浸透固化処理工法は，構造物を供用しながら液状化対策を可能とした

技術で，東日本大震災の際にも，仙台港，仙台空港の浸透固化処理工法で液状化対策を施工した個所

は，液状化による被害は無く，その効果は実証されている．しかしながら，浸透固化処理工法は，高

い液状化対策効果や曲がり削孔など適用範囲の広さが優れている特徴を有している一方，薬液単価が

高価であるという課題があった． 

 本報では，従来の浸透固化処理工法に比べて 20％のコスト低減が可能なシェル型浸透固化処理工法

について報告する． 

 

２ シェル型浸透固化処理工法の概要 

浸透固化処理工法は，液状化が予想さ

れる砂質地盤に対して，溶液型の恒久薬

液を低圧力で浸透注入することにより

地盤を低強度固化し，液状化を防止する

地盤改良工法である．工法の概念を図-1

に示す．浸透固化処理工法は，低圧力で

の注入により，土粒子骨格を乱すことなく，間隙水を薬液に置換することができる．そのため，施工

による周辺構造物への影響はほとんどなく，施設を供用しながら施工することができる．また，斜削

孔や曲がり削孔を利用することにより，構造物直下の液状化対策も可能である 1)．本工法は，既設岸

壁背面，空港滑走路および既設タンク直下等で適用されており，これまでに 200件以上の施工実績を

有している．注入薬液は，恒久型薬液を使用しており，その耐久性確認も継続して実施している． 

図-1 浸透固化処理工法の概念 

土粒子

間隙水

薬液

浸透固化処理

飽和した緩い砂層 間隙水を薬液で置換
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 「シェル型浸透固化処理工法」は，従来

の浸透固化処理工法の薬液改良固化体の外

側部分に強い外殻（シェル）をつくり，中心

部分に未処理部分を 30％残すことで薬液使

用量を減らす低コスト型薬液改良工法であ

る．施工方法を図-2に示す．改良対象地盤に

従来工法と同じ浸透固化薬液を注入した後

に，薬液と比重の近い海水等の液体を注入す

ることにより，シェル型固化体を造成するこ

とができる．実際に作製した固化体を写真-1

に示す．2007年に石狩湾新港にて作製した固化体である．1箇所あたり，942Lの薬液を注入後，628L

の海水を注入した（総注入量：1,570L）．掘削により確認したシェル型固化体は，直径 1.9m の改良

体となって地盤中に造成されていた． 

 

３ シェル型浸透固化処理工法の適用性確認実験 

 直径1.9mの改良体を作製した地盤は，均等係数Ucが 2.0程度のかなり均質な地盤であったために，

きれいな球状のシェル型固化体が造成されたと考えられる．そこで，シェル型浸透固化処理工法の適

用性を確認するため，均等係数を変えた地盤への薬液注入を実施して，固化体形状の確認を行った．

実験断面を図-3に示す．実験は，ペール缶(内径 280mm，高さ 320mmの円筒形容器)内に地盤を作製

して，改良体造成に必要な薬液注入量の 70%分の薬液を注入した後に 30%分の海水を注入した．実験

写真-1 掘削により確認されたシェル型改良体 

(1) 注入管配置     (2) 薬液注入(外殻)   (3) 海水注入      (4) 固化体完成 

図-2 シェル型浸透固化処理工法の施工方法 
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ケースを表-1に示す．ケース 1～3 はシェル型

固化体を作製し，ケース 4は通常の固化体を作

製した．模型地盤は，均等係数を 2.0，5.5，9.6

に調整した試料で作製した．注入 3日後にペー

ル缶を解体し，改良形状を確認した．解体後の

改良形状を写真-2に示す．全ケースできれいな

球状固化体が作製されており，均等係数 Uc が

10 程度の地盤に対してもシェル型浸透固化処

理工法の適用が可能であることが確認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

４ シェル型固化体の液状化対策効果に関する模型実験 

 遠心載荷模型実験装置を用いた実験により，シェル型固化体の液状化対策効果の確認を行った．実

験における初期地盤条件として相対密度 60％の水平地盤を選定した．相馬産の 5号珪砂を用いて模型

地盤を作成した後，20Gの遠心加速場条件の下で，層厚 0.25mの地盤模型に対して 300Galの地震動

を与える実験を行った． 

 

Case 地盤改良方法 

1 未改良（相対密度 60％） 

2 締固め（相対密度 90％） 

3 浸透固化処理工法（70％部分改良） 

4 シェル型浸透固化処理工法 

表-2 実験ケース 

70％部分改良体 シェル型改良体 

 

ケース 1 
Uc=2.0 

ケース 2 
Uc=5.5 

ケース 3 
Uc=9.6 

ケース 4 
Uc=9.6 

写真-2 実験結果 

 

2
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0
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未処理部

ペール缶

不織布

対象試料

モルタル

砕石

注入管

薬液

2
0
2

0

ドレーンパイプ ドレーンパイプ

2
0

砕石

改良体外殻部

図-3 実験断面 

 実験ケース 地盤材料 改良体 薬液注入割合

ケース1 材料1：Uc=2.0 シェル型 70%
ケース2 材料2：Uc=5.5 シェル型 70%
ケース3 材料3：Uc=9.6 シェル型 70%
ケース4 材料3：Uc=9.6 通常 100%

表-1 実験ケース 
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実験ケースは，表-2に示すように，Case1：地盤改良を行わないケース，Case2：相対密度を 90％

に締固めたケース，Case3：改良率 70％で部分改良を行うケース，Case4：シェル型浸透固化処理工

法の適用ケースの 4ケースを選定した． 

シェル型固化体の加速度応答，ひずみ特性，過剰間隙水圧特性を調査した結果，固化体内部の未改

良部分は液状化する可能性があるが，薬液固化体で形成されている外殻は液状化せずに，従来工法と

同じ改良強度を発揮するため，液状化した固化体内部の土は殻外に流出せず，改良対象地盤全体の変

形抑制性能は従来工法と同等の性能を発揮することが確認された． 

 また，各ケースにおける実験後の最大地表面沈下量を

表-3に示す．部分改良のケースでは，未改良部分の液状

化により地表面沈下量が有意に発生するのに対し，シェ

ル型浸透固化のケースは，シェル型固化体が強い変形抑

制性能を発揮するため，地表面沈下がほとんど生じない

ことが確認された．  

 

５ おわりに 

提案するシェル型浸透固化処理工法は，従来工法と比較して，薬液の使用量を 30％程度抑えること

により，20％のコストダウンを実現でき，従来工法と同等の地盤の変形を抑制する性能を有すること

が確認された．また，固化体を球体とする必要があることから，均一な地盤しか適用することができ

ないと考えられていたが，均等係数 10程度までは適用が可能であることがわかった． 

本工法は，当社が保有している「曲がり削孔技術」及び 「長距離曲がり削孔技術」 との併用が可

能であるため，構造物直下地盤の対策が可能である． 

港湾地域では公的施設はもとより，民間施設においても BCPの観点から液状化対策の需要は高ま

っている状況の中，本技術が提案できるものと考えられる． 

 

1)浸透固化処理工法技術マニュアル（2010版），沿岸技術開発センター，2010 

 

表-3 実験後の最大沈下量 

実験ケース 最大沈下量

1 (未改良) 0.12m

2 (締固め) 0.04m

3 (70%部分改良) 0.12m

4 (シェル型改良) 0.02m
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超高強度繊維補強コンクリートによる場所打ちでの道路橋の施工 

 

   鹿島建設（株） 北陸支店 所長 林  英輝   

 北陸支店   ○川崎 文義   

 

１ はじめに 

超高強度繊維補強コンクリート(以下、ＵＦＣ)1）は、圧縮強度 150N/mm2以上、引張強度 5N/mm2 以上

の高強度性と 100 年の設計耐用年数を見込める高耐久性を有する建設材料である。このうち、エトリ

ンガイト生成系ＵＦＣ「サクセム」は、土木学会の「技術評価制度」により、「超高強度繊維補強コン

クリートの設計・施工指針（案）」（以下、ＵＦＣ指針）に準拠した設計・施工が可能である材料とし

て評価を受けており 2）、サクセムの大量製造に向けた検討や、断面の大きいプレキャスト部材を想定

した養生方法を確立し、長岡市のリバーサイド千秋連絡橋 3）や、羽田空港Ｄ滑走路でのＵＦＣ床版で

の大規模施工など 4）、実構造物への適用を増やしている。 

ＵＦＣは、高い性能を発揮させるための給熱養生が行える設備を有するプレキャスト製品工場での

使用が基本とされているが、施工規模や施工条件によっては場所打ちで部材を構築する方が合理的な

場合がある。今回、道路橋の建設において、国内で初めて構造物全体をＵＦＣの場所打ちにて施工し

た。本報では、ＵＦＣ（サクセム）を場所打ち施工するために講じた各種取組みと施工結果について

報告する。 

２ 工事概要 

２．１ 橋梁の構造 

 新潟県糸魚川市に位置する本橋梁（名称：

小滝川橋梁）は、民間発電設備のリニューア

ルに伴い、建設後約 100 年経過した吊橋を新

たにサクセム製の桁橋で架け替えるものであ

る。新設する橋梁は、橋長 39.0m、桁長 38.8m、

全幅員 5.2m の単純 PC ポストテンション方式

T 桁橋（躯体数量約 90m3）である。凍結防止

剤散布による塩害や凍害を受ける地域に建設

されることを踏まえ、維持管理費の削減を目

的にサクセムが採用された。橋梁の概要を表

－1、構造を図－1 に示す。施工並びに耐久性

上の課題は、本橋の架設地点へのアクセスが、

幅員の狭い道路であり、大型のプレキャスト

部材を運搬することが困難であったこと、部

材を細かく分割することによって継目が増えることである。そこで、橋梁全体をサクセムの場所打ち

で構築することとした。 

表－1 小滝川橋梁概要

工 事 名 小滝川発電所2号機リニューアル橋架替え工事

工事場所 新潟県糸魚川市

橋　　種 プレストレストコンクリート道路橋

構造形式
上部工：単純PCポストテンション方式T桁橋

下部工：逆T式橋台2基
荷　　重 Ａ活荷重，雪荷重

橋　　長 39.0m
幅　　員 5.2m（全幅員），4.0m（有効幅員）  

ゴム支承

外ケーブル 19S15.7

（高強度PC鋼材）

外ケーブル偏向部
（プレキャスト部材）

主桁（超高強度繊維補強
コンクリート サクセム）

内ケーブル 1S29.0

（高強度PC鋼材）

 

図－1 小滝川橋梁の構造 
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２．２ 使用材料 

サクセムの配合を表－2 に示す。

本工事では、場所打ち施工における

ひび割れ抑制を目的に、収縮低減型

のサクセム 5）を適用した。ＵＦＣ指

針では、打込みから脱型やプレストレス導入に必要な初期強度が得られるまでの「初期養生」と、最

終強度の発現に必要な蒸気養生である「標準熱養生」を行うことが基本とされているが、これらは、

十分な養生設備を有するプレキャスト製品工場での部材製作を想定したものである。しかし、本工事

では渇水期の冬季における施工となり、かつ積雪山間部に架設するため、プレキャスト製品工場のよ

うな理想的な養生を施すことが困難である。そこで、現場で実現可能な養生によって達成できるサク

セムの強度を勘案し、設計基準強度をＵＦＣ指針の適用範囲内である 150N/mm2に設定した。 

３ 施工実績 

３．１ 市中プラントにおけるサクセムの製造と運搬 

 サクセムは市中の生コンプラント 2 社で、1 バッチあたり 2.0m3を練り混ぜ、3 日間で全数量約 90m3

を製造した（各日約 30m3）。1 工場当りの製造速度は平均で 4.0m3/h、最大 7.0m3/h であった。なお、

製造サイクルで支配的な工程のひとつとなる鋼繊維の投入方法は、鋼繊維をバッチャープラント内の

ミキサに人力投入する方法を採用した。製造サイクルは、17～20 分（うち計量時間 5 分、繊維投入時

間 5～8 分）であった。製造したサクセムはアジテータ車（2.0m3積）で約 40 分かけて現場まで運搬し

た後、バケット（容量 1.0m3）で場内運搬した。 

３．２ 打込み 

本工事では、クレーンの作業半径と積雪養生用の屋根に

より、バケットによる打込み位置が制限された。そこで、

事前に主桁を模擬した 10m の部材を用いてサクセムのレベ

リング性や鋼繊維の均一性が確保される流動距離の限界を

把握した。図－2 に流動距離と繊維混入割合の確認結果を

示す。型枠に設けた窓から、流動先端の試料を採取し、洗

い試験によって鋼繊維の量を測

定した結果、流動距離が 10m 地

点まで均一に分散されているこ

とが確認された。事前検討での

知見 6）から、実施工では、打重

ね面の乾燥（被膜）を防ぐため

の継続的な噴霧（打込み空間の

保湿）と、鋼繊維を架橋させる

ための突き棒によるかき乱しを

施した。写真－1 に実工事にお

表－2 サクセムの配合 

水※ 結合材
(収縮低減ﾀｲﾌﾟ) 細骨材

収縮
低減剤

高性能
減水剤

消泡剤

15.2 195 1,287 905 12.9 36.0 6.4 137.4
(1.75vol.%)

※高性能減水剤中の水分を含む

補強繊維
（kg）

水結合材
比

（%）

単位量（kg/m3
）

 

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

繊
維

混
入

割
合

流動距離（m）

流動距離0m地点の繊維量を
基準とした場合

※全箇所で
混入量1.75vol.%以上

 

図－2 鋼繊維の洗い試験結果 

バケット運搬 打込み状況
 

写真－1 サクセムの打込み状況 
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けるサクセムの打込み状況を示す。実工事では最大 1.5 時間

程度の打重ね時間間隔が生じたが、写真－2 に示すように未

充 や打重ね線のない、きれいな仕上がりとなった。 

３．３ 温度ひび割れ対策 

 マスコンクリートである端部横桁については、事前に温度

応力解析結果を行った。解析結果を図－3 に示す。河川水（水

温 5℃）を利用したパイプクーリング（パイプ配置間隔 250

～550mm）を実施することで、中心部の最高温度を約 20℃低

減させ、内外温度差による温度ひび割れの抑制を図った。実

工事においても 20～25℃程度最高温度の低

減が確認でき、有害なひび割れを抑制するこ

とができた。クーリングパイプの設置状況を

写真－3 に示す。また、橋梁全体を 30℃で養

生することで、薄肉部である床板張出先端の

強度発現を確実にするとともに、橋面を保温

シートで覆うことで養生中及び脱型時の内外

温度差と部材間の温度差を低減させた。 

３．４ 養生 

本工事は、寒中施工となるため、低い打込み温

度がサクセムの強度発現とその後の工程に影響を

与える事が懸念された。図－4 に打込み温度を 5℃

とした場合に、養生温度を水準として圧縮強度の

発現を確認した実験結果を示す 7）。打込み温度が

5℃となる場合には、特に養生温度が 20℃以下に

なると強度発現が遅くなることが明らかとなった。

シリカフュームやポゾランの活性による初期強度

の立ち上がり及び長期的な増進には、誘因となる

温度が必要であり、実施工では打込みから初期の

養生温度が 30℃を下回らないことを基本に、積雪

山間部で実現可能な保温と給熱養生を実施するこ

ととした。 

本工事では、ユニット式養生パネルと二重の防

炎シートで施工リア全体を覆うとともに、熱交換

式 温 風 機 （ 熱 出 力 68,700kcal/h×6 台 、

28,600kcal/h×2 台）で打込み後の雰囲気温度を

30℃に保った（写真－4）。特に自己発熱の小さい

脱型後（実施工）  

写真－2 サクセムの脱型状況 

外ケーブル内ケーブル クーリングパイプ

 

写真－3 端部横桁のパイプクーリング 

110℃

90℃に低減
A1、A2端部横桁

クーリングパイプ
 

図－3 端部横桁の温度解析結果 
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図－4 積算温度と圧縮強度の関係 7） 
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薄肉部の強度発現を確実にするため，打

込みから 48 時間までは部材温度が 30℃

を下回らないように管理した（図－5）。 

サクセムの現場養生供試体の強度試験

結果から、材齢 22 日で目標強度 150N/mm2

到達を確認した。 

４ おわりに 

国内で初めてＵＦＣ（サクセム）の場

所打ち施工で構築した小滝川橋梁の建設に際し、場所打

ち施工に向けた各種検討を行った。これらの対策を実施

することにより、実工事において良好な結果を得た。写

真-5 に完成状況を示す。今後は、新設工事のみならず補

修・補強分野においても、ＵＦＣの場所打ち施工のニー

ズが高まることが予想される。本報がこれらの工事の参

考になれば幸いである。 
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図－5 温度計測結果 
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本工法は，主として土被り厚 12m 以下の道路下に埋設される水路用および道路(通路)用の 

盛土部に使用するアーチカルバートに適用する． 

 部材形状は，矩形断面とし最小部材厚を

25cm，30cm，40cm，50cm の 4 種類から条件

に応じて選定する．また，部材は一様な厚さで

はなく応力状態の変化に対応するため頂部に行

くほど厚さが増していく変断面としている． 

部材幅は，2.5m を基本とし部材厚 50cm の部材については 2.0m としている． 

部材の内半径は，4.0m と 6.0m の 2 種類を基本としている． 

頂部の接合面は，PC 鋼棒を配置し緊張する事により剛接合としている．また，道路縦断方向は縦

断方向に配置した PC 鋼材を緊張する事により地震時慣性力に対して抵抗させている． 

 

３． 施工現場の設計条件 

 七尾氷見道路は，高規格幹線道路である能越自動車道のうち，（仮称）七尾 IC～(仮称)氷見 IC を連

絡する延長約 28.1km の道路で，本施工現場は中波～脇地先に位置し，施工延長は L=69.0m である． 

 設定された設計条件は，内空寸法 B 10.9m×H 12.178m(排水路：B 1.0m×H 1.5m)で下部工縦壁高

(H 4.60m)を高くして土かぶり厚を D 11.8m に低減 

している． 

部材は，最小部材厚 50cm の最大タイプを用い，

部材の内半径は 8.0m として尖塔型にしている． 

また，部材質量は，運搬規制および製造制限な

どを考慮して部材幅を 1.5mとし質量 27.5t／本と

して計画されている． 

 

４． 施工 

 上部工の現場施工は，平成 25 年 7 月上旬～8 月 

中旬までの 1.5 ヶ月間にわたって行った 

４．１ 上部工の施工手順 

 上部工の施工手順を図－３に示す． 

４．２ 架設工 

 上部工の架設に先立って，架設用の支保工を組立 

てる． 

部材の運搬は，横置きで搬入されるので，部材を 

運搬車からクレーンにて吊り上げ，反転架台上で 90° 

回転させた後，反転機を用いて所定の角度に調整し 

部材を下部工の溝抜き部と支保工上に部材を仮置き 

構造内幅 12.0m 以下(実績値 12.5m) 

土被り厚さ 12.0m 以下(実績値 15.3m) 

最小曲率半径 R=40.0m(実績値と同様) 

最大縦断勾配 i=10.0％(実績値 14.0％) 

構造内幅 10.90m 

最大土被り厚さ 11.80m 

活荷重 T-25 

縦断勾配 i=3.752％ 

表－１ 標準適用範囲 

表－２ 設計条件 

図－２ 断面図 
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頂部連結工 
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架設を繰り返し部材頂部を向

かい合わせる．部材の調整後頂部連結部の

φ26)で頂部の

が完了する．この作業を繰り返

し架設完了後支保工を解体する．

頂部連結工は，架設時に仮固定した

．なお，緊張作業に先立って頂部間目地

り欠き部に無収縮モルタルを打設し，
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図－４ 頂部連結工断面図

1645

2600

PC鋼棒　N=6
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を繰り返し部材頂部を向

かい合わせる．部材の調整後頂部連結部の PC

で頂部の仮固定を行い

この作業を繰り返

． 

頂部連結工は，架設時に仮固定した PC 鋼棒を

．なお，緊張作業に先立って頂部間目地の空隙部

り欠き部に無収縮モルタルを打設し，ＰC グラウトを注入し

写真－３ 架設用支保工
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写真－７ Ｒ側架設

反転機
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を行い 
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鋼棒を油圧ジャッキにより

の空隙部に無収縮モルタルを充填

グラウトを注入し

架設用支保工

製品反転状況 

Ｒ側架設 

反転機 

 

油圧ジャッキにより

に無収縮モルタルを充填

グラウトを注入して完了とする．

図－３

油圧ジャッキにより作業緊張力

に無収縮モルタルを充填する．

完了とする． 

図－３ 上部工

写真－８ 

作業緊張力 P0=430kN

する．緊張後定着用の切

 

上部工の施工手順

 緊張作業状況

kN で緊張す

緊張後定着用の切

施工手順 

緊張作業状況 

緊張す

緊張後定着用の切
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４

めダクト

ジャッキにより作業緊張力

作業に先立って部材間目地

緊張後

打設

 

剛結合とする．

４

 

材目地部

用下地材を塗布する．下地材の乾燥後，

弾性シーリング材を

塗膜防水の設置幅に合わせて

塗膜防水用下地材を塗布する．下地材の乾燥後

ン材をスプレー式機械吹き付け施工する．

用仕上げ材を塗布して完了とする．

業を並行して行い

 

５

地方整備局管内での施工実績は３件となった．

と比較して工事期間を短縮でき，施工の合理化に

と考える．

高盛

の整備事業に貢献して行ければと

 

参考文献

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

 

４．４ 縦締工

部材の架設作業を

めダクトに

ジャッキにより作業緊張力

作業に先立って部材間目地

緊張後 PC 鋼材を切断し定着用の切り欠き部に無収縮モルタルを

打設し，PC

 なお，縦締工完了後，部材脚部根入れ部にモルタルを打設し

剛結合とする．

４．５ 防水

 ＰＣグラウト

材目地部および切り欠きモルタル部の防水を行う．

部材目地部は，目地部に

用下地材を塗布する．下地材の乾燥後，

弾性シーリング材を

シーリング材の硬化後，

塗膜防水の設置幅に合わせて

塗膜防水用下地材を塗布する．下地材の乾燥後

ン材をスプレー式機械吹き付け施工する．

用仕上げ材を塗布して完了とする．

なお，作業に使用するブラケット足場は，架設時に取り付け作

業を並行して行い

 

５ おわりに

本報告は，

地方整備局管内での施工実績は３件となった．

と比較して工事期間を短縮でき，施工の合理化に

と考える． 

高盛土対応型の

の整備事業に貢献して行ければと

 

参考文献 

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

 

縦締工 

部材の架設作業を 1 ブロックまで

に PC 鋼線(SWPR19L

ジャッキにより作業緊張力

作業に先立って部材間目地

鋼材を切断し定着用の切り欠き部に無収縮モルタルを

PC グラウトを注入し

なお，縦締工完了後，部材脚部根入れ部にモルタルを打設し

剛結合とする． 

水工 

ＰＣグラウトの注入と切り欠き部のモルタル

および切り欠きモルタル部の防水を行う．

部材目地部は，目地部に

用下地材を塗布する．下地材の乾燥後，

弾性シーリング材を目地部に充填する．

シーリング材の硬化後，

塗膜防水の設置幅に合わせて

塗膜防水用下地材を塗布する．下地材の乾燥後

ン材をスプレー式機械吹き付け施工する．

用仕上げ材を塗布して完了とする．

なお，作業に使用するブラケット足場は，架設時に取り付け作

業を並行して行い，防水工完了後に解体する．

わりに 

は，富山県内の施工実績であるが，本現場を含めて北陸

地方整備局管内での施工実績は３件となった．

と比較して工事期間を短縮でき，施工の合理化に

 

土対応型の Ap_pass

の整備事業に貢献して行ければと

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

ブロックまで

(SWPR19L 1S21.8)

ジャッキにより作業緊張力 P0=420kN

作業に先立って部材間目地の空隙部に

鋼材を切断し定着用の切り欠き部に無収縮モルタルを

グラウトを注入して完了とする．

なお，縦締工完了後，部材脚部根入れ部にモルタルを打設し

の注入と切り欠き部のモルタル

および切り欠きモルタル部の防水を行う．

部材目地部は，目地部にバックアップ材を取り付けシーリング

用下地材を塗布する．下地材の乾燥後，

目地部に充填する．

シーリング材の硬化後，各目地部と切り欠き部のモルタル部を

塗膜防水の設置幅に合わせてテープやシート

塗膜防水用下地材を塗布する．下地材の乾燥後

ン材をスプレー式機械吹き付け施工する．

用仕上げ材を塗布して完了とする．

なお，作業に使用するブラケット足場は，架設時に取り付け作

防水工完了後に解体する．

富山県内の施工実績であるが，本現場を含めて北陸

地方整備局管内での施工実績は３件となった．

と比較して工事期間を短縮でき，施工の合理化に

Ap_pass 工法が今後も実績を重ねながら，社会基盤

の整備事業に貢献して行ければと

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

ブロックまで繰り返し

1S21.8)を延長方向に挿入し

=420kN で緊張する．なお，緊張

の空隙部に無収縮モルタルを充填

鋼材を切断し定着用の切り欠き部に無収縮モルタルを

完了とする．

なお，縦締工完了後，部材脚部根入れ部にモルタルを打設し

の注入と切り欠き部のモルタル

および切り欠きモルタル部の防水を行う．

バックアップ材を取り付けシーリング

用下地材を塗布する．下地材の乾燥後，2 液性のウレタン樹脂系

目地部に充填する． 

各目地部と切り欠き部のモルタル部を

テープやシート

塗膜防水用下地材を塗布する．下地材の乾燥後

ン材をスプレー式機械吹き付け施工する．吹き付け後

用仕上げ材を塗布して完了とする． 

なお，作業に使用するブラケット足場は，架設時に取り付け作

防水工完了後に解体する．

富山県内の施工実績であるが，本現場を含めて北陸

地方整備局管内での施工実績は３件となった．

と比較して工事期間を短縮でき，施工の合理化に

工法が今後も実績を重ねながら，社会基盤

の整備事業に貢献して行ければと期待する．

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

繰り返した後，6 箇所の縦締

を延長方向に挿入し

で緊張する．なお，緊張

無収縮モルタルを充填

鋼材を切断し定着用の切り欠き部に無収縮モルタルを

完了とする． 

なお，縦締工完了後，部材脚部根入れ部にモルタルを打設し

の注入と切り欠き部のモルタルの打設完了後，

および切り欠きモルタル部の防水を行う． 

バックアップ材を取り付けシーリング

液性のウレタン樹脂系

各目地部と切り欠き部のモルタル部を

テープやシートでマスキング

塗膜防水用下地材を塗布する．下地材の乾燥後，超速硬化ウレタ

吹き付け後，

なお，作業に使用するブラケット足場は，架設時に取り付け作

防水工完了後に解体する． 

富山県内の施工実績であるが，本現場を含めて北陸

地方整備局管内での施工実績は３件となった．本工法は場所打ち

と比較して工事期間を短縮でき，施工の合理化に寄与のある工法

工法が今後も実績を重ねながら，社会基盤

． 

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

箇所の縦締 

を延長方向に挿入し油圧 

で緊張する．なお，緊張 

無収縮モルタルを充填する．

鋼材を切断し定着用の切り欠き部に無収縮モルタルを 

なお，縦締工完了後，部材脚部根入れ部にモルタルを打設して 

完了後，部 

バックアップ材を取り付けシーリング 

液性のウレタン樹脂系 

各目地部と切り欠き部のモルタル部を 

マスキングを行い 

超速硬化ウレタ 

，表面保護 

なお，作業に使用するブラケット足場は，架設時に取り付け作 

富山県内の施工実績であるが，本現場を含めて北陸 

本工法は場所打ち 

のある工法 

工法が今後も実績を重ねながら，社会基盤

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工法が今後も実績を重ねながら，社会基盤 

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

写真－９

写真－１０

写真－１１

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成

写真－９ 緊張作業状況

写真－１０ 防水作業状況

写真－１１ 防水完了

・セミ・プレハブ技術研究会「大型プレキャストアーチカルバート設計・施工要領」平成 22 年 11 月

緊張作業状況 

作業状況 

防水完了 

月 
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表－1 FFP の目標値 

フル・ファンクション・ペーブ（FFP）追跡調査結果について 

株式会社ガイアート T・K 東北支店 工事部 課長 濱崎 あいみ   

             技術研究所 主任研究員 齊藤 一之 

 

１.はじめに 

 従来、一般的なアスファルト舗装として表層には密粒度アスコンが使用されてきていたが、1980 年

代からポーラスアスファルト舗装（以下、排水性舗装）が路面の水はね防止や雨天時の視認性向上に

優れた舗装として普及してきた。この排水性舗装は、自動車専用道路では車両走行の安全面において

有効な舗装と評価されている 1)。また、積雪寒冷地（以下、寒冷地）では表面テクスチャ（路面の凹

凸）を確保することで、通行車両のタイヤ接触により路面の氷の摩耗を促進させ、すべり抵抗の改善

を目的とした「粗面系凍結抑制舗装」としても期待されてきている 2)。 

一方で、長年供用された路面の空隙詰まりによる排水機能の低下に加え、浸透した水分により下層

の表面からはく離が発生し、これが起因して修繕時には表層 1 層に止まらず、表・基層の 2 層打換え

が必要になる不具合が顕在化してきている。また、寒冷地域では表層内に残った水分が氷結すること

で膨張し、表層内部から破壊する損傷状態が発生している。2013 年 3 月の北海道新聞では、この内部

破損現象の発生メカニズムとともに、札幌市内で路面状況の悪化によるパンク処理の出動回数が前年

同期比の 1.5 倍に増えるなど車の運転に支障を及ぼしているとの内容で報じられている。 

このように寒冷地での排水性舗装は耐久性に難点があるため、排水機能等の効果は認められるもの

の現在では採用が控えられる状況にある。また、排水性舗装は浸透水を直ちに排出する構造のため、

凍結防止剤を散布しても流出しやすく、密粒度アスコンなどに比べて散布回数が多くなる問題もある。 

これら寒冷地における排水性舗装の問題点を解決し、新たな凍結抑制舗装及び寒冷地における排水

性舗装の代替えとするためにフル・ファンクション・ペーブ（縦溝粗面型ハイブリッド舗装、以下、

FFP）を開発し、2014 年 3 月末時点で約 100,000m2の施工を行ってきている。 

 本報文は、この FFP における凍結抑制効果の室内検証試験結果と、北海道札幌市での実績工事にお

ける追跡調査結果に関してとりまとめたものである。 

２.FFP の概要 

FFP は、混合物一層の施工で表面付近が寒冷地における

排水性舗装（空隙率 17％程度）と同等の排水性機能を有し、

下部は砕石マスチックアスファルト混合物（以下、SMA）と

同等の防水性機能を併せ持つ舗装である（図－1 参照）3)。 

このように一層内の下部に防水機能を有するために下

層表面の保護ができるので、路面性状の回復を目的とし

た修繕工事に際し表層のみの打換えとすることが可能に

なる。また、寒冷期に散布した凍結防止剤が表面付近の

空隙と縦溝に留まるため容易に外部へ流出せず、凍結抑

制効果の持続性（塩分残存率）がこれまでの密粒度アス

図－1 FFP の構造イメージ 

排水性舗装 SMA

　マーシャル突固め回数 （回） 両面50回 両面50回 両面50回

　マーシャル安定度 （ｋN） 5.0以上 3.43以上 5.0以上

　残留安定度 （％） 75以上 75以上 75以上

　カンタブロ損失量 (-20℃)
※1 （％） 12以下 20以下 －

　透水係数※2 （cm/sec） 1.0×10
-7以下 1.0×10

-2以上 1.0×10
-7以下

　動的安定度（DS） （回/mm） 6,000以上 3,000以上 3,000以上

　路面のキメ深さ（MPD） （㎜） 1.2以上 － －

　浸透水量 （ml/15sec） 800以上※3 1,000以上 －

　すべり抵抗値（BPN） 60以上 60以上 60以上

※1　寒冷地での使用の場合。一般地域での使用では20℃

※2　加圧透水試験による

※3　空隙率17％の排水性舗装の浸透水量相当

項　　　　　　　　　目
多機能型排水性
社内目標値

参　　　考　　　値
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写真－1 縦溝粗面仕上げの例 

図－3 凍結サイクルと塩分濃度の関係 

図－4 凍結サイクルと BPN の関係 

コンや排水性舗装等に比べて大幅に向上させることも可能になる。 

また、寒冷地では排水性舗装表層下部の空隙に残った水分の凍

結による破損が発生していることから、FFP では路面付近の排水

層厚は 10～15mm 程度としている。ただ、この排水層厚では表－1

に示す目標浸透水量の確保が困難であるため、施工時において機

械的に縦溝を含めた粗面（縦溝粗面仕上げ、写真－1 参照）とな

るように、アスファルトフィニッシャ（以下、AF）の改善を図っ

ている。この専用 AF による縦溝粗面仕上げにより、排水

性機能の向上に加え、タイヤ/路面騒音低減効果や走行時

の視認性向上という新たな効果が生まれている 4) 5)。 

３.室内における凍結抑制効果の検証 

 FFP の凍結抑制効果を室内において検証するため、FFP

混合物や排水性混合物、並びに寒冷地で使用されている

細粒度ギャップアスコン（以下、細粒 G）や機能性 SMA

混合物を用いて、図－2 に示す検討フローに従い凍結防

止剤残存率の確認試験を実施した 6)。確認試験の結果に

ついて、凍結サイクルと塩分濃度測定結果の関係を図－3

に、凍結サイクルと BPN測定結果の関係を図－4に示す。 

図－3 より、弊社が保有する化学系凍結抑制舗装が現道

において有効に凍結抑制効果が得られるとした塩分濃度の

基準値である 1.2％7)を適用した場合、FFP 混合物では 8 回

目のサイクルで基準値を下回ることに対し、その他の混合

物では 3回目または 4回目のサイクルで下回ることが判る。

このことから、FFP 混合物は一般的な他混合物に比べ、2

倍程度以上の塩分残存率があると言える。 

また、図－4 より、細粒 G では塩分濃度が 2％程度あっ

ても、路面が凍結して BPN が 20 程度と低い値を示すこと

が判る。これに対し、路面のキメが粗い（凹凸のある）排

水性混合物および機能性 SMA 混合物では、BPN が 40～50 程

度と一定の値を維持できている。さらに、同じく路面のキ

メが粗くなる FFP 混合物は、塩分濃度基準値を上回ってい

るサイクル中では BPN が 50 程度の値を維持しており、基準

値を下回って凍結回数が 10 回近くになっても他の粗面

となる舗装と同等の BPN が得られていることが判る。 

以上のことから、FFP は一般の舗装に比べて凍結防止剤散布回数を 1/2 程度まで低減することがで

き、他混合物に比べ高いすべり抵抗性が得られることから走行安全性を図ることができると言える。 

粒状の凍結防止剤を30g/㎡で散布

※ WT供試体（300×300㎜）

0.03×0.09㎡=0.027㎏=2.7g

振り子式スキッドレジスタンステスタによりBPNを測定

塩分屈折計により、塩分濃度を測定

-5℃の恒温室（カンタブロ試験室）内で12時間

以上養生する

供試体1枚に対して53g散水する

上記散水完了後、-5℃下で1時間養生する

上記養生完了後、直ちに1℃に設定したWT試験室

に運搬し、1029Nの荷重で30分走行する

上記走行完了後、直ちにBPN及び塩分濃度を測定

を行う

上記測定完了後、2％程度の勾配にして排水する
常温養生

塩分散布

-5℃12hr以上養生

53g散水

-5℃1hr養生

1℃30min走行

塩分濃度及びBPN測定

塩分濃度及びBPN測定

図－2 凍結抑制効果の検討フロー 
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図－5 札幌市豊平 5 条線 FFP 施工箇所 

写真－2 施工直後の路面状況 

表－2 路面性状試験結果（施工直後） 

写真－4 路面露出状況 

写真－3 路面排水状況 

４.札幌市豊平区における施工事例 

４.１ 施工概要 

 札幌市豊平区の豊平 5 条線において行われた、FFP 工事

の施工概要を以下に記す。 

施 工 日：2013 年 10 月 

施工場所：北海道札幌市豊平区豊平六条 2 丁目（下り） 

（図－5 参照） 

施工面積：376m2 

 施工厚さ：t=40mm 

写真－2 に示す通り、施工後の路面には FFP の特徴である縦溝

がしっかりと出ており、縦溝粗面の仕上りに問題は見られなかっ

た。また、施工直後に路面性状試験を実施したが、表－2 の通り

試験結果は社内目標値を満足していた。 

これらのことから、路面の仕上がり、路面性状ともに問題が

なく、良好な施工が行えたと判断した。 

４.２ 実道での凍結抑制効果の検証 

４．２．１ 雨水の排水状況 

写真－3 における左側車線（上り線）

が比較舗装としての薄層すべり止め舗装、

右側車線（下り線）が FFP であるが、それらの雨天時の排水状況

を示す。写真から判断すると、FFP 路面は浮き水がほとんどなく、

縦溝が認識できる程度まで雨水が排水されていることに対し、比

較舗装路面には浮き水があり、路面が水光りしていることが判る。 

このことから、比較舗装では路面の浮き水が夜間等に凍結して

ブラックアイスバーンとなる懸念があることに対し、FFP では排

水されて路面に水分が残らないためにブラックアイスバーンの抑

制に期待できると言える。 

４．２．２ 路面露出の観測結果 

実道における FFP の凍結抑制効果検証のひとつとして、カメラ

により路面撮影を行い、路面の露出状況について調査を行った。 

写真－4 に示す、左側車線（上り線）が比較舗装としての薄層

すべり止め舗装、右側車線（下り線）が FFP である。写真から判

断すると、比較舗装には積雪があることに対し、FFP の路面がは

っきりと露出していることが判る。また、路面を拡大してみてみ

ると、写真－5 の通り、FFP は縦溝が確認できるほど路面露出していることに対し、比較舗装路面は積

雪によりほとんど路面が露出していない状況であった。 

路面のキメ深さ 現場透水試験

MPD 浸透水量 BPN

（㎜） （ml/15s） BPN20 μ40 μ60

平均（n=3） 1.282 1,135 72 0.34 0.36

社内目標値 1.2以上 800以上 60以上

測 定 箇 所

現　　場　　試　　験　　結　　果

すべり抵抗試験

DFTによる動摩擦係

FFP 

薄層すべり 

止め舗装 

FFP 
薄層すべり 

止め舗装 
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表－3 冬期路面摩擦係数測定結果 

写真－5 路面露出状況 

以上の結果から、FFP は比較の薄層すべり止め舗装に比べて高

い凍結抑制効果が得られていると判断した。また、粗面系凍結抑

制舗装は路面の凹凸を確保してすべり抵抗の改善を図る工法であ

ることから、FFP は粗面系凍結抑制舗装の効果を発揮していると

言える。 

４．２．３ すべり摩擦係数測定車における摩擦係数測定結果 

 2014 年 1 月から 2014 年 2 月にかけて、札幌市では市内のロー

ドヒーティング（以下、RH）停止箇所とその前後区間の路面

状況調査の一環として、①計画散布区間，②管理強化箇所，

③RH 停止箇所の 3 区間に分け、市内の十数箇所の RH 停止

箇所ですべり摩擦係数測定車による冬期路面の摩擦係数測

定を行っている。それらのうち、先に述べた同一路線の測

定結果を表－3 に示すが、本工事の冬期路面摩擦係数は、3

区間のいずれの区間も、反対側上り線の薄層すべり止め舗

装に比べて高い摩擦係数となっており、FFP の冬期路面に

おける高いすべり抵抗性が確認できた。 

５．まとめ 

 今回の調査の結果をまとめると、以下のことが言える。 

① 室内における凍結抑制効果の検証結果により、一般的な舗装に比べて塩分残存率とすべり抵抗

性が高いことが判った。 

② 比較舗装とした薄層すべり止め舗装に比べ、路面露出の優位性が認められる。 

③ 比較舗装とした薄層すべり止め舗装に比べて冬期路面での摩擦係数が高かったことから、すべ

り抵抗性が高いと判断でき、走行安全性の優位性が認められる。 

６．おわりに 

 今回の凍結抑制検証結果により、室内での凍結抑制効果に加え、北海道札幌市豊平区での施工箇所

における実道での追跡調査により路面露出やすべり抵抗性の効果も確認できた。 

今後、同箇所で引き続き調査を行うとともに、他の積雪寒冷地域における施工箇所についても、FFP

の冬期路面における凍結抑制機能や耐久性に関して検証していくことにしている。 
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粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装「アイストッパー」 

          

大林道路株式会社 技術研究所 材 料 研 究 室 研 究 員  ○澤田 修平    

同 上     材料研究室主任研究員   東本  崇   

同 上     材 料 研 究 室 室 長   鈴木  徹   

                   

 

１．はじめに 

 排水機能を有するポーラスアスファルト舗装はハイドロプレーニング現象の抑制や雨天時の視認性

の向上、路面騒音の低減により、走行安全性や周辺環境の改善に効果がある。一方、積雪寒冷地にお

けるポーラスアスファルト舗装は、タイヤチェーンや除雪作業による骨材飛散や飛散物による空隙詰

まりなどの課題がある。この課題を解消するものとして、砕石マスチックアスファルト舗装（粗面型）

1）（以下、粗面ＳＭＡ）が開発されている。筆者らは、粗面ＳＭＡにゴム粒子を混入させるとともに

舗装表面にもゴム粒子を散布接着させ凍結抑制機能を付与したものとして粗面型ゴム粒子入り凍結抑

制舗装「アイストッパー」を開発し、施工性および仕上がり状態の評価ならびに擬似的に作製した雪

氷路面による凍結抑制性能の検証を実施し、その有用性を確認してきた 2）。 

 本報文では、粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装「アイストッパー」の凍結抑制性能の室内検証結果

を述べるとともに、実道における冬期路面の調査結果についての知見を述べる。 

 

２．室内試験における凍結抑制性能の検証 

２．１ 氷板ホイールトラッキング試験 3） 

 氷板ホイールトラッキング試験（以下、氷板 WT 試験）は、

WT 試験用供試体の表面に氷板（縦 260×横 150×厚 1.5mm）を

作製し、－5℃の恒温室内で荷重走行試験を行い、氷板の破

砕・はく離の評価を行うものである。 

試験は粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装に加え比較混合

物として密粒度アスファルト混合物（以下、密粒）、粗面

SMA について実施した。試験結果を図－1 に示す。粗面型ゴ

ム粒子入り凍結抑制舗装の氷板ひび割れ・はく離率は 83％であるが比較混合物はいずれも 10％未満で

ある。したがって粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装は氷板状態の路面において凍結抑制性能を有して

いると考えられる。 

 

２．２ 回転ラベリング試験 4） 

回転ラベリング試験では、回転ラベリング試験機を使用して、供試体上に作製した擬似積雪上に車

輪を走行させ、路面状態を目視観察することで凍結抑制性能を評価した。回転ラベリング試験機では

タイヤの蹴り出し効果により、実際の積雪路面における路面状態を再現できると考えられる。擬似積

0 20 40 60 80 100

粗面型ゴム粒子入り

凍結抑制舗装

粗面SMA

密粒

氷板ひび割れ・はくり率

（％）

破砕

しにくい

破砕

しやすい

図－1 氷板 WT 試験結果 
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表－1 配合試験結果 

試験結果 目標値

(回/mm) 10500 3000以上

(cm
2
) 0.20 0.7以下

(%) 4.8 20以下

(cm/sec) 不透水 1×10-7以下

(mm) 1.3 1.2以上

17,940

11,370

(MPa) 0.2 0.5以下

塑性変形
輪数

(回/mm)

締固め度100%

締固め度97%

すり減り量

ｶﾝﾀﾌﾞﾛ損失率
(-20℃)

動的安定度

透水係数

きめ深さ（MPD）

氷着引張強度

3000以上

 

雪は、削氷機で作った砕氷を、1.18mm

ふるいを使って母体供試体上にふり

かけて作製した。試験は擬似積雪を

作製後 30 分間養生したのち行い、粗

面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装に加

え比較混合物として粗面 SMA につい

ても実施した。  

試験結果を写真－1 に示す。500

回走行時までは粗面型ゴム粒子入り

凍結抑制舗装および粗面 SMA ともに路面全体を圧雪が覆っている状態であった。その後、粗面型ゴム

粒子入り凍結抑制舗装は 1500 回走行時に路面が露出しはじめ、2000 回走行時には車輪走行箇所のほ

とんどが露出していた。一方、粗面 SMA は走行回数の増加とともに路面の空隙部分および骨材上面に

圧雪による氷板が形成しはじめ 2000 回走行時にもそれらの多くが残っていた。このことから、粗面型

ゴム粒子入り凍結抑制舗装は積雪状態から早期に路面を露出させる凍結抑制性能を有していると考え

られる。 

 

３．施工 

 平成 25 年 8 月に富山県内の国道において、凍結抑制舗装工の

一部区間（Ｌ＝245m、Ｗ＝3.6m）で本工法を施工した。 

本工事で使用した粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装の配合試

験結果を表－1 に示す。この工事で求められた性能値としては、

凍結抑制舗装について塑性変形輪数 3000 回／mm 以上、氷着引

張強度 0.5MPa 以下と規定されており、また、凍結抑制舗装工の

一般部は骨材飛散抵抗性や耐摩耗性に優れたギャップ混合物型

凍結抑制舗装であることから、本工法については舗装表面のテ

クスチャを確保しつつ、これらの性能を満足する配合を設定す

ることとした。 

施工は、アスファルトフィニッシャにて混合物の敷きならし後、表面散布接着用ゴム粒子をフィニ

ッシャ後部に取り付けたチップスプレッダにて散布した。締固めには、初期転圧にタンデムローラ（4t

級）、二次転圧に水平振動ローラ（8t 級）、仕上転圧にタイヤローラ（8～12t 級）を使用した。 

施工後の表面の仕上がりは、路面のきめ深さ（ＭＰＤ）は 1.3mm であり配合時と同等の値となった。

また、表面ゴムの状態も良好であり、目標とした仕上がりとなった。 

 

４．実道での凍結抑制性能の調査 

 調査箇所は上記の施工箇所であり、当該国道は積雪寒冷地域の重交通路線（交通量区分 N7）である。

調査は施工後一冬目に実施し、積雪時の時間経過による路面の露出状況を観察し、隣接する一般舗装

２０００回走行後

粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装

２０００回走行後

粗面SMA

 

写真－1 回転ラベリング試験結果 
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と比較を行うことで、凍結抑制性能を評価した。

路面状況の経時変化を写真－2 から写真－6 に

示す。なお、調査は平成 26 年 2 月 5 日の午後か

ら 6 日の早朝まで行った。 

写真－2 は 16：00 頃の路面状況である。この

時の気象状況は曇りで、気温は－2.0℃であった。

撮影 1 時間前までの降雪により、3cm 程度の積

雪が見られたのちに、車両の通過とともに路面

が露出してきた状況を撮影したものである。一

般舗装工区は、全面にわたってタイヤのトレッ

ドパターン状、いわゆる洗濯板状の氷板層が形

成されていた。それに対して、アイストッパー

工区は、氷着した雪は見られず、路面が露出し

ていた。 

 写真－3 は 1 時間後の 17：00 頃の路面状況で

ある。この時の気象状況は曇りで、気温は－

2.5℃であった。一般舗装工区において、16：00

頃と比較すると氷板は融けて少なくなっていた

が、依然として路面はすべりやすい状況であっ

た。それに対して、アイストッパー工区は、氷

着した雪は見られず、路面が露出していた。 

 写真－4 はさらに 30 分後の 17：30 頃の路面

状況である。この時の気象状況は、17 時を過ぎ

て再び降雪が始まっており、気温は－2.3℃であ

った。一般舗装工区において、氷板上に降った

雪が再度氷着していっており、引き続きすべり

やすい状況であった。それに対して、アイスト

ッパー工区は、路面が露出していた。 

写真－5 はさらに 30 分後の 18：00 頃の路面

状況である。この時の気象状況は、依然として

雪が降っており、気温は－2.6℃であった。一般

舗装工区において、氷板上に降った雪が再度氷

着して、面積厚さともに増大しており、全面が

氷板で覆われている状態であった。それに対し

て、アイストッパー工区は、タイヤの走行箇所

はほとんど路面が露出している状態であった。 

 

写真－2 路面状況（16：00 頃） 

一般舗装 アイストッパー 

 

写真－4 路面状況（17：30 頃） 

 

写真－3 路面状況（17：00 頃） 

一般舗装 アイストッパー 

一般舗装 アイストッパー 
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写真－5 路面状況(18:00 頃) 

 

写真－6 路面状況(4:45 頃) 

 写真－6 は明け方の 4：45 頃の路面状況である。この時の気象状況は、曇りで気温は－3.0℃であっ

た。一般舗装工区は、氷板に全面が覆われている状態であった。それに対して、アイストッパー工区

は、タイヤの走行箇所はほとんど路面が露出している状態であった。 

以上の結果から、現地舗装における粗面型ゴム粒子入り舗装「アイストッパー」の凍結抑制性能を

確認できたと考えられる。また、両工区の路面状態が回転ラベリング試験における路面状態と類似し

ていたことから、当試験は実舗装の積雪路面を良くシミュレートできていると考える。 

 

５．まとめ 

室内試験によって、粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装の氷板路面および積雪路面における凍結抑制

性能を確認できた。さらに、一般舗装と粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装の路面を比較することで、

本工法の凍結抑制性能が確認できた。また、回転ラベリング試験が実舗装の積雪路面状況をよくシミ

ュレートできていることを確認した。  

 

６．おわりに 

 今回、粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装の凍結抑制性能を確認できた。今後も現地調査を継続して

実施し、凍結抑制性能の持続性を確認するとともに、回転ラベリング試験の確立のため定量的な評価

方法の検討を行っていく所存である。 

 

【参考文献】 

1)（社）日本道路協会：環境に配慮した舗装技術に関するガイドブック、2009 

2) 北野原、澤田、鈴木：粗面型ゴム粒子入り凍結抑制舗装の開発、第 12 回北陸道路舗装会議報文集、

2012 

3) 鈴木、東本、稲葉、岡田、吉田、徳橋：排水性舗装における凍結抑制技術の向上と凍結抑制性能評

価方法に関する検討、第 17 回舗装技術に関する懸賞論文、（社）日本道路建設業協会 HP、2012 

4) 北野原、鈴木、東本、稲葉：ハイブリッド凍結抑制舗装、第 30 回日本道路会議論文集、2013 

一般舗装 アイストッパー 一般舗装 アイストッパー 
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雪道で役立つ様々な舗装技術 
 

福田道路㈱ 技術研究所 技術担当  佐藤 慶彦   
 

1 はじめに 

 寒冷期における雪道の安全確保を目的とした舗装技術として凍結抑制舗装がある。この凍結抑制舗

装には、舗装体に融雪剤を加え、凍結時に融雪剤が染み出すことで雪氷を溶かす化学系凍結抑制舗装

や、ゴム粒などの弾性体を舗装体に添加し、車両が通過する際に弾性体がたわんで雪氷を剥がれ易く

する物理系凍結抑制舗装がある。また、舗装内に電熱線等の熱源を埋設し熱エネルギーにより雪氷を

溶かすロードヒーティングも凍結路面を抑制する面では効果が高い。 

これら凍結抑制技術の適用は積雪寒冷地の幹線道路での適用がほとんどではあるが、日本国土の多

くは朝晩の冷え込みによる路面凍結や積雪を経験しており、こういった凍結抑制技術を生活道路や歩

道などのより身近に適用できる技術開発も必要とされる。 

 

2 凍結抑制技術の適用拡大 

これまでの凍結抑制技術は、主に雪道での安全を確保するために幹線道路等で車両の交通対策とし

て実施されている例が多い。しかし、雪国においては、歩道や玄関先の融雪に対する需要も多く、歩

行者の安全確保も重要な課題である。そのような観点から、福田道路では凍結抑制技術を、“幹線道路

から玄関先まで”をコンセプトに、様々な場所に応じた技術を開発している。今回紹介する凍結抑制

技術は 4 つである。それぞれの技術の適用範囲を表－1 に示す。 

以下の凍結抑制技術を状況に応じて選択することで、効果的かつ低コストな技術を提供できると考

えている。 

表－1 福田道路の凍結抑制技術 

 アイス･インパクト マスチックドレーン ファインシート ファインヒーティング

幹線道路 ◎ 
○ 

（要融雪剤） 
△  

車
道 

生活道路 ○ 
◎ 

（要融雪剤） 
◎  

歩道  
△ 

（要融雪剤） 
◎ ◎ 

適
用
箇
所 

玄関前等   ○ ◎ 

主な使用材料 

特殊モルタル形成用 

 専用アスファルト 

 専用添加剤 

 （プラントミックス）

通常のアスファルト混合物

と同じ 

（専用資材不要） 

弾性シート 

 （W=15～25ｃｍ） 

圧入用骨材 

電熱式ヒータ 

 （2枚 / 1㎡） 

樹脂舗装材料 

特徴 

• 弾性モルタルを有する

物理系凍結抑制舗装 

• 交通荷重により圧雪を

除去する 

• N3～N7交通量まで適用可

• 融雪剤の残留効果による

凍結抑制舗装 

• 融雪剤の効果を持続 

• 耐久性が高く寒冷地で排

水性舗装としても適用で

きる 

• 弾性シートを既設舗装に

貼り付ける簡易凍結抑制

舗装 

• 軽交通でも効果がある 

• グレーダ等の機械除雪路

線では、わだち部に設置

すること 

• 電熱ヒータを用いた薄層

ロードヒーティング 

• 既設舗装にも施工できる

• 表面はカラー化、すべり

止め化が可能で景観舗装

としても適用できる 
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3 技術概要 

3.1 アイス・インパクト 

（弾性モルタル型凍結抑制舗装） 

アイス・インパクトは、骨材の間隙に柔軟性の高

い特殊なアスファルトモルタル（以下、弾性モルタ

ル）を有する構造のアスファルト舗装である。アイ

スバーンや圧雪時に車両が通過すると、車両の交通

荷重によりこの弾性モルタルがたわむことで圧雪路

面が形成されにくくなり、一般舗装と比較して路面

の露出を促進することができる（写真－1）。 

図－1 に積雪時に測定したすべり抵抗性の試験結

果を示す。圧雪等が早期に除去されることにより一

般舗装よりすべり抵抗性の回復が早くなる結果が得

られた。1) 

舗装路面の耐久性としては、柔軟な弾性モルタル

を有するものの N7 交通にも適用できる高い耐流動

性とチェーンラベリングに対する高い骨材飛散抵抗

性を有しているため、機械除雪の行われている幹線

道路でも適応可能である。 

  

3.2 マスチックドレーン 

（融雪剤残留型凍結抑制舗装） 

マスチックドレーンは、図－2 に示すように、表

面に排水性舗装と似たキメ（凹凸）を持ち、舗装内

部はアスファルトモルタルが充填して水を透さない

密な状態の構造を持つ舗装である。この舗装自体に

は弾性効果や融雪効果は無いものの、凍結時に散布

された融雪剤が、一般的な密粒舗装と比べこの表面

の凹凸により残留しやすくなる特徴を有している。 

図－3 に融雪剤の残留効果を比較した結果を示す。

一般舗装は舗装に残留する塩分濃度が、すぐに低下

するのに対して、マスチックドレーンでは徐々に残

留塩分濃度が低下していくため、一度の融雪剤の散

布により凍結抑制効果が長続きすることが期待され

る。2) 

表面の凹凸による表面排水により、ポーラス混合

 

連続空隙をもつ
排水性舗装に似た構造

アスモルが空隙を充填し
遮水性の高くなった構造

連続空隙をもつ
排水性舗装に似た構造

アスモルが空隙を充填し
遮水性の高くなった構造

図－2 マスチックドレーンの舗装断面図 

10mm10mm

 

写真－2 マスチックドレーンの表面 

 

写真－1 アイス・インパクトの凍結抑制効果 
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 　シャーベット状

 　凍結状態

 

図－1 アイス・インパクトのすべり抵抗性回復
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物と類似した効果が得られ、なおかつ、骨材飛散抵

抗性はポーラス混合物より高いため、これまで寒冷

地では排水性舗装が適用できなかった箇所でも利用

することができる。 

地域によっては、融雪剤の散布のみで除雪管理を

行っていたり、山間地域等で融雪剤の散布が遅くな

る可能性のある道路もある。これらの箇所へこのよ

うな凍結抑制技術を適用することで、凍結の予防処

置として有効と考える。 

 
3.3 ファインシート 

（シート貼り付け型簡易凍結抑制舗装） 

ファインシートは、施工の簡便性と小規模面積で

の対応できる凍結抑制技術として開発した。施工断

面は図－4 に示すように、厚さ 1mm のシート状の弾

性材料（写真－3）を舗装面に貼りつけ、表面に粒径

1～2mm の骨材を散布する凍結抑制技術である。貼り

付けはアスファルト面、コンクリート面、金属等す

べての既設面で使用でき、車道や歩道のみならず階

段等への適用もできる。 

ファインシートの凍結抑制効果は、シート自体の

柔軟性と圧入骨材の弾性により、交通荷重等の力が

加わることで、アイスバーンの抑制や圧雪を除去で

きる（写真－4）。積雪時だけでなく、通年において

路面のすべり対策として利用することができるため、

歩行者も利用する軽交通の生活道路での利用も適し

ている（写真－5）。 

厚さ
1mm

既設路面

圧入骨材

ファインシート

 

図－4 ファインシートの概念図 

 

写真－3 ファインシートの材料 

積雪後積雪後

   

    写真－4 ファインシートの凍結抑制効果      写真－5 生活道路にて適用した例 

0 1 2 3 4 5

散水回数（回）

残
留
塩
分

多
い

少
な
い

マスチックドレーン

一般舗装

図-3 マスチックドレーンの融雪剤残留効果
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3.4 ファインヒーティング 

（樹脂舗装型ロードヒーティング） 

ファインヒーティングは、図－5 に示すように、

既設舗装上に発熱フィルム及びそれをコーティン

グする樹脂からなる発熱層と、カラー化やすべり

止め仕上げを行う仕上げ層の総厚 2～3mm 程度の

電熱融雪舗装（ロードヒーティング）である。 

熱源が通常のロードヒーティングと違い表面近

くにあるため、熱効率が良く融雪効果が高いこと

が特徴である。また、表層の仕上げ層はカラー化

やすべり止め加工にもすることができるため、降

雪期以外は景観舗装やすべり対策として機能する

ことも利点の一つである。 

施工の面では、ファインヒーティングは既設舗

装にも設置できるため、熱源を舗装内に埋設する

従来技術と違い、既設舗装版の剥ぎ取り・掘削等

が不要であり、既存面への適用が可能である。 

 施工面積は 1 ㎡から可能で玄関先（写真－6）や 

駐車場等の日常的に除雪を行う場所のほか、通学

路やバス停などの安全対策としての利用も可能で

あり、特に、障害者駐車場へ適用するとカラー化も合わせ高い効果が得られる。 

 

4 まとめ 

 これまで 4 つの凍結抑制技術を紹介してきた。これらの技術を状況に応じて選定することで、幹線

道路から玄関先まで幅広い場所での適用が可能である。また、どの技術も凍結抑制機能に限らず、例

えばファインシートは凍結抑制効果に加え路面のすべり対策として、またファインヒーティングは景

観舗装としての機能も有するように、付加価値を加えていることが当社の凍結抑制技術の特徴である。 

今後は、施工実績を増やして、当社の凍結抑制技術により雪道での交通が、少しでも快適になるこ

とを期待する。 

 
参考文献 

1)高橋学，菅田善秋，片桐将司；表面のキメを考慮した砕石マスチック舗装について，第 24 回道路

会議 

2)山本靖彦，齊藤一之；多機能型排水性舗装の凍結抑制効果に関する一考察，2011 ふゆトピア・フェ

ア in 札幌 

 

 

既設舗装
（アスファルト・コンクリート）

発熱層
（発熱フィルム＋樹脂）

2～3㎜

仕上げ層

既設舗装
（アスファルト・コンクリート）

発熱層
（発熱フィルム＋樹脂）

2～3㎜

仕上げ層

図－5 ファインヒーティングの概念図 

 

写真－6 ファインヒーティングの 

施工例と効果 
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地中熱利用ヒートパイプ融雪工法の施工事例 

 

株式会社 興和 水工部 課長 ○大橋 勝人   

水工部 部長代理  小谷野 保   

                                        

１ はじめに 

  地中熱利用ヒートパイプ融雪工法は、平成 14 年に現在の施工方法が確立されてから今日まで徐々

に施工数が増加してきている。近年、地球温暖化に影響を与える温室効果ガスの削減が重要な課題

となっている中で、再生可能エネルギーとして地中熱を利用したヒートパイプ融雪工法について、

スリップ防止対策及び除雪補助を目的に山岳地帯の急勾配な道路に施工した事例や、冬期交通バリ

アフリーに伴い歩行空間の確保を行った施工事例を紹介する。 

 

２ 地中熱利用ヒートパイプ融雪工法の概要 

２．１ 工法の特徴 

 地表から 20m の深さまでの地中熱エネルギーの温度は、その地域の平均気温かそれよりも少し高

い温度であり、この地中熱エネルギーを利用する融雪工法としては、不凍液直接循環型の地中熱交

換方式、ヒートポンプで不凍液を加温する地中熱利用ヒートポンプ方式、ヒートパイプの熱輸送作

用を利用した地中熱利用ヒートパイプ方式があげられる。 

  地中熱利用ヒートパイプ融雪システムは深さ 15～20m のボーリング孔にヒートパイプを挿入し、

地中熱を地表に運んで融雪を行う工法である。（図-1）図-2 にヒートパイプの原理を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 融雪効果 

  地中熱利用ヒートパイプ融雪工法を導入している地域の地中温度は 10～16℃の範囲であり、そこ

から得られる放熱量は 100～160w/㎡程度となっている。この放熱量は、時間降雪深 1～2cm/h まで

融雪可能な能力である。この融雪可能能力を超える降雪が続いた場合や、地域の融雪必要熱量が上

記の放熱量を超える場合には、路面に積雪を生じることになるが、積雪により路面が冷やされてい

図 - 1 地中熱利用ヒートパイプ融雪工法 図 - 2 ヒートパイプの原理 
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る限りヒートパイプは地中熱を運ぶため、やがて融雪は完了する。 

  実際の降雪時の地中温度、路面温度、放熱能力の観測結果例を図-3 に示す。雪が降り始めると放

熱量（図中の赤太線）は増加し、雪が積もっている間は大きな放熱量を維持する。雪がやみ、舗装

上の雪を融かし切ると放熱量は減少し、凍結しない程度の放熱を続けていることがわかる。 

 

 

３ 施工方法 

地中熱利用ヒートパイプ融雪工法の施工は、他の融雪工法に比べて機械・電気設備の設置や配管作

業がなく、採熱井戸とヒートパイプの据付のみのため、容易に行える。採熱井戸はボーリングマシン

によってφ150mm 程度のボアホールを掘削した後、φ100mm 程度の鋼管を建て込む。一旦、管頭部の養

生を行ってから路盤工の作業を行い、3～5 本のヒートパイプを採熱井戸内に束ねて挿入する。ヒート

パイプの放熱部は路盤に敷設したスペーサーに等間隔で固定する。次に採熱井戸と挿入したヒートパ

イプの隙間に硅砂を充填する。最後にコンクリート舗装を行って完成となる。（図-4） 
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図-6 横断方向タイプ 

４ 施工事例 

 ４．１ 施工実績 

  地中熱利用ヒートパイプ融雪工法は、北陸地方から東北地方にかけて施工実績があり、その面積

は 2013 年 12 月までに累計 10,000 ㎡を超えている。施工地域は気温の低い東北地方が多く、設置場

所については歩道が最も多い（図-5）。本工法の特徴として採熱井戸 1 本当たりの融雪面積が 2～5

㎡と限られることから、イニシャルコストを抑えるために比較的小規模な施設が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．２ 施工事例 

（１）十日町地域に於ける山岳地帯の急勾配な道路での施工事例 

  本施工箇所は縦断勾配が 6～10％ときつく、カーブが連続する区間で、除雪補助・スリップ防止、

登坂不能対策として施工を行っている。本事例は除雪補助であることから、熱出力については 60～

70％としている。１）カーブ区間には横断方向タイプを設置し（図-6）、カーブ区間手前の直線部に

は縦断方向タイプを設置している。（図-7） 

時間降雪深：3.14cm/h 融雪必要熱量：231.5W/㎡ 熱出力：140～160W/㎡（60～70％） 

採熱井戸φ100×20m（1 本/箇所） 融雪面積 1.2～1.8 ㎡（1 箇所あたり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新潟市内の歩道での施工事例  

  本施工箇所は駅広場の歩道に於いて、冬期の交通バリアリーの確保を目的に施工を行っている。 

 図-8 にヒートパイプ敷設状況、図-9 に融雪状況を示す。 

図-7 縦断方向タイプ 

図 - 5 設置箇所別の累計施工面積と施工箇所数（2013 年 12 月まで） 
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時間降雪深：1.49cm/h 融雪必要熱量：123.2W/㎡ 熱出力：100％ 

融雪面積：292.3 ㎡ 採熱井戸：φ125×19.5m 149 本 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）小規模エリアでの施工事例 

  本工法の特徴としては小規模エリアに対応できるため、融雪が必要な重要な場所として、バス停

留所（図-10）や身障者駐車場（図-11）にスポット的に施工されている。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

５ おわりに   

  地中熱利用ヒートパイプ融雪工法は、再生可能エネルギー100％の融雪施設であり、ヒートパイプ

自身の融雪原理によって降雪時や外気温の低下時に自動で作動するため、動力の確保や運転操作を

必要としない工法であり、ランニングコストや維持管理コストが掛からない。よって、冬期の交通

バリアフリーや地球温暖化防止に寄与する融雪技術である。 

  今後は、施工地域の地質に応じた掘削機械の選定による掘削コストの削減、融雪必要箇所に合わ

せた熱出力の選定によるイニシャルコストの削減に取り組んでいきたいと考える。 

 最後に、試験施工や本施工にあたり、新潟県十日町地域振興局様、新潟市役所様をはじめ、ご指

導、ご協力をいただきました多くの関係各位に深く謝意を表する。 

文献 

1）佐藤秀樹・小谷野保・藤野丈志（2012）：豪雪地における坂道安全対策としての地熱ヒートパイプ

融雪施設の導入効果，第 12 回北陸道路舗装会議 

2）坂東和郎・池野正志・斎藤浩之・佐藤秀樹・藤野丈志・小酒欽弥（2014）：Ground-Source Heat Pipe 

Snoe-Melting System in Japan，PIARC2014 ANDORRA 

図-9 融雪状況 図-8 ヒートパイプ敷設状況 

図-10 バス停留所（青森県弘前市） 図-11 身障者駐車場（富山県滑川市） 
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